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資源管理方針に関する検討会 

（マダイ日本海西部・東シナ海系群） 

【第１回】 

令和５年５月１６日（火） 

 

 

【松島課長補佐】  おはようございます。 

 今日は会場がほぼ満席というか、御出席登録いただいた方と席の数が結構近いものです

から、後ろの壁側に座っていただいている方は申し訳ないですが、前のほうは机がついて

いる席がまだありますので、もしあまり嫌でなければ、前のほうをぜひ使っていただけれ

ばと。あまり落ち着かないかもしれませんが、机があるということで、御理解いただけれ

ばと思います。 

 それでは、定刻になりましたので、ただいまから第１回資源管理方針に関する検討会

（マダイ日本海西部・東シナ海系群）を開催したいと思います。 

 私は管理調整課の松島と申します。今日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 座って進行させていただきます。 

 今日は会場にも多くの方にお越しいただいております。今回もＷｅｂｅｘを併用した会

議ということで開催させていただきます。技術的なトラブルが発生するかもしれませんけ

ども、その場合、会場の皆様、ウェブ方に少しお待ちいただく場面があるかもしれません

が、精いっぱい対応したいと思いますので、御協力、御理解をいただければと思います。 

 こちらの会場は広くなってございますが、あとはウェブの方に声が届くように、後ほど

質疑応答の場面を設けさせていただきますけども、マイクを通じて御発言をいただきたい

と思います。マイクをお持ちしますので、マイクを通じた発言ということで御協力をお願

いいたします。 

 ウェブで参加される皆様、事前にメールで留意事項をお知らせしておりますが、発言を

希望される場合には、Ｗｅｂｅｘの挙手機能またはチャット機能を使って、発言すること

をお知らせください。こちらから御指名いたしますので、その後、順次、御発言をお願い

したいと思います。 

 それでは、お手元の資料の確認をしたいと思います。資料１から９があると思います。

資料１が議事次第になっておりまして、資料２が会場の注意事項、資料３が出席者名簿、
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資料４が新たな資源管理について、資料５が新しい資源評価について、資料６がマダイ日

本海西部・東シナ海系群の資源評価、資料７は一枚紙なので、ほかのものとくっついてし

まったりするかもしれないですけれども、資料７としてステップアップの資料というのが

ついています。資料８が検討部会で整理された意見や論点と対応の方向、資料９が漁獲シ

ナリオ等の検討についてというものが入っています。あとは水産機構さんからのチラシも

１枚同封させていただいていると思います。足りない分等がございましたら、受付の者や

職員にお声がけをいただきたいと思います。 

 なお、資料につきましては、既にホームページに掲載されております。また、今日の会

議の議事録につきましては、後日、水産庁のホームページに掲載する予定にしております

ので、御承知おきいただければと思います。 

 また、報道関係の方にも御出席をいただいております。後ほどカメラ撮影を区切らせて

いただきたいと思いまして、カメラ撮りは冒頭の水産庁の挨拶までとさせていただきたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、今日の開催側の出席者を紹介させていただきたいと思います。 

 まず、水産庁より九州漁業調整事務所所長の三野でございます。 

【三野所長】  三野でございます。 

【松島課長補佐】  隣は資源管理推進室室長の永田でございます。 

【永田室長】  永田です。よろしくお願いします。 

【松島課長補佐】  続きまして、向かって左側でございますけども、水産研究・教育機

構水産資源研究所水産資源研究センターから養松底魚資源部副部長でございます。 

【養松副部長】  よろしくお願いします。 

【松島課長補佐】  木所底魚資源部副部長でございます。 

【木所副部長】  木所です。よろしくお願いします。 

【松島課長補佐】  そのほか、水研の皆様、御担当の方々にも会場及びウェブから多数

御出席をいただいてございます。 

 それでは、開会に当たりまして、水産庁を代表して三野から一言御挨拶を申し上げます。 

【三野所長】  皆さん、おはようございます。水産庁九州漁業調整事務所、三野でござ

います。検討会開催に当たりまして、御挨拶申し上げます。 

 まず初めに、マダイの盛漁期で御多忙の中、１００名を超える漁業関係者の皆様方にお

集まりいただきまして感謝申し上げます。 
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 現在、農林水産省を挙げて取り組んでいる水産政策の改革におきましては、我が国周辺

水域の漁場や資源のポテンシャルに着目して、水産資源の適切な管理と水産業の成長産業

化を両立させ、漁業者の所得向上と年齢バランスの取れた漁業就業構造を目指していると

ころでございます。 

 この水産政策の改革の一環として、漁業法を７０年ぶりに大幅に改正いたしまして、令

和２年１２月に施行したところでございます。 

 改正の最も大きな柱となったのが資源管理でございます。新しい漁業法でございますが、

科学的な資源評価に基づき、持続的に生産可能な最大の漁獲量（ＭＳＹ）の達成を資源管

理の目標として定め、この目標の達成に向けて、数量管理、ＴＡＣ管理を基本とすること

とされております。 

 このため、水産庁といたしましてはＴＡＣ魚種を拡大し、令和５年度までに漁獲量ベー

スで８割をＴＡＣ管理することを目指しております。この内容は昨年３月に閣議決定され

た水産基本計画にもしっかり位置づけられているところであり、水産庁としましても、こ

の計画に基づきまして水産施策を推進してまいります。 

 さて、本日の議題でございますマダイの日本海西部・東シナ海系群につきましては、令

和３年１２月にＭＳＹベースの資源評価結果が公表された後、昨年４月に資源管理手法検

討部会が開催され、関係漁業者の方々、専門家の方々から資源特性や採捕実態を踏まえて

御意見をいただき、論点や意見が整理されたところでございます。この整理を踏まえまし

て、本日このステークホルダー会合で、具体的な資源管理についての議論を行いたいと考

えております。 

 本日のステークホルダー会合では、具体的な議論に先立ちまして、新しい資源管理の内

容、資源評価についての基本的な事項を御説明したいと思います。その後、資源管理手法

検討部会で整理された論点、意見や更新された資源評価結果を御紹介しながら、漁獲シナ

リオ等の具体的な管理の方向性について、皆様と議論していく予定としております。 

 専門用語や片仮名用語など、ふだんなじみのない言葉、表現、考え方等がたくさん出て

くると思われます。少しでも分からないことがあると思いましたら、どんなことでも構い

ませんので、遠慮なく御質問していただければと思います。 

 本会合では、一人でも多くの方に理解を深めていただき、皆様と一緒になって、資源を

どういうふうに管理していくのかをしっかり議論していくことが目的でございます。水産

庁や水産機構からの一方通行の説明ではなくて、双方向での意見交換が重要ですので、積
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極的な御発言をお願いしたいと思います。 

 締めくくりになりますけれども、本日の機会が有意義なものとなり、資源が将来にわた

って持続的に利用できる体制づくりの一助となるよう、また、関係者の皆様の操業の安全

を祈念いたしまして、私の冒頭の挨拶とさせていただきます。 

 本日はどうぞよろしくお願いします。 

【松島課長補佐】  それでは、報道関係の皆様におかれましては、ウェブで出席されて

いる方も含めまして、ここでカメラ撮影の終了ということでお願いしたいと思います。 

 ここからの議論につきましては進行役を設けることとしまして、三野所長にその役をお

願いしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

【三野所長】  最初に、この検討会の進め方を御説明いたします。 

 先ほど挨拶で申し上げましたけれども、午前中は、まず、水産庁から新たな資源管理の

内容について説明します。その次に、水産研究・教育機構から資源評価に係る基本事項に

ついて御説明いたします。 

 途中１時間の休憩時間を挟みまして、午後は、まず、水産研究・教育機構からマダイ日

本海西部・東シナ海系群の最新の資源評価結果について御説明いたします。その後、水産

庁からＴＡＣ管理のステップアップの考え方及びスケジュールについて説明した後、令和

４年４月に開催された資源管理手法検討部会で整理された論点及び意見と対応の方向につ

いて、また、漁獲シナリオ等の検討について、それぞれ説明を行います。 

 また、議事ごとに質疑応答を挟みますので、その際、適宜御発言や御質問のある方は挙

手をお願いしたいと思っております。 

 それでは、早速議事に入りたいと思います。 

 最初に、水産庁から新たな資源管理について説明をいたします。 

【松島課長補佐】  改めまして、おはようございます。 

 それでは、私のほうから、資料４を用いまして、新しい漁業法の下でどういった資源管

理を行うのかという概要を簡潔にお話しさせていただきたいと思います。 

 私も各地の現地説明会に出席させていただきまして、ロードマップという一枚紙を基に

一通り御説明させていただきました。基本的には、それに沿った内容でございます。繰り

返しになる部分も多くございますので、要点を絞って、後々の議論が重要だと思いますの

で、なるべく簡潔にお話をしたいと思っております。 

 次のページをお願いします。 
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 こちらが新しい漁業法になってどのように管理を行うかというフローといいますか、流

れを示ししたものでございます。 

 簡単にどういう流れになっているかを口で申し上げますと、科学調査とデータを用いて、

まず資源評価を行います。それがスタートです。その資源評価を基に、次にいきなりＴＡ

Ｃという流れではなくて、その後に目標というのを定めます。どういった資源管理の目標

にしていくんだという目標を定めます。その目標までどういった道筋でいくのかを次に決

めて、その道筋を決めると、ＴＡＣというのはほぼ機械的に決まっていくという流れにな

ります。 

 それを図にしたものがこれです。スタート地点の左下の紫の四角から見ていきますと、

皆さんのデータがありまして、その上、矢印になっていますけども、それを含めてプラス

アルファして独立した調査を行います。それらのデータを基に、真ん中の上でございます

けれども、研究機関は水産研究・教育機構だけではなくて、各県の水産試験場さんにも御

参加いただいて、行政機関から独立した形で資源評価を行います。 

 それを関係者にお示しいただいて、今日まさにここでやろうとしていることなんですけ

ども――そこまではもう既に今やられていて、今日説明する内容ですけども、今日ステー

クホルダー会議で何をやろうとしているかというと、この右上の部分、資源管理の目標を

どうするのかをまず考えることになります。要は、我々の資源管理は何を目標にやってい

くんだというのをまず定めると。これは後ほど出てきますＭＳＹというものが基本とはな

ってございますが、その妥当性、または現場の状況を踏まえた違った目標の在り方もある

かと思います。そういったことを今日ぜひ議論させていただきたいと思っています。 

 それとともに、その下、右側の中段に漁獲シナリオと書いてございますが、これは何か

というと、目標を定めて、そして今現在の地点があると。現在とその目標に向けて、どう

やってそこの目標までたどり着くのか。一気にそこまでたどり着くのか、今はちょっと余

裕があるので、最初は少し頑張って、後は少しゆっくり目にたどり着くのかとか、どうい

う道順でやるのかを併せて定めると。それを定めるとＴＡＣというのが数量として出てく

るので、それを毎年のＴＡＣとして表して管理をしていくといった流れになっています。

これをまとめものが次からの資料になります。 

 次の資料をお願いします。 

 ページの関係上、三つに分かれていますけども、次のスライド２、３、４で表している

部分がいわゆるロードマップというもので、これが各地の現地説明会でもお話しさせてい
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ただいた内容かと思います。ごく簡単に説明したいと思います。 

 これは、これから進めていく資源管理を四つの大きな柱に分けて表したもので、一つ目

は、今出ておりますが、資源調査・評価の充実・精度向上となります。続いて、ＴＡＣ管

理の推進というのがありまして、最後がＩＱ管理と資源管理協定の推進になっています。

この四つの項目に分けて、最終的には、一番右に書いておりますけども、令和１２年に目

標として４４４万トンの漁獲量を達成しようというものを掲げているところでございます。 

 すみません、またスライド２に戻っていただいて、今日、このスライドと次のスライド

が主に関係してきますので、簡単に説明します。 

 まずここの分については、どういうことをやっているかというと、一番上に書いてござ

います。まずは資源評価の対象魚種を２００種程度に拡大しましょうということをやって

ございます。これは、今申し上げましたけども、新しい漁業法になって、管理のスタート

地点というのは資源評価になります。要はデータを集めて、資源の状態をしっかり知ると

いうのがスタート地点になりますので、その対象の裾野を広げるということをやってござ

います。 

 ２００種と書くと、もう２００種全てをいきなりＴＡＣ管理するのかと御心配、御懸念

を持たれる方もいらっしゃると思いますけども、これはあくまで情報を収集して、これか

ら継続して蓄積していきましょうということで示したものが２００種程度ということでご

ざいますので、これがすぐにＴＡＣ管理をする対象になってくるというわけでございませ

ん。後ほどお話が出てますけども、ＴＡＣ管理するほどの魚種になるには、一定程度のデ

ータ、それもある程度長い期間の蓄積が必要になってきますので、そういったものを今後

目指していくに当たって、まずは最初の裾野を広げていきましょうということで、資源管

理対象種を増やすことをやってございます。それが一番上のもの。 

 真ん中のものが、データの収集という面で、現場の産地市場なんかはすごいデータの宝

庫になっているわけでございます。これまでそういったものをしっかり収集させていただ

いて活用する仕組みがなかったものですから、そういった産地市場などから電子的にデー

タを収集する仕組みを構築していこうと。４００市場以上をめどにそういった体制をまず

構築して、運用は若干タイムラグが出てきてしまいますけども、そういったシステム構築

をやっていこうということで、こちらについてはおよそ４００市場以上に、そういったシ

ステムという面では既に構築されている状況でございます。 

 一番下の分は、もう一つ電子的なという面で、各種漁業者の皆様から、特に大臣許可漁
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業の皆様から漁獲成績報告書という形で報告をいただいていますけども、そういったもの

も従来は紙で提出していただいて、それを打ち込むということをやっていましたが、それ

を電子的な形でやっていこうということも併せてやっています。これが資源調査やデータ

の充実を図ろうという取組でございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

 次は、今日、皆さんが一番御関心のあるＴＡＣ魚種の部分でございます。次のスライド

でまた追って幾つか出てきますので簡単にお話ししますけども、大きく分けて二つござい

まして、まず、従来からＴＡＣ管理をやっている魚種は、アジ、サバ、イワシ、スルメイ

カなどの８魚種ございました。これは引き続きＴＡＣ管理を継続しますけども、単にＴＡ

Ｃ管理を行うのではなくて、新しい漁業法になって、今申し上げたＭＳＹベースというＴ

ＡＣ管理に変わったところでございます。これは後ほど御説明しますけども、要は従来の

ＴＡＣ魚種も、新しい資源管理になって管理のやり方、考え方というのが変わったという

のが、まず１点目でございます。 

 もう一つが中段の部分でございますけども、ＴＡＣ魚種を拡大していこうということを

今進めているところでございます。その一環として今日のマダイの会議があるわけでござ

いますが、従来８魚種だったものをＴＡＣ魚種を拡大していって、漁獲量ベースで８割を

ＴＡＣ管理しようと、今、政策として取り組んでいます。 

 これは後ほど出てきますので、このぐらいにさせていただいて、次のページです。あと

残り二つはＩＱ、資源管理協定でございますが、今日の議題とは直接関わりがないこと、

また、時間的にも限られてございますので、ここは割愛させていただいて、次のページを

お願いしたいと思います。 

 ここは先ほど少し申し上げたＴＡＣ魚種拡大の部分でございます。これも大変恐縮なが

ら、スライドの５から７の３ページにわたって書かれています。 

 まず、この図の見方を簡単に御説明させていただきます。 

 上に文字を書いていますけども、その下を見ていただいて、一番左には魚種が書いてご

ざいます。魚種が３ページにわたって、どういったものをＴＡＣ管理の対象にしようとし

ているかを書いています。魚種の中でも、グループ――海域によって同じ産卵というか、

卵を産んで再生産を行うグループが分かれている種もございますので、それが分かれてい

る場合には何々系群という形で分かれています。基本的には、何々系群と分かれていれば、

その単位ごとに管理をしていくというのが基本になっています。 
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 いずれにしても、一番左側にＴＡＣ候補となっている魚種が出ていて、これだけを見て

も、到底２００種程度もないというのが御理解いただけるかなとは思います。 

 一番右を見ていただくと、漁獲量と書いていて、パーセンテージが書いてございます。

これは、先ほどＴＡＣ魚種の拡大は８割を目標にしていくということを一つの目標と定め

ていると申し上げましたけども、それに関係するものでございまして、一番上の漁獲量

（現行ＴＡＣ魚種）累計６０.５％というのは、現行の８魚種におけるＴＡＣの漁獲量の

割合を示しています。 

 仮にカタクチイワシの３系群についてＴＡＣにした場合、カタクチイワシの魚種全部で、

６.１％の漁獲量を占めますので、それに既存の６０.５％を足すと６６.６％が括弧内、

そういった図です。その下のブリがそれに仮に加わると、単体で４.６％なので、上の６

６.６の累計に４.６を足して７１.２％になります。必ずしも上から順に進めていきます

よということではないですけども、どうしても目標として８割というのを掲げている以上、

８割になるためにはどのぐらいになるんだというイメージを持っていただくために、こう

いった形で上から単純に足し上げるということをやってございます。それで最後のほうま

で足し上げていっていますけども、それが図の一番右です。 

 上にスケジュールというか、年が書いてあって、中を見ると、カラフルなものがあって、

その中に小さい文字がいろいろと書いてあります。小さい文字の中身の説明は実際のマダ

イのところでやりたいと思うので、次のスライドをお開きいただけますでしょうか。 

 ここを見るとマダイが出てきまして、一番下の欄にマダイがいて、そのマダイの中のさ

らに真ん中に今日の議論の対象である日本海西部・東シナ海系群が出てきます。 

 今日は、色は忘れていただいて、中の文字の部分だけを注目していただくと、どれを見

ていただいても同じような順番で文字が並んでいるのを御理解いただけるかと思います。

公表から始まって、検討部会、ステークホルダー会議――ＳＨ会合が並んでいるのを見て

いただけるかと思います。 

 この意味合いを申し上げますと、公表というのが資源評価の公表というのを表していま

す。全ての議論のスタートは資源評価の公表でございますので、どの魚種でも最初に資源

評価の公表が来ます。 

 次に、検討部会というのが来ます。検討部会というのは、マダイについては去年の４月

に開催したものでございますけども、いきなりこの場で検討というと、ＴＡＣ化に向けて

いろいろな部分を何トンにするかとか、そういった検討を行うわけではなくて、今後、マ
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ダイのＴＡＣ化を検討していくに当たって、どういった論点があるのかについて整理する

ような場が検討部会でございます。ここでまず、今後のＴＡＣ化に当たっての意見、論点

を整理して、その次の会議に進んでいくという意味での検討部会でございます。マダイで

は、この検討部会は去年４月に行われました。その整理された論点を基に、それについて

一つ一つどういった対応があるのかというのを議論していく、まさにそれが今日のステー

クホルダー会議の場ということになってございます。 

 今日の場は、去年４月の検討部会で御意見いただいたもの、論点整理されたものについ

て議論していくというのがもう一つの目的でございます。先ほど冒頭、管理の目標を議論

しますよと申し上げましたけども、それに加えて、そういった論点に対する対応策という

のも今後議論していくのが今日の場でございます。 

 次から資源評価の話になります。資源評価のほうは後ほどまた新しい資源評価が出るの

で、ちょっと飛ばさせていただいて、スライド１２まで飛んでいただけますでしょうか。 

 ＴＡＣ管理のほうに関係するものとしてもう一つお話ししていきたいのは、先ほど分か

りやすい話として、既存のＴＡＣ魚種でも、新しい漁業法になって管理のやり方が変わっ

たというのを少し触れさせていただきました。それを簡単に図示したものがこのスライド

でございまして、下のほうの図を見ていただくと以前と現在となってございます。端的に

申し上げると、以前、漁業法を改正する前は、資源管理のやり方として、まずはこの資源

の水準を下回っては困ると。要は、せめてこれぐらいの資源があってもらわなければ困る

というのを目標に管理をしていたと。この資源をそれなりに維持して、最低レベル、最低

限これだけは必要だというところを維持するように管理をしてきたというのが以前のＴＡ

Ｃ管理というものでございます。 

 やはりそれだと、海洋の環境変化やいろいろと変化があったときに脆弱でありますし、

安定的に漁獲をしっかりしていくためには、より高いレベルを目指していく必要があると

いうことで、今の新しい漁業法では、そうではなくて、より高いレベル――高いレベルと

はどういう高いレベルかというと、持続的な漁業をやるのが前提で、持続的に漁業をやる

中でも最大の漁獲量が得られるようにしましょう、持続的かつ最大の漁獲量を得られるよ

うな資源の状態を目指しましょうと。それを目標に管理するのを基本にしましょうという

のが新しい漁業法の下での考え方になります。それも、いつかはそこに達成すればいいと

いうわけではなくて、しっかりある程度近い将来を見据えて、その期間の間で、そういっ

た水準を達成するような管理をやっていきましょうという形に新しい漁業法の中では変わ
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ったところでございます。 

 その持続的かつ最大というのはどういうものかというのが次のスライドでございます。 

 これはＰＤＦにするときに右に少しずれてしまっていて、私も印刷した後に気づいてし

まってちょっと申し訳ないですけども、なくても大体分かっていただけると思って説明い

たします。 

 グラフを見ていただくと、これは何を表しているかというと、横軸が資源の量です。縦

軸は回復量と書いていますけども、要は魚資源については、増えた分だけ、回復した分だ

け捕れば、その元本は傷めないというか、持続的に漁獲ができるという概念の下にこのグ

ラフが書かれております。それと資源が多い、少ないに応じて、その回復する量がどうな

んだというのを概念的に表したのがこの図でございます。 

 資源量が少ない場合、例えば横軸の左のほうに寄る場合は、やはり親の数も少ないので、

資源が毎年増える量というのはやはり減りますでしょうと。それは直感的に分かっていた

だけるかなと思います。じゃあ資源が多ければ多いほどいいかというと必ずしもそうでは

なくて、資源が多くなればなるほど、逆に餌を競合したり、あとは生息環境が競合するな

どして、なかなか増える量が窮屈です。水槽などを想像していただくと、窮屈で、なかな

か増える量も減ってきてしまうと。ある程度、間引くというか、漁獲をしながら資源を利

用していく、その中間点ぐらいになると、資源のポテンシャルといいますか、増える力を

最大限利用して、それをしっかり捕っていけば、資源の元本も傷めずに捕っていけるだろ

うと。それがこのＭＳＹの考え方です。 

 ここで言う、グラフでいうとＣという部分ですが、Ｃという資源量があって、Ｃという

資源量のときにＣ´という、ダッシュがちょこんとついているものがありますけども、そ

ういった最大漁獲量を達成できるＣという資源量を目指しましょうと。概念的にはなりま

すけども、実際にそれが数字になったらどうなるのかというのは午後のマダイのお話に出

てきますが、概念的には、そういったちょうどいいあんばいの資源の状態を目指しましょ

うというのを新しい漁業法では目指しながらやっています。 

 そんなことを言われても、具体的には分からないという御意見はよく分かります。それ

は各魚種の議論の中で具体的な数字を見ていただくことになるかと思っております。 

 次のスライドをお願いします。 

 ここは先ほどの資源の評価の流れを簡単にもう一度おさらい的に書いたものでございま

して、後ほどこのカラフルな図も出てきますので、その場でも詳しく説明があると思いま
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すけども、もう一度、資源管理の流れをおさらいしたものがこの図でございます。黄色い

囲みの部分は忘れていただいて、左上の資源管理の流れと書いている１番のところでござ

いますけども、まず、研究機関です。 

 資源ごとにＭＳＹ――先ほど一つ前のスライドで御説明したＭＳＹを達成するために必

要な資源量、どういったときにこの資源がＭＳＹを達成できるのかを説明するのと、それ

を達成するためにどれぐらいの漁獲の強さ――強さといってもなかなか分かりにくいと思

いますけども、資源にかける圧力をどれぐらいであれば、その資源状態が達成できるのか

というのをまず計算してもらいます。 

 それを基に、それと比較した場合に、現在この資源がどういう状況にあるんだというの

を図示したのが右のカラフルな図になっております。これは後ほど具体に見ていただけれ

ばと思うんですけど、要は②のところで、目指すべき資源の量、漁獲の強さに対して今現

在の立ち位置はどこにあるんだというのをまずこの３色の図で見ていくというものです。

その現状把握をした上で、目標に行くまでにはどういう道順をたどればいいのかというの

を考えていくというものでございます。 

 今、目標の話をして、現状把握という話をしたんですけども、次に、どういった道順で

行けばいいのかというのがなかなか分かりにくいと思うんですけども、それを簡単に表し

たものが、またこれもちょっと飛んでいただいて、スライド１７番の右下を見ていただけ

ればと思います。 

 これがまたマダイのところに出てくると思うんですけれども、要は何を決めようとする

かというと、これは概念図ではあるんですけども、一体全体どういう漁獲をしていれば目

標を達成できるのかというのを決めるのが、いわゆる道順というイメージです。道順とい

うとなかなか概念的に分かりにくいので、簡単に言うと、ちょっとウェブの方もいるので

指しにくいんですけど、この右下の図を見ていただくと、親魚量があって、ＡＢＣがある。

ＡＢＣはＴＡＣだと思ってください。このグラフをどういうふうにしようかと議論をする

のが今日の中身の一つです。 

 要は、毎年の資源評価で、今の海の中にこのくらいの量の魚がいますよと分かったとき

に、じゃあどれぐらいの量を捕ればその目標を達成できるかを表したものがこの図になっ

ていまして、今日マダイのところでも、こういうグラフを書けば、何年後にそういった資

源を達成できますよというのが出てくると思います。ただ、このグラフの書き方というの

はいろいろです。これは一つの例として出ていますけども、この親魚なり資源量があった
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ときに、どういう毎年のＴＡＣにしていきましょうかというのをあらかじめ関係者の皆様

と議論して、そのルールにのっとって管理をしていこうというものになっています。 

 ですので、漁獲シナリオ、漁獲シナリオとこれから出てくると思うんですけど、要は資

源の量がこれぐらいあったらＴＡＣはこうしようというルールをあらかじめ決めていこう

と。それは、あらかじめこれであれば達成できるというのを研究機関のほうで計算しても

らった上で、そういったものを決めていこうということでございます。それが漁獲シナリ

オだというイメージを持っていただければありがたいと思っています。 

 すみません、次のページに行っていただいて、今日ここまで議論するのはあれかもしれ

ないけども、せっかく資料になっているので、参考までのお話というか、ＴＡＣ管理に実

際なった場合どうやって管理をしていくのかと。既にＴＡＣ管理に取り組まれている方は、

もう御存じの方も多いと思うんですけども、こういった仕組みで全体の管理をやっている

ということを簡単に御紹介させていただきたいと思います。 

 何かしら形で、毎年の国全体のＴＡＣが決まりましたという場合に、右の図のＴＡＣ１

０万トンというのが、いわゆる日本全体というか、ある資源の全体のＴＡＣと思っていた

だければと思います。その配分というのを行います。配分をするというのは、大きくは大

臣許可漁業とそれ以外の都道府県にまず配分するという形です。その配分する基準という

のを設けていまして、大抵は過去の業務実績を使っている場合が多いですけども、そうい

った一定の基準を設けて、ＴＡＣというのを大臣許可漁業と都道府県に配分するというこ

とをやっています。都道府県さんも都道府県さん１本ではなくて、各都道府県さんに配る

という形です。福岡県さん、長崎県さん、熊本県さんというふうに都道府県の中でももち

ろん分けて配分するという形です。 

 その一番下に留保というのが出てきます。この留保とは何かというと、あらかじめ年の

初めに各漁業種類や各都道府県さんに配りますけども、年によって漁場の形成状況が非常

に偏ったりする場面がございます。今年は例年と違って、ある県さんの沖合にすごい魚群

ができたという例年にない状況であったときに、ほかの県さんに配ってしまうと、なかな

かすぐにそれを動かせないということがございますので、それを国としてまず預からせて

いただく、それが留保、予備の枠と呼んでいます。予備の枠として一定程度預からせてい

ただいて、そういった年ごとの漁場の変動や来遊の変更があったときに、国のほうから直

接出していくような仕組みがございます。もっと機動的に、そういった枠が足りなくなる

ことを防ごうという仕組みが既にほかの魚種でもやられています。 
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 ですので、繰り返しになりますけれども、ＴＡＣ管理をやる場合には、今後の話になり

ますが、こういった大臣許可漁業、都道府県さんに配分して、さらに国の予備枠というの

を、これは決まった量ではないので、こんなのは要らないとなれば、なくすことももちろ

んあるんですけども、一定の量を設けて、そういった毎年の変動に対応することもやって

います。 

 次のページを見ていただくと、さらに各都道府県さんの中でも、都道府県さんが一本で

管理をするということに基本はならないと思います。都道府県さんの中でも、何々漁業、

例えば定置網漁業、釣り漁業など一定のルールを設けて、分けて、漁業の種類ごとに管理

をしていただくことも、これまでの管理でやってきています。もちろん、そこの県さんの

中でも県としての留保を設けて、県内の漁業種類ごとに、同一県内だけれども今年は例年

以上に定置網に入ったとか、そういった場合には県さんの中の留保から機動的に対応して

いただく管理のやり方もあります。 

 もう一つ、最後に紹介させていただきたいのは２２ページでございます。 

 今、留保の話をさせていただきましたけども、国からの留保についても、どの程度迅速

に出るんだとよく聞かれる場面があります。国の留保の配分の仕方にはいろいろなやり方

がございます。一番正式な手続は、一番上の①です。水産政策審議会という年に六、七回

やっている審議会にかけて配分するというのがございます。やはりそれだと時間がかかり

ますので、より迅速にできる形で、一定の計算ルールを定めて、もうそれに合致したらす

ぐ発動していくとか、あとは関係する都道府県さんが合意すれば国の留保から配分します

よというのもやっています。 

 あとは一番右の④のところでございますけども、県さん同士で融通していただくと。各

県さんでお話をしていただいて、今年はこっちが何トン譲るからということをやっていた

だいて、県さんの間で融通することもやっていただいています。 

 この話はＴＡＣの後になってしまうので、少し先の話にはなりますけれども、そういっ

たＴＡＣ管理に実際になった場合には、これは基本の既存のルールでございますけれども、

こういった柔軟な考え方を持ちながらＴＡＣ管理をやっているということを御紹介させて

いただいています。 

 そのほかに資料をつけてございますけれども、今日の時間の関係もございまして、あと

は質疑応答の中で、資料を見て御不明な点等がございましたらお受けする形にしたいと思

っています。 
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 取り急ぎ、新たな資源管理についての説明は以上でございます。 

【三野所長】  今の説明に対しまして、質問や御意見ございましたら、挙手の上、御所

属、名前を述べていただいて、御発言をお願いしたいと思います。 

 どうぞ。マイクをお持ちするので、ちょっとお待ちください。 

【参加者】  説明ありがとうございます。 

 今、スライド２１を説明で飛ばされましたけれども、ここは沿岸において非常に重要な

部分ですので、考え方をよく説明していただきたいと思います。 

 今、さっと読んだ限りでいくと、現行水準の枠の取扱いについての具体的な話というの

が、現行水準の考え方をしていた当初は、この考え方について我々は示してもらってない

と思っています。いろいろ管理を進める上で新たにいろいろ改良していくというのは当然

出てきますので、実際に今お示しいただいているルール自体が現状になじむのかどうか、

現場の実態はどうなのかという突き合わせがなしの状態で進むと非常に問題があるんじゃ

ないかと思います。 

 ですので、一遍その考え方を説明していただいた上で、またそこについての見解をお話

しさせていただければと思いますので、お願いします。 

【松島課長補佐】  ありがとうございます。 

 まず、この話をする前に、二つ前のスライド１８を見ていただくと、すみません、時間

の関係もあって省略してしまったんですけど、ここに都道府県さんの中に数量明示と現行

水準というのが出ていると思います。今の御質問は、現行水準ともに合致した対応したも

のがスライド２１ということなります。 

 分かりやすい説明はどうしたらいいかというと、あまり例はよくないかもしれませんけ

ど、クロマグロと対比で説明させていただきます。 

 クロマグロは、御存じの方もいると思いますけど、全ての県に何トンという数量がはま

っていると思います。各県さん何トンを守ってくださいという上限として決まっている部

分が必ずあると思います。それは国際資源であって、枠をしっかり管理しなければいけな

い資源なので、そういった管理をやらせていただいていますけれども、既存のＴＡＣ魚種、

国内で管理する資源についてはそういったことではなくて、現行水準という考え方を取り

入れています。 

 これは何かというと、数量明示というのは、数字を示して、この量で守ってくださいと

いうことですけども、それは大所の主要な漁獲、その資源の大層を占める、例で言うと８
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割程度ですけども、８割程度の漁獲を占める県さんについては数量を守ってやっていただ

くのですけども、それ以外の県さん、例えば分布のかなり端にあって、毎年数百トン、数

十トン程度とかで、しかも年変動があるような状況があると思います。それを数字をがち

っとはめて管理をすることはなかなか難しい。１０トンを管理してくれ、１００トンを管

理してくれというのはなかなか厳しいと思うんです。それはやはり国内資源でもあるので、

そこは柔軟性を持って管理していきましょうというのが現行水準です。 

 ですので、現行水準というのは、例年であれば１００トン程度なので、そこをがちがち

に１００トンに収めるのではなくて、大所の人はきちんと管理してくださいとありますけ

れども、そういった、ある意味微少なというとあれですけども、ある程度限られた枠の県

さんに当たっては、そこを一つの目安として管理してください。ぎりぎりそこを絶対に超

えないようにというのはなかなか難しい部分もあるので、そこに収まるようになるべく努

力してくださいという管理の仕方をほかのＴＡＣ魚種のアジ、サバ、イワシなどはやって

います。 

 そのときにどういうふうにやるかというのを２１ページに出しておりまして、その目安

の数量を守るときに、どうやってしていただくかという考えでございまして、そもそもそ

れを目安に管理していくという管理方法なので、数量を守っていくというのは、それだけ

を目安にやっていくのは難しいので、努力量です。努力量はそれこそ各県さんの状況に応

じて考えていただければいいんですけども、その数量の目安を守るように、努力量は例え

ば何日隻数とか、隻数掛ける日数などを目安に、その努力量を増やさないような形で管理

していただきたいということをやっています。 

 左の黒ポツで書いていますが、黒ポツの二重丸の最初のところです。まずは努力量が現

状を超えるようなときは、あくまで現行水準、これまでどおりの水準で捕ってくださいと

いうことなので、努力量としてはこれまでどおりに抑えてくださいというのを基本的にお

願いしています。 

 さらに、それでもどうしても超えてしまう場面があると思います。多少超えるのはやむ

を得ない部分はあると思うんですけども、ただ、大幅に、大幅にといっても各魚種とかの

事情によっていろいろと議論がありますが、そういった場合には、例えば漁場移動をして

いただくとか、そういったことで、なるべくそれ以上の漁獲が積み上がらない管理をして

くださいという形にしています。 

 ちょっと分かりにくかったかもしれませんけど、県さんの中では、数量を明示して、か
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っちりやっていただく部分と、やはり量としても枠としても少ないので、ある程度それを

目安に努力量をもって管理をしていただくという二つの区分の考え方を持って管理をお願

いしているといった考え方でございます。 

【参加者】  ありがとうございます。 

 すみません、時間があれかもしれないけど、重要なところなので、ここでしっかりと。

今日、回答がなくても結構ですが、問題意識として共有させていただきたいと思います。 

 左半分の上の二重丸のところの「漁獲努力量が現状を超えるような場合には注意喚起を

行う」は、現行水準で収めてくれということなので、例えば出漁日数を大幅に増やすとか、

それから、漁船隻数を増やすとか、そういう人間でコントロールできるところは意図的に

そういうことはやめてくれ、これはもう大いに分かるところです。 

 その後、「漁獲量が目安数量を大幅に超えるような場合には指導を行う」と。これもト

ータル管理ですから、野放図にというわけにいかないと。これも分かるんです。ここまで

の説明は、現行水準を入れる当初にも考え方として説明があったというのは理解しており

ます。 

 問題は、その右側の表の中の３番目の欄に、２万トン以上３,０００隻未満、つまり、

努力量は現行だけども、漁獲量が目安数量を超えてきた場合の指導の部分です。実際のと

ころ、結論から申し上げると、沿岸漁業で少ない漁獲量であるほど、つまり、今この目安

数量の平均値としては過去３年間ですよね。その数字を大幅に超えたり大幅に下回ったり

というのが、どの地域でも出ると思います。おおむねでいきますと、例えば非常に豊漁の

年が１０年に一遍ある、二遍あるというところで、ほかの時期に低水準であって、年によ

っては赤字かもしれないけれども、その漁獲量で豊漁であったことで、１０年間トータル

で回るような漁業を、特に沿岸漁業は来遊によって左右されます。資源量があっても来な

いということがある。日本海でいけば、日本海で北上する魚群が、ある県には来ずに隣の

県に一気に入ってくるみたいなことが起きるというのが、３年間という平均値には多分合

ってないと思うんです。 

 そうすると、その３年間の数字がベースになって、それを超えたら指導するという話に

なりますと、今ここで言うと、目的とする操業の回避ということだったら、せっかく来て

いる魚群に行くなというお話をするということになってくるので、それに行かないことは

もちろん管理につながるんですが、数十トンの話にそれをするということなんだというふ

うに読み取れるんです。それは事実上、真綿にくるむような形で、全体の管理の数量に影
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響がないところでもルールに合わせろという形で漁獲量を下げるということで、豊漁期を

抑えるということになったときに、不漁期の分を下駄を履かせてくれたら、来なかったら、

捕れなかったら金額にならないですから、凸凹の調整にならないんですよ。 

 そういう問題の詰めがない状態にあるということを、これは我々の県がどうのというよ

り、全国的な現行水準の運用の仕方として、平均値の取り方、水準とは何かとか、それか

ら、凸凹で最大と最小がどのぐらいで、経営的にどう関係しているかについて、もう少し

そこを精査しないと、これは沿岸にとってはかなり運用上難しい問題になると思いますの

で、そこは今後しっかり検討をお願いしたいと思います。 

【松島課長補佐】  ありがとうございます。 

 現行水準についてはまさにおっしゃるとおりで、ある意味、管理の柔軟性を設けるため

の制度でございます。現行水準をがちがちにやるとすれば、全部数量を明示して、そのト

ン数で守ってくれという管理をするわけなんです。そうしてないのは、やはりそういった

事情もある中で、ある程度、年変動や、同じ努力量だけれども捕れてしまうとか、少ない

努力量の中で捕れてしまうという事情も重々理解しているので、それをいかに管理の中に

取り込んでいくかという考え方の下にやってきております。 

 例示として書かせていただいていますけども、やはりそこはその年の全体としてのＴＡ

Ｃの状況などもあると思いますし、そこは画一的に、今、この場合はこうというのはなか

なか難しいんですけども、そこはまず、そもそも３年の平均を用いてやるのか、５年で取

るのか、１０年で取るかというのも大事な議論だと思いますし、まず、そもそもの基準の

取り方を含めて、その資源に応じた配分の考え方を考えていきたいと思いますし、それが

１０年に一度、変動があるような魚種であれば、現行水準の管理の仕方も考えていかなけ

ればいけないと思いますので、そこは魚種の状況に応じて、しっかり議論させていただき

たいと思っています。 

【参加者】  当初の現行水準の考え方を入れていただいたということも、非常に柔軟性、

多様性に対応という考え方をいただいて、それはとてもいいことでありがたいことだと思

っておりますし、すごく寄り添いいただいているというのは私もありがたいなと思ってい

ます。 

 私が申し上げているのは、その中身に反対する、賛成するではなくて、今の単純化して

水準の数字との兼ね合いということだけでいきますと、むしろせっかくのいいアイデアの

現行水準の考え方というコンセプトが現状に反映されない形になるので、それを心配して
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いることもあります。そこはかなり掘り下げて、現場の実態を調査されて、検討をお願い

できればと思います。 

【三野所長】  ほかに御意見、御質問はございますでしょうか。 

 はい、どうぞ。 

【参加者】  実際、私はマダイを捕るごち漁業者の先端でございます。自他共に１０年、

鹿児島県で一番マダイを捕る男と言われております。 

 先ほどの方の内容を聴いていて、このやりたい方法などには疑問はございません。よく

考えているなと、机の上でよく考えられたなと思っております。 

 実際に鹿児島県で、８年前にごち網の漁場の沖出し、昭和３０年代、２０年代に決まっ

たものをそのままずっとやってきて、後継者も育たず漁民も滅びていったんですね。時代

のニーズに合った漁場の見直し等々を鹿児島県は８年前に見直しまして、おのおの生産努

力をして、漁民は減る中でも水揚げは維持して、今も担い手育成事業で、三、四人は独立

型で漁業を目指して、借金して漁業を営んでいます。ちょうど子育て世代です。 

 我々漁民は、別に大金持ちになろうと思っているわけではないです。あなた方みたいに

ボーナスがあるわけではなし、守られた生活があるわけでもないです。人並みに、若い子

たちが子供をきちんと学校に出して、定年するぐらいまでには小さい家でもいいから一軒

家を持ちたいというのが漁民なんです。 

 なぜマダイなのか私は不思議なんです。養松さんも鹿児島に来られたとき、目から涙が

吹き飛ぶぐらい僕から怒られたんですけど、なぜマダイなんですか。鹿児島県といったら

キビナゴの生産で有名ですよね。キビナゴは燈火をたいて、１５メートルぐらいの流し網

で捕るんですが、最盛期の６月ぐらいになると、１回網を入れると、それに落ちたキビナ

ゴを狙って、マダイが底から真っ赤になって湧いてきて、それが網にかかったキビナゴを

食い散らす。それがキビナゴを追い散らかして、駆除という言葉まで使われて許可の申請

が来ました。キビナゴを１回やったら、２回目、３回目はマダイを捕らんとキビナゴを捕

れないということです。そういう要望事項の中で、マダイを駆除しなければキビナゴが捕

れないということで、甑島列島に、五、六年前かな、許可を出しました。本土側でもキビ

ナゴを捕るところでは、どの生産地でも、真っ赤になって湧いているのを僕たちも見てい

ます。 

 ここに掲げられた分母になる数字は、各県、ごち網にしろ何の漁業にしろ、許可漁業に

は制限条件がつけてあるわけですよね。昔ながらの制限条件の中で出た数字がこの分母な
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わけですよ。やりっ放しで捕らせている数字ではないんですね。相当厳しい……、今、宗

像の方もおられますけれども、糸島から僕のところにもごち網を見せてくださいといって、

見せてあげたこともあります、乗せていったこともありますが。各県で許可漁業について

は、制限条件で相当がっちりくくった中で、あなた方が何を守りたいのか僕は分からない

んです。 

 漁民を守るべきものが水産庁であって、魚を潜って見たのかと僕は言いたいんです。そ

ういう真っ赤になるような魚が来遊して、１回の操業で僕も１トン、２トン入れますが、

小さい魚は捕りませんよ。１キロ以上の３キロ、４キロ、５キロ、それを短期間に捕るだ

けであって、１年中は捕りません。モジャコが終わって、今から１１月までは水温が上が

って捕れないので、ごち網船はほとんど出ません。それこそまさに資源管理じゃないんで

すか。強制的ではなくて、自主的にみんなしているんです。 

 強制的にするものはＴＡＣでも何でもなくて、県の知事許可の中で、制限条件でがっち

り、網の長さから、ロープから、船の太さからくくってありますから。それを、捕るだけ

捕らせた中の数字だったら、これを分母にして資源の管理もできるかもしれないけど、資

源を誰が評価するって、現行の制度の中で捕った中のものでしょう。だから、僕はこれは

本当になぜかといったら本当に訳が分からないと思うんですけど。特にマダイだったら、

タイラバとか一般の遊漁者が釣る数のほうが多いんじゃないかなと。あなた方、インスタ

とかフェイスブックを見たことあります？ 一般の遊漁者が釣っているのはタイだらけで

すよ。それをあなた方は、今度は資源をどう評価して、管理するんですか。漁民にだけな

ぜ押しつけるんですか。ここは中国、北朝鮮じゃないですよ。 

 資本主義の中で、我々は小さい頃から漁師に憧れて、借金して船造って、みんな頑張っ

ているところに、机の上で勝手にこんなこと言われて、例えばマイワシ、カタクチイワシ

は管理になるのに、シラスやチリメンジャコは管理しないんですか。個体数から言ったら

チリメンのほうが相当大きいですよ。マイワシ等々やられたら、巻き網漁業者は本当に困

っていますよ。しかも、イワシを１匹、１匹釣る遊漁者はいないけど、マダイは目的とし

ては一番のメッカですから。何で漁業者にばかり、誰が考えてこんなことをするのかなと

僕は不思議です。 

 しかも鹿児島県はその評議委員会ですか、何ですか、各県二人ぐらい、多いところは三

人入っているけど、この九州では鹿児島県だけ、僕がいるからか知らないけど、一人も入

れていないですからね。だから、僕、今日、鹿児島からわざわざ来たんですよ。 
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 まあ、皆さんがこうして考えて、みんながいいのであれば、いいんじゃないですか。で

も、我々は漁師を育てるのが水産振興であって、魚を増やしたって漁業者が潰れたらそれ

を誰が捕るんですか。漁業者が生きていくような方法でもっと緩和するべきだと思うのに、

逆行して潰そうとして、僕から見たら、これは漁業者潰しですよ。何も関係なかとこで、

何をあんたたちはやってんだと。机の上で暇やったろうねって、僕は言いたくないけど、

言いますけどね。ここの後ろにいる人たちは、みんなそう思ってるんじゃないですか。

（拍手） 

 潰しにきたんじゃないけど、マダイは違うんじゃないかと僕は思うんですね。僕は自分

が捕るからじゃないけど、こんなにみんなが遊びで釣ってる魚で、錦江湾も、どこも生簀

の下は餌についてタイだらけですよ。半分養殖みたいなのが鹿児島市場にはどんどん出て

きますよ。遊漁者が釣って持ってきますよ。そのぐらいいて、何で――今みんなが求めて

いるような制限条件の緩和があって、何年か後に、これは捕り過ぎたなというのなら分か

るけど、ずっと許可で縛られてきて、ここにいる糸島の人たちと僕も交流がありますが、

１年に１回ずつ操業の前には網を測り、何を測りというけど、そういう厳しいことをしよ

って、その数字を持ってきよって、これで資源管理しますといって、どこに明るい将来が

漁民にあるんですか。８割で止める、増えた分だけ捕れって。増えた分って、誰が増えた

って分かるんですか。条件を緩和したらすぐ増えますよ。 

 うちは１１月からは、違う部分のごち網の操業区域の拡大を今から検討していくつもり

ですよ。緩和するべきであって抑圧するべきでは僕はないと思う。管理するのは自分たち

だから。というふうに、すみません、僕は思っていますから、どうぞ好きにしてください。 

【三野所長】  厳しい御意見ありがとうございます。 

 我々水産庁も漁業者が減っていることは非常に問題意識を持っております。その中で、

将来の漁業者のために資源を残していくべきだという意思を持っておりますので、先ほど

来、説明しましたような目標管理基準という目標を持って、将来にわたって資源を残して

いこうという思いでやっておりますので、何とぞ御理解いただきたいと思います。 

 また、漁業者以外の遊漁のお話もございましたけど、また後ほど課題の中で遊漁の話に

ついては説明することになろうかと思いますので、よろしくお願いします。 

【参加者】  その遊漁について、僕もさきほど見たけど、アプリがあって、遊漁者が自

ら、僕はどこで何月何日にタイを何キロ、何匹釣りましたと、協力くださいと。誰が考え

たのかなと。誰がしますか。そりゃ、自慢話でたまにはフェイスブックにアップしている
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のは見るけど、誰がいちいち水産庁の作ったアプリの中に、どこで何匹釣りましたって。

これ、実際に運用されるとあなた方は思っているんですか。俺は分からん。わざわざ誰が

しますか。 

 後でまた説明を聞いてからもう一回誰かが言うと思いますが、福岡の皆さんも黙っちょ

らんで、言うことは言ったほうがよかですよ。 

【三野所長】  御意見ありがとうございます。 

 遊漁の話題は後ほど議論するということで、進行を進めさせていただきます。 

 続きまして、水産研究・教育機構水産資源研究センター底魚資源部、木所副部長から、

資料５の新たな資源評価についてということで御説明をお願いします。 

【木所副部長】  今、御紹介いただきました水産資源研究所の木所と申します。 

 私のほうからは、ここに映っています資料５、新しい資源評価について説明させていた

だきたいと思います。新しい資源評価といいましても、特に本日の会議に関係の深い事項

について、かいつまんで説明したいと思います。 

 内容としましては、私も後ろで少し見にくいんですけども、我が国における新しい資源

評価と最大持続生産量（ＭＳＹ）の求め方、あとは漁獲管理規則の提案――先ほど水産庁

の方が漁獲シナリオというふうに説明されていましたけれども、漁獲管理規則の提案と合

意、この辺につきまして、研究者のほうから、こんなふうにやっているという説明をさせ

ていただきます。 

 特に、この３点の中でも３番目の漁獲管理シナリオの提案と合意、この辺につきまして

は、新しい資源評価におきましては、研究者のほうが実際のデータを基にＭＳＹ基準の資

源管理規則、資源漁獲シナリオの提案を行いますけども、それはあくまでも研究者側の提

案であって、一つの基準であるということは御理解いただければと思います。それで合意

できれば非常に私たちのほうとしても幸いですけれども、研究者のほうは実際のデータが

ないものは何も言えないということで、漁業者の方から見たら、何を融通の効かないこと

やってるんだよということがあるかと思います。そんなわけで、実際の管理ではいろいろ

と検討する事項があるかと思いますので、そういったものを今回、この場では検討すると

いうことだと思います。その検討をするに当たって、研究者はこんな考えでやっています

よということについて、私のほうから簡単に説明させていただきたいと思います。 

 先ほど水産庁のほうから説明いただいた内容と若干重複しますけども、その中でもより

具体的な内容、できれば分かりやすく説明していきたいと思います。また、具体的にマダ
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イの事例につきましては、午後に養松のほうから紹介することになっていると思います。 

 では、次のスライドをお願いします。お手元の資料で２枚目のスライドになります。 

 新しい資源評価では、先ほど水産庁のほうから説明ありましたけれども、一番大きいの

は、皆さんここを目指しましょうという管理目標の導入です。そこの導入が一番大きなポ

イントになります。 

 どこを目指すかということですけども、上に書いてありますとおり最大持続生産量――

ＭＳＹと呼んでいますが、それを目指しましょうと。基本は、漁獲量の最大化、皆さん、

最大化漁獲量でいいのかとか、それでいいのかという御意見があるかと思いますけども、

まず、それを目指すということが研究者に課せられたミッションとなっています。それを

基に、最大持続生産量（ＭＳＹ）を得るための漁獲圧――資源の何割ぐらいを漁獲すれば、

それが達成できるのかということにつきまして計算します。この辺を基に、何割ぐらいを

みんなで漁獲しましょうというのが漁獲シナリオで制御するということになります。 

 また、そのＭＳＹを達成するときの資源量といいますか、親の量がどのぐらいであるか、

それを確保することによって、最大持続生産量の達成ができることになりますので、どれ

ぐらいの親を残すことができるのか、今、実際どのぐらい残っているのかといったことに

なります。 

 ですから、資源評価に当たっては、今の漁獲圧がＭＳＹ水準よりも高いか低いかとか、

３番目にありますけれども、親魚量について、現在の資源の中でも子供を産む親の量がど

れだけきちんとＭＳＹ水準になっているのかどうかという、この二つの基準を基に判断す

ることが大事になってきます。 

 そこで、新しい資源評価では、このＭＳＹ基準の漁獲圧――何割ぐらいを捕っていいか

という、その辺が実際に捕り過ぎなのか、捕り過ぎてないのか。もう一つは捕り残しの親

の量で、これが実際よりも多いのか、少ないのか、ＭＳＹ基準より多いのか、少ないのか。

この二つの軸が基本になって資源評価を行うということになります。 

 それをどういうふうに表しているかということで、次のスライドをお願いします。 

 これは先ほど水産庁さんのほうの資料で、カラフルな図として紹介させていただきまし

たけども、これは研究者のほうでは神戸プロットと呼んでいます。このような図で示すこ

とになっています。 

 この図では、下に書いていますけども、横軸はＭＳＹ水準よりも親魚量が多いか、少な

いか。縦軸のほうは皆さんの漁獲圧で、資源の何割を捕っていますかについて、ＭＳＹ水
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準よりも高いか、低いかといったことを一つの図で表しています。研究者としては非常に

便利な図だと思っているわけですけども、こういった図で示すことによって、今の資源状

況、皆さんの漁獲圧がどんな位置にあるかといったことを示すことができる。これが新し

い資源評価の示し方の一番のミソ、判断材料になります。 

 次のスライドお願いします。 

 どういうふうに判断しているかということですけども、実際に縦軸の漁獲圧がＭＳＹ水

準よりも高いか、低いか。高いと上のほうになるわけです。親魚量がＭＳＹ水準より高い

か、低いか。低いと左のほうに来るわけですけども、親が少なくて、漁獲圧が高い、漁獲

圧が高いと親が減ってしまうわけですが、そうすると赤いエリアに入って、それは望まし

くない状況だといった判断を行っています。 

 一方、漁獲圧のほうがＭＳＹ水準よりも低く、下のほうに行ってて、現在、親魚量のほ

う、これは環境の影響とかもあるので、漁獲圧だけでなかなかいかない部分もありますけ

ども、右側のほう、高い親の量、ＭＳＹ水準より多いと、青い水準に入って、望ましい状

況であると判断することができます。 

 さらに少し難しくなりますけども、右上の黄色いところ見ていただきますと、ここは、

資源量が多いけれども漁獲圧が高い。ということは、せっかく資源量があっても今後減っ

てしまうだろうというエリアになります。逆に、左下の黄色いところは、実際の資源量と

してはＭＳＹ水準より低いんですけど、漁獲圧が低いということで、今後、ＭＳＹ水準以

上に回復するだろうというエリアになります。 

 こんなふうに四つのエリアを基に、今の資源の現状がどんなふうになるかということが

解析できますし、ここにありますとおり、過去のデータを並べると、どんな経過をたどっ

てきたのかといったことが判断できます。 

 この事例で見ますと、これは太平洋のヒラメの事例ですけども、１９９０年代、いろい

ろ皆さんたくさん捕っていた時代ですけれども、漁獲圧も高く、資源も少なくて、赤いエ

リアの望ましくない状況にありました。その後、いろんな資源管理が行われるようになり、

努力量も下がり、資源水準も上がって、それで下がってきて、その後、震災とかいろいろ

あったわけなんですけども、それで資源が回復して、今、望ましい状況にあるという、そ

ういった経過もこういった神戸プロットを見ることで判断できると。これは研究者が非常

に便利な図だと思っているんですけども、こういったものを基に、漁業者の方もなるほど

と思っていただければ幸いかなと思っていますが、いかがでしょうか。 
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 こんなふうに私たちは資源評価を行っているということになります。 

 では、次をお願いします。 

 以上は資源評価の簡単な方法の概念ですけども、では次に、ここからちょっと難しくな

って申し訳ないですが、話題になっています最大持続生産量（ＭＳＹ）はどうやって求め

ているんですかと。その辺について、皆さんいろいろ御意見、御疑義があるかと思います

けども、研究者としましては、現在の得られるデータ、使えるものはできるだけ使って、

最善の努力を図って求めているということになります。 

 その求める方法ですけども、まずやるのは、資源評価で得られた、これはマダイの例で

はないですけれども、年齢別の資源尾数を資源評価でまず出します。この中で親と子供の

量というものを出します。ヒラメでは、１歳魚を加入量として、２歳から３歳以上のもの

を親として計算して、それでどれだけ親がいたときに子供が加入してきたかという、つま

り、どれだけ親を残せば増えるかといった計算を行います。 

 次のスライドをお願いします。 

 その計算というのは、再生産関係、また専門用語を出しやがってと思われるかもしれま

せんけども、そういった再生産関係を基に検討します。これは再生産関係の検討過程のい

ろいろな図も用いて示しているわけですけども、要は横軸に親の量、縦軸に加入量を示し

て、どれだけ親がいれば加入するか、どれだけ増えるかといったものを検討するための図

になっています。 

 実際のデータは、ここに示しています白丸ですけど、ばらばらで、よく分からない、な

かなか難しいというのが実態です。ただ、それではどうしようもないので、研究者のほう

で、一つのモデルといいますか、型に当てはめる作業を行います。型というのは、ここで

言いますとこういった線です。緑の線や赤い線、青い線がありますけども、こういったも

のに当てはめます。これをいわゆる再生産関係とします。それは何かといいますと、どれ

だけ親がいれば増えるか、いわゆる今後の資源変動のエンジンみたいなものです。将来予

測や資源変動を計測するエンジンみたいなものです。そのエンジンをどういった型に当て

はめるかが一つ大事なポイントになります。 

 その型によっても特徴があって、ここで緑や赤、青を示しておりますけども、それぞれ

特徴があります。車でもいろいろなエンジンに特徴があるかと思います。大きなパワーが

あってスピードが出るものもあれば、燃費がいいものとか、いろいろあるかと思いますけ

れども、皆さん、どんな車が好きですかね。やはりパワーがある、エンジン出力が高い車
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が好きかなという人もいるかと思いますけども、例えばそういったものですと、ここでは

緑のライン、リッカー型のエンジンですけども、それですと親が少なくても加入が多い。

つまり、ちょっとした親でも加入が多いという、パワーのあるエンジン、馬力のあるエン

ジンの型に当てはめることができます。 

 ただし、そういった型に当てはめると、やはりいろいろ危険があります。この型に当て

はめると、特に親が少なくてもたくさん加入するとなりますけれども、実際に本当にそれ

だけの性能を発揮するのかどうかとか、そういったいろいろな問題があって、楽観的とい

いますか、パワーのあるエンジンを当てはめるとそういった取扱いには十分注意する必要

があります。 

 また、そのほかに、ここで赤い線で示していますホッケースティック型は、途中まで親

魚に比例して、親魚が多ければ多いほど加入が増えますけれども、途中でぽきっと折れて、

そこから一定になってしまうというエンジンです。こちらのほうがより安全な、ちょっと

馬力が少ないエンジンで、その分運転するほうも、資源管理するときも安全というエンジ

ンであったり、そういったもののどれを選ぶかという作業を行います。 

 重要なのは、こういったいろいろな型、どの型に当てはめるかというのがありますけれ

ども、得られたデータから、その魚種がどういった再生産関係、どういったエンジンに最

も適合しているかという判断が研究者には求められています。 

 マダイのほうはどういったエンジン、型に当てはめたかというのは午後に紹介があるか

と思いますけれども、楽観的なパワーがあるエンジンに当てはめるとなかなか管理が難し

いし、失敗も多くなります。ただ、安全なほうに行くと、より資源のほうは管理が安全か

もしれませんけども、その分、漁業者の機会が失われる可能性もあるという、そういった

ところを検討しながら研究者のほうは求めているということになります。 

 以上のような形で再生産関係を決めて、次に、ＭＳＹを推定することになります。 

 次のスライドをお願いします。（「ここはヒラメではなかでしょう。マダイの話でしょ

う」と呼ぶ者あり）すみません、これは全体の話ということで、マダイのほうは午後に話

します。一番分かりやすい事例として、概要として示させていただいております。その辺

は御了承いただければと思います。 

 ＭＳＹの推定方法につきましては、この再生産関係、選んだもので資源が変動すると。

つまり、そのエンジンで動いていくと。そして、いろいろな漁獲圧、実際に漁獲してみる

ことはなかなかできませんので、コンピューター上で、漁獲した場合に漁獲量がどういう
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ふうに今後なるか、親魚量がどういうふうになるかという、そういった将来予測のシミュ

レーションで計算して求めることになります。言ってみれば、いろいろな車のエンジンを

選んだら、いろんな運転をしてみて、車の燃費を試して、その一番燃費がいいところを選

びましょうという作業を行うことになります。 

 結果は、こんな図で示すことができるわけです。この図の見方ですけども、まず、あま

りアクセルを吹かして漁獲を上げて捕ってしまうと、左側にありますとおり、皆様、車を

運転しても分かりますとおり、燃費も悪くなりますし、漁獲量も伸びません。逆にアクセ

ルを抑え過ぎてゆっくり運転した場合は、無駄も多くて、燃費も漁獲もよく伸びません…

…。 

【参加者】  ちょっとすみません、ちょっと話があります。アクセルとか何とかっちゅ

う話はどうでもいいから、正直言ってね……。 

【参加者】  そうだもんな。何を大体言いたいのか。車に例えて……。 

【参加者】  ちょっとすみません。アクセルとか車の話はどっか置いといて、ヒラメを

具体例に出して言うんはいいけど、正直言って、このデータというのは、信憑性？ 「漁

獲量」と書いてあるけど、一体これは何を基準にして漁獲量を出しとるんかね。まずそこ

から説明してくれんかね。市場に上がっただけ？ 

 例えば、私らは今、市場に出す。それから、小売りをする。各小売店に直接販売する。

そういうのも資源やからね、そういう管理はどこかしとるんですか、確認しとる？ 

【木所副部長】  漁獲量につきましては、公式統計を基に……。 

【参加者】  公式統計というのは市場でしょう？ 違うの？ これの中に、直接販売し

た小売店、そういうところに私は直接卸しよるけど、そういう数字は入っとるですか。 

【木所副部長】  これは農林統計の属人統計をベースに行っています。 

【参加者】  農林統計やね。じゃあ信憑性があるんかどうか知りませんけど、そういう

のを基にして、例えば市場原理として、魚価の高いものを我々は漁師として生活のために

追いかけるんですよ。魚価が安くなったら捕らないとか、自主的な資源管理をしよるけど、

おたくらが何か言うのは、とにかく市場に出した分の多いとか少ないを基準にして、農林

統計もそうですよ。はっきり言ったら、分母に信憑性がないと俺はそう思うよ。分母の信

憑性が。アクセルやエンジンの話をしたって、私らの耳の中を通ったって、何を言いよる

んか分からんわ。ヒラメの話したってね、今、マダイをどうするかという話でしょ。例題

にこれ出して、何かがよかった、いい結果が出たの？ ヒラメの話が。ちょっと説明して、
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それ。 

【木所副部長】  ヒラメの例といいますか、ここでは一般論として説明させていただい

ておりますので、その辺は御了承いただければと思います。 

 具体的な話につきましては、午後のマダイのところでまた議論させていただければと思

いますけれども、よろしかったでしょうか。 

【参加者】  何でマダイはせんとか。 

【木所副部長】  まず、一般論として先に説明させて……。 

【参加者】  何年もまだ――同じスタートしたばかりやろうが。ヒラメの会議ならいい

けどさ、マダイの会議にヒラメを持ってきて、時間の無駄じゃなかと。 

【木所副部長】  まずは見方ということで説明させていただきたいと思います。 

【参加者】  こっちは聞かなんとよね。こっちは聞く耳を持っているから。マダイで今

日は来ているんですけどね、養松さん。おかしいでしょう。何でここでヒラメが出てくる

んですか。 

【木所副部長】  これは午後に向けての考え方の説明ということで、まず一つの事例と

して紹介させていただいているということで……。 

【参加者】  まだヒラメも決定しとらんとでしょうが。 

【木所副部長】  決定といいますか、資源評価のほうは固まっておりますので、その辺

の見方として、これまで抽象的なものを説明していると分かりにくいということでしたの

で、今回、先にマダイの事例で説明してしまうと分かりにくいところもあるかと思いまし

たので、より分かりやすいところを考えて、ヒラメの事例のほうが、親魚量の幅も広かっ

たり、神戸プロットも見やすかったりということもあり、説明させていただきました。

（「だから、漁師が分からんようなものを考えつくから説明がつかんわけよ」と呼ぶ者あ

り） 

【参加者】  時間の無駄じゃろう。我々はマダイに関して来とるわけだから。 

【木所副部長】  了解しました。そうしましたら、まず見方だけ説明させていただきま

す。 

 まず、こういった図で、この辺は午後にマダイの事例で出てきますけれども、ＭＳＹ

（最大持続生産量）が平均漁獲量の最大値として出てきます。ここでシミュレーションの

結果、漁獲量が最大になるところ、そこをＭＳＹとして求めて、そのときの親魚量を目標

管理基準値として研究者から提案させていただくことになります。 
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 ただ、目標管理基準値ばかりではなくて、ＭＳＹの６０％を達成する親魚量をもう一個、

限界管理基準値として提案させていただくほか、ＭＳＹの１０％しか漁獲できない親魚量、

そこまで減少するのはさすがによくないだろということで、禁漁域として研究者のほうで

提案させていただいています。 

 ここで、漁獲量の組成ですけれども、この図を見ていただきますと分かるとおり、年齢

ごとに出ているところが特徴かと思います。ここで年齢別に計算されて、ＭＳＹを達成す

るところがあるわけですけども、この場合は高齢魚が多くなってしまいます。この事例で

すと５歳以上が一番多くなるわけですが、これは漁業者の方に５歳以上の魚をたくさん漁

獲してくださいという意味で提示しているわけではありません……。 

【三野所長】  すみません、いろいろな御意見があってですね……。 

【参加者】  今から意見を言うから聞いとかんな。 

【三野所長】  はい。 

【参加者】  この間も長崎で漁業者との意見交換会をされましたけども、数字的に行政

の実験に漁業者をモルモットみたいに使っているような行政のやり方をやっとると。１０

年、２０年先に漁業者がいなくなって、魚が増えてもどうなるんですか。今の漁業者は明

日が大事ですよね。後継者はいなくなる。いても漁業をさせられないと。あなたたちがま

さに考えないといけないのは、バブルの崩壊から魚価低迷でみんな苦しんでるんですよ。

だから、その単価をいかにして上げて、漁業者を裕福にしてやろうか、それが行政の務め

じゃないですか。ただ、捕るなと規制をかけて、あなたたちの給料は上がるばかり、漁業

者の収入は減るばかりだろうが。あなたたちはそういうことしか考えとらん。（拍手） 

 だからね、あなたたちはバブルの崩壊後、この魚価が低迷しているのをいかにして元に

戻すか、それが先だよ。君たちがやるのは、自分の手柄を立てて、こういうデータが出ま

した。しかし、実際にそのデータが本当に漁業者のためになっているのか。あなたたち、

そこのところの検証はしてないでしょ。漁業者離れ、このマダイ、ヒラメあたりの規制を

したら、あなたたちは漁協潰しをやってるんだよ。分かるかね。生産者潰しだけではなく

して、漁業組合を潰すよ、あんたたち。そういうことを今、みんな寄せてやっとるでしょ。 

 だから、こういう会議の中でも一緒。いかに漁業者を育てるか。１０年、３０年先のこ

とよりも、明日の若者が漁業で生活できるような政策を取るのがあなたたちの仕事だろう。

そういうことは考えずに自分たちの、こういうデータが出ました、そのデータで漁業者が

飯を食えると思うかね。 
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 だから、私がここに来たのは、魚をいかに高く売って、そうしていけば管理漁業はでき

るんだよ。生活に余裕が出てくれば、今日は休もうかとか。今は市場あたりも週休二日制、

漁協も週休二日制に仕方なく追い込まれてるんだ。それを週休三日制でもできるような、

そういう政策をあなたたちは考えてやらなければ、捕るな、捕るなで誰が飯を食うか。私

はそれを言うために、ここまでわざわざ長崎から出てきたんだよ。だから、あなたたちの

考えと漁業者の考えというのは１８０度違っているんだよ。 

 だから、この間も水産庁長官あたりに陳情に行ってお願いしました。とにかく乱獲とか

そういうことではなくて、魚価の単価を上げるような政策をしてくださいと。そしたら、

無茶に捕ったりもしなくても済むんですよ。 

 だから、私はこれをあなたたちに言うためにわざわざ島原から出てきたんですよ。だか

ら、これだけは肝に銘じて、捕るなと言う前に、魚の単価を上げて、漁業者の生活を安定

する、そういう考えで政策をやっていただきたいと。 

 以上です。（拍手） 

【三野所長】  すみません、我々水産庁としましては、その政策の中で、将来の漁業者、

今の業者のために、成長産業化といったことも柱に置いて施策をやろうとしております。

決して漁業者を潰そうとは思っておりませんので、その辺は御理解をいただきたいと思い

ます。 

 それで、今、資源評価の説明を分かりやすい形ということで説明したのが、逆にマダイ

ではなかったので、分かりにくい側面もあったかと思います。なので、まだ昼まで３０分

ございますので、引き続きマダイのほうの資源評価の……。 

【参加者】  すみません、木所さんですか、研究所の。少し根本的な問題を言っていい

ですかね。 

【木所副部長】  はい。 

【参加者】  こういう数値とかＭＳＹですか、神戸プロット、幾らいい数式を使っても、

基本となる漁獲量ですか、それが間違っているんですよね。漁獲量というとは、昔でいう

と、漁師はもう３分の１ぐらいになっているんですよ。それで漁獲量はあまり変わらない。

そういうことは、漁獲量は上がっていると考えていいとじゃないですかね。漁獲量だけで

この数式を当てはめたら駄目だと僕は思うんですけど、どんなふうですか、木所さん。 

【木所副部長】  漁獲量だけで当てはめてはおりません。漁獲量もデータとして、いろ

いろな状況、漁獲努力量などを踏まえながら資源評価を行って、それで資源量として計算
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した結果で当てはめております。 

【参加者】  現場に行ってから見たんですか。 

【木所副部長】  現場といいますと、その辺は私たちもチームを組んでやっていまして、

チームで皆さんが現場で測っていただいたデータなどを集計して、結果を出していること

になります。 

【参加者】  その漁獲量以外も入っているんですか。 

【木所副部長】  はい。漁獲量以外にも、例えば同じ漁獲量でもどれだけ操業したかに

よって違うかと思います。同じ１０トンの漁獲量でも、それが１網で捕れたのか、それと

も１０網で捕れたのかによっても評価が違うと思います。 

【参加者】  そうですか。漁師の肌で感じるあれでは、少し数字が違っているように感

じるんですけどね。 

【木所副部長】  それは、マダイですと漁獲量が横ばいになっているけれども、実際は

もっと減っている、もっと増えている、どちらとお考えでしょうか。 

【参加者】  増えていると思っているんですけど、やはり元となる数字が正確やなから

んと、こういう難しい数式とかを当てはめても本当の数字は出ないと思うんですけど、ど

うでしょうか。 

【木所副部長】  うちのほうは得られたデータを基に計算を行うことになります。その

データにつきましても、各県の研究者とチームを組んで、市場で情報を収集したり、いろ

いろなところのデータを収集しながら行っているということで、私たちとしては今使える

最善のデータで解析を行っていると判断しております。 

【参加者】  そうは思わないんですけど。やはり１９８０年代とかバブルで、タイの値

段はキロ１万円ぐらいしよったときもあるんですよ。今は３００円ぐらいですよ。それで

漁獲圧やらそういうことを考えたら、昔の漁獲圧と今の漁獲圧は全然違うんですよ。昔の

値段がするなら、もう少し頑張って捕るんですけど、今、魚が安いから捕り控えやらして

いるんですよね。その中で、この数字でやっていいとでしょうかね。 

【木所副部長】  その辺は午後の議論だと思いますけれども、基本的に努力量が下がっ

ていれば……。 

【三野所長】  すみません、ちょっとマダイの資源評価の話をしっかり説明した後にこ

ういう議論をしていきたいと思いますので、申し訳ないですけれども、昼休みを少し早め

にして、例えば１２時４０分ぐらいからマダイの資源評価の話をさせていただきたいと思
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いますけれども、いかがでしょうか。 

【木所副部長】  その前に１点だけ、漁獲シナリオの話だけさせていただきたいと思い

ます。 

【三野所長】  はい、どうぞ。 

【参加者】  ちょっとすみません、今の話、時間を引き延ばして恐縮ですけれども、水

研機構に我々の言っている意味がよく伝わってないと思うんですよ。どういうことを言っ

ているか、少しそこだけ。 

 皆さんの水産資源学を研究されている立場でということと、漁師が言っている側の意味

というのをつなげるための説明をさせていただくと、今、各県からデータを集めてという

ことでお話をされていますけれども、もともと水産資源の推定は、全部、漁獲量を単純コ

ホートでまず足していたんじゃないですか。全部の漁獲量自体を単純に足し合わせるとい

うことでのコホート解析を最初にされたじゃないですか。それではいけないのではないか

ということで、資源量指数を入れるということで、そういう資源量指数の推定ができると

ころの某県のデータがあるところを持ってきて、全体に適応するということで改良された

と。そういうことではなかったですか。 

【木所副部長】  それは午後の話です。基本的に今使えるデータが増えたので、そのよ

うな対応をしているということになります。詳しくは午後にそういった話をさせていただ

きます。 

【参加者】  言いたいことは何かというと、要するに、現場の実態に具体的なチューニ

ングをかけたり、皆さんで言うチューニングをかけたりというところが、単純に今出てい

る漁獲量の数字と実際の状況は各地域個別で違っているんですよ。そういう状況を、今の

お話の中で、都道府県から出してきたから、それしか使える形ではないでしょという言い

方をされるから、チームを組んでいるのだったら、どういう改良をして、どうすべきかみ

たいなところが、皆さんの今の疑問点、ずれがある部分を埋めるようなお話をされないの

で、そこは問題だと思いますよ。 

 そこをつなげる話――今はそれしかないかもしれない、データがないかもしれない。逆

に言うと、データの不確実性、問題点を分かって出してあるわけなので、そこを問題点が

あるならある、ここはまだ推定が不足している中での数字なんだということをきちんと説

明せずに、結果の部分がこれに乗っかって、政策的、生活に関わるようなものを持ってく

るといったら、それはやはり実感とずれがあれば不信感になると思うんですよ。そこをも
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う少し丁寧に説明していただく必要があると思います。 

【木所副部長】  すみません、それは午後の話になろうと思います。 

【参加者】  午後の話ですけど、午前中の話の中でせっかくその話が出たので、きちん

とそこのやり方を変えていただかないといけないのではないかと思います。 

 以上です。 

【木所副部長】  ありがとうございます。その辺はこちらの準備不足で御迷惑をおかけ

します。ありがとうございます。 

【三野所長】  貴重な意見をありがとうございます。 

 それでは、少し早いですけれども、１２時４０分までを昼休みといたしまして、その後

にマダイの資源評価について説明させていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

（ 休  憩 ） 

【三野所長】  皆さん、１２時４０分になりましたので再開したいと思います。 

 貴重な御意見を午前中はいただきましたけれども、ウェブの方々が貴重な御意見を聞き

取りにくいというお話がございましたので、御発言なされる際にはマイクを取って御発言

をしていただきたいと思います。 

 それでは、午後初めに、水産研究機構から、資料６の令和４年度マダイ日本海西部・東

シナ海系群の資源評価結果について御説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

【養松副部長】  皆さん、どうもお疲れさまです。私、水産資源研究所水産資源研究セ

ンター底魚資源部長崎庁舎で担当しております、養松と申します。よろしくお願いいたし

ます。 

 では、令和４年度のマダイ日本海西部・東シナ海系群の資源評価について説明をさせて

いただきます。座ってさせていただきます。 

 まず、マダイの資源評価自体は毎年やっているんですけれども、先ほどから説明がいろ

いろありますように新しい資源評価の考え方でこれから管理していくという考え方を最初

に公開したのが、ここにあります令和３年１２月ということで１年ちょっと前です。この

ときに公表した結果を皆さんに最初提示させていただいたんですけれども、たくさん問題

がありまして御意見をいただいたところです。その最初の経緯について、少し事前に説明

させていただきたいと思います。 

 この図はちょっと見にくくて分かりにくいかもしれませんけれども、目標とするのはＭ
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ＳＹと呼ばれる最大の持続生産量、一番たくさん漁獲量を持続的に取れる状態、ここを目

標にしましょうというのが一番ベースの考え方になります。そのときにそれが期待できる

平均的な親魚の量というものが、この後で計算の結果自体はお話ししますけども、一応求

めることができます。 

 これに対して、一番現状に近い資源状態というのは、ここの黄色い矢印のところになり

ます。これぐらいの親魚量しか現状ないんですよという結果になったところで、目標がこ

こということで、目標のところよりも現状の親魚量が３分の１ぐらいしかないという結果

が出ておりました。ですので、目標に比べて今はすごく資源が悪いというような評価にな

っているというところが一つ問題でありました。 

 それからもう一つは、この一番高いところのＭＳＹを目指すとどうなるかというと、こ

れは色がちょっと分けてあるんですけども年齢別の漁獲の重量になります。これはどうい

うことかというと、海の中にいるものの年齢の組成が変わってきてしまうということにな

りますので、ＭＳＹを目指す状態、うまく目標達成したとしたら、７歳より大きいものの

割合というのがすごく増えて、６歳より小さいものですね、１歳から６歳の漁獲量という

のはむしろ今よりも減ってしまうということが計算されました。この２点が非常に問題に

なったところになります。 

 こちらは神戸プロットです。午前中に少し説明がありましたけども、目標とする親魚ぐ

らいいればこの１の縦線の上に来るんですけども、それよりも現状は親魚は少ない。しか

も、この親魚を目指していくための漁獲の強さがこの横１ののラインの高さになるんです

が、これよりも実際の漁獲の強さは強いということに評価上はなって、この赤の、非常に

今資源としては悪くて、漁獲もちょっと強過ぎるという結果がこのときに出ているという

ところが、非常に皆さんに御心配をかけたところと考えております。 

 先ほどのＭＳＹを一応目標とするというのが最初の考え方になりますので、これは親魚

で、こちらは漁獲量ですけども、親魚のここの目標を達成するのは、現状がここなので、

赤で示した線が管理したときですけども、非常に急速に親魚を増やさないといけないよう

な管理をしないといけないと。親魚を増やすというのはどういうことかというと、予測の

図が出てきていまして、これがまたさらに御心配おかけしたというところになります。 

 この後もこういう表が出てくるんですけども、これも当時、令和３年に公表したときの

表で、上が親魚量で、下が漁獲量です。４段階ぐらいあって、これは皆さんで選んでいた

だく数字なのでちょっとバリエーションがあります。漁獲量のところを見ていただいて、
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研究者としては０.８というところをお勧めするのでここを見ていただくと、当時は２０

２０年というのが実測の一番新しい数字で、５,８００トンぐらいが漁獲量とされていた

ところを、２０２０年は先ほど言ったように一時的にすごく下げなくてはいけなくて、１,

９１０トンぐらいというような数字が出ています。これが現状、一番近いところで、ここ

から３分の１ぐらいの漁獲に減らすというところで、非常に皆さんから御懸念を示された

部分であると。それから、もちろん漁業の現場からも御不安いただいたところと理解して

おります。 

 そのような結果を現場にも説明させていただきましたし、水産庁で開催された資源管理

手法検討部会というところもありまして、そこでいろいろ御意見をいただいたものを少し

整理させていただいております。 

 資源評価結果、こういった神戸プロット、将来予測というのは本当にそうなのかと。先

ほどもちょっと、駆除というお話もありましたけど、マダイは海にいっぱいいるのにそん

なはずないじゃないかというようなお話とか、そんなに減らしたのでは経営が成り立たな

いとかいうお話もありました。それから、そんなに一気に変動させないで何か管理できな

いのかというような御意見もいただいております。 

 このことに対しまして、こちらも水産庁さんから依頼もありまして、二つほど今回オプ

ション的な計算を示しております。 

 一つ目は、目標は変えない、依然として高いままの目標なんですけども、それに対して、

一気に漁獲量を減らすのではなくて少しずつ段階的にしか変化させないような管理をして

いったら目標と対してどうなるでしょうかというのを一つ計算しております。 

 それからもう一つは、ＭＳＹのところをさっき説明しましたが、ここを目指すと、全体

の漁獲量としては増えるんですけども、増えるのが特に７歳以上という大型の魚になるの

で、一部の現場の方からはそんな大きいマダイというのはあまり取れないし取らないとい

うお話もあって、そこは抜いた形の１歳から６歳魚までが最大になるようなところを目指

していけばいいのではないかと、一番そこがお金になるんじゃないかというようなお話も

ありましたので、じゃあこれを目標にした場合にはどういう設定で漁獲管理していけばい

いかということで、この二つをオプションとして今回新たに計算をさせていただいていま

す。 

 次に、今日の説明の内容になるんですけれども、まず令和４年度の資源評価結果という

のをお示しします。前回は令和３年に公表していますので令和３年度の資源評価だったん
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ですけども、それから１年以上たっていますので、漁獲情報なども当然１年分追加されて

います。資源評価結果というのは、ここでいうと直近までの資源量とか親魚量とか現状の

海の状態ということになるんですけども、これをまず更新した結果をお示ししたいと思い

ます。 

 引き続いて、ここから先が新しい資源評価の考え方になるんですけども、その結果を踏

まえて幾つかの考え方で管理していったときにどういう数字が出てくるのかというものを

説明いたします。 

 一つ目は、令和３年度に公表したときと全く同じ考え方で、ＭＳＹはあくまで高い値に

なりますが、そこを目指したときの通常の考え方で管理した場合の計算結果です。ここに

数字をもう先に書きましたけれども、その場合、令和４年度の資源評価結果なので２０２

３年から管理という形になるんですが、大体３,０００トンちょっとぐらいが２０２３年

の漁獲量になるという結果となっております。 

 それから、先ほど説明しました、御希望いただいた内容に沿って二つほどオプション的

な計算もしております。一つは、ＭＳＹの高い目標は変わらないんですが、漁獲量の変動

を抑えた場合です。前年よりも１０％プラスマイナス、どんなに上下してもそこまでしか

変えない場合、あとは２０％の場合で、後でこれは説明しますけども、それを使いますと

前年に対して１０％しか減らないので、２０２３年の値は５,６９０トンになります。２

０％とした場合で５,１００トンという数字になります。 

 それからもう一つ、若齢魚ですね、７歳以上を抜いて６歳までのものの漁獲量が最大と

なる管理をした場合にはどうなるかということも計算しております。これの結果としまし

ては大体５,６００～７００トンぐらいが２０２３年の漁獲量、水産庁さんの説明で言わ

れる、多分ＴＡＣの基礎となる数字という結果になります。 

 このオプションのところについては、特に２３枚目以降で、また説明をさせていただき

たいと思います。 

 それから、ほかにこの検討部会のところで御指摘いただいた事項がまだ幾つかあります。

特に外国船の話とか遊漁の話、午前中も少しありましたけれども、この辺りについてはま

た後で回答させていただきたいと思います。 

 それから、あとはデータの精度ですね。これもちょっとお話が先ほどありました。確か

にマダイは非常に沿岸の種類ですので、この系群として漁場もいろいろ広いですし、あと

漁業種類も多いですので、十分把握できているという自信はもちろんあるわけではないん
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ですけれども、各県さんとも御協力させていただきながら現状得られるものを一応最大限

使って評価をさせていただいているものになります。使っているデータについては、この

資源評価の事業のサイトがありましてこちらで公表しておりますということで、一応ここ

では説明をさせていただきたいと思います。 

 すみません、ちょっと前段が長くなってしまいましたけれども、ここから資源評価の話

をしていきたいと思います。まずは基本的なところからいきます。 

 本種はマダイの日本海西部・東シナ海系群というのが対象になります。マダイ自体は、

北海道以南、九州ぐらいまで、沖縄にはいないと思いますけども、広く分布する種になり

ます。もともととしてはもちろん分布はつながってはいるんですけれども、本種としては

鳥取県から鹿児島県の佐多岬までの東シナ海側を系群の単位としております。産卵場は各

地で知られております。産卵期というのは、これだけエリアが広いので漁場によって少し

時期のずれはあるというところは分かっております。 

 それから、これは成長ですね。これは若干場所によって多分違いはあるんでしょうけれ

ども、一般的な数字としてこちらで資源評価に使っている成長式ということになります。

寿命は２０歳程度を想定しています。成熟率というのは親になる魚の年齢なんですけども、

３歳で大体半分ぐらいが産卵に寄与していて、４歳以上だと全てが産卵あるいは繁殖に寄

与すると考えています。 

 マダイの漁獲量です。鳥取県から鹿児島県までの漁獲量というものを積算しています。

この漁獲量のデータソースは何かと先ほどちょっとお話がありましたけれども、農林統計

の属人のデータをベースとして評価をしているというものになります。 

 １９６９年からデータがあって、当時は１万トンを超えていたんですけども、その後減

少していって、その後、９０年頃からは大体五、六千トンの辺りで推移をしています。２

０２０年、２１年と連続して漁獲量は減少していて、２０２１年の漁獲量は５,２１７ト

ン、これは過去で４番目に少ない値ということになっております。 

 資源評価ですけども、漁獲量だけではもちろん資源評価はできません。先ほど漁業者さ

んの数が減っているというようなお話もありましたし、いろんな事情もありますので、漁

獲量そのものを使った資源評価をしているわけではありません。 

 漁獲物の組成、これは簡単な模式図ですけども、どんなサイズのものがどれぐらい取れ

ているかというもので、サイズの組成はこうなるんですけども、これをどれぐらいのサイ

ズだったら何歳ぐらいのものが何割ぐらい含まれているかというような結果を適用して、
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何歳のものがその年にどれぐらい取れているかと、これが資源評価の一番ベースになる数

字ということになります。 

 各県さんのほうでもいろいろ御協力いただきながらこの数字を集めていて、年齢別の漁

獲尾数というものがまず一番初めの資源評価のベースとなっております。これは８６年か

ら一応数字としては把握をしているところです。 

 この系群の特徴としましては、年齢が下から若いんですけども、青の１歳から２歳、そ

れから３歳がグレーですが、この辺りの年齢層のものを比較的たくさん漁獲されていると

いうところが特徴になるかなと思います。 

 あと、漁業者さんに何度か説明行く中で、年齢と言われてもサイズが分からないとよく

おっしゃっていただくので、少し基本となるようなサイズをこちらに書いておきました。

高齢になるとサイズ的にも大分かぶってはくるんですけども、大体６歳で２キロぐらいか

なというような目安と考えております。 

 年齢別の漁獲尾数というものが得られたら、ちょっと説明が難しいんですけどもコホー

ト解析というものを行って、年齢別の資源尾数というものを計算しております。魚は、当

然生まれてから年々、漁獲で死んだり、漁獲以外の状況で死んだりとかしながら、残った

ものが成長をして大きくなって、重さも増えていくということで、毎年１年ずつデータが

増えていくわけですけども、これを計算することによって資源尾数というものを計算しま

す。 

 高齢魚になるまでの各年齢の漁獲尾数というものを基に逆算的に若い頃にどれくらい魚

がいたかを求めます。初めからこれが分かるわけではなくて結構年齢が高いもののところ

から遡って計算をしていく関係で、高齢までのデータがそろっているほうが推定精度が高

くなります。したがって、最近の若い年齢の魚の量というのはちょっとまだ情報が足りて

いなくて、そこの精度は少し甘いというのが実情です。そのことによって翌年のデータが

加わることで結果が変わってしまうというようなこともあり得ます。特に、「漁獲効率

（獲れやすさ）」と書いてあるんですけども、これは、ある程度これまでどおりと同じよ

うな獲り方していると仮定をしていて、特に若年齢の魚に対しては、ちょっとそこで齟齬

が出やすくなるところもあるということになります。 

 すみません、ちょっと話が横に行きますけども、特に２０２０年からコロナがあって、

操業にあまり行っていないんだとか、特に料亭さんとかお食事するところがなかなか営業

できないので、そういうところに卸しに行ってもあまり値もつかないし、魚取りに行かな
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いというお話もあって、そういうようなちょっと例年とは違うような状態、条件というも

のが入ったときの補正ができていなかったので、それを少しできないかということで方法

を少し改良しました。 

 もちろん十分ではないですし、もっとこれから改良はしていきたいと思いますけれども、

ちょっと難しい言葉で申し訳ないですがチューニングという、今説明してきた年齢別漁獲

尾数からの資源計算とはちょっと違う現場の数字を考慮に入れて計算をし直しています。

このことによって、チューニングなしの場合、下に落ちているところが分かると思うんで

すけども、親魚量も資源量も、もしチューニングを入れなければもっともっと下がってい

ったという予測値が出るところだったんですけども、このチューニングを入れることによ

ってここが大分上に上がっているという評価に変わっているというところが、令和３年か

ら令和４年にかけての資源評価の改善点ということになっています。 

 その改善を行った上での令和４年度の年齢別資源尾数の推移の結果というのがこちらの

グラフになります。これは下から年齢が積み上がっていますけれども、令和３年度のとき

にはここはちょっと下がってきたんですけども、少しこの辺で維持されています。 

 こちらは親魚量と、生まれてきた子供、１歳ですけどもこれの関係というものを示して

います。親魚量というのは、先ほどから何回も言っていますけど３歳で５０％が成熟なの

で、３歳の魚の半分の重量と４歳以上の全ての重量を足したものという計算の仕方をして

おります。 

 ここまでは資源評価の結果になります。これは毎年、さっきのチューニングもそうです

けども、なるべく精度よく資源評価、推定していけるように引き続き努力していきたいと

考えております。 

 ここから先が、新しい管理の考え方で評価していくためのものということになります。 

 こちらは、これももう令和３年のときに公表しているんですけども、再生産関係、また

難しくてすみませんが、親がどれぐらいいたときに子供がどれぐらい産まれてくるかとい

う関係の式になります。 

 将来予測を使おうとするときには、親がどれぐらいいたら、そこでどれぐらい子供が生

まれて、そのときにまた親がどれぐらいいたら子供がどれぐらいでということを繰り返し

て将来を計算していかなくてはいけないので、この関係を定めないといけないということ

があります。マダイの場合には、ホッケースティックといいますが、こういう形の再生産

関係というものを仮定して将来予測を行っています。 
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 これが、冒頭にも出てきましたけれども漁獲量曲線でして、繰り返し計算を行って、将

来的に平均的にこれぐらいの親魚量がいたときに平均的に漁獲量としてどれぐらい得られ

るかということについて、こういう図を描くことができるということになります。先ほど

冒頭にも説明しましたけれども、漁獲量が最大になるところがＭＳＹで、ベースとしては

ここが目標になります。これの６０％が漁獲できるところで、これが限界管理基準値とい

いまして、ここよりも下に来てしまうと、ちょっと漁獲を弱めて資源をもう少し保護しな

くてはいけない、回復させなくてはいけないという基準のところになります。これは令和

３年のときから変わっていないグラフになります。 

 これは神戸プロットになります。冒頭に示しました令和３年のときの神戸プロットとい

うのはこういう形をしていました。ぐるぐると回っていたんですけども、近年少し上に向

かっているので漁獲が強くなって、親魚も少し少なかったというような神戸プロットを令

和３年のときにはお示ししたんですけれども、先ほど言ったチューニングというものを入

れた関係で、これは令和４年度に公表した更新した神戸プロットです。コホート解析して

いて、過去のところはそんなに変わらないんですけども、やはり最近、比較的近い年代の

ところの資源量とかがちょっと更新されたので、ここのプロットの位置が大分変わってい

るということが見ていただけるかなと思います。漁獲の強さがかなり落ちてきているとい

うような評価に変わっているというものになります。 

 これは漁獲管理規則案です。こちらは親魚がこれぐらいいたときに、どれぐらいの割合

で魚を獲っていけばいいでしょうかというものになります。 

 ここの高さが０.８と書いてあるんですけども、ここの高さをどの辺にするかというの

をこのステークホルダーの皆さんで相談をしていただくんですけども、黄色いところより

も右にあれば、ある一定の強さで漁獲をすると。ここよりも資源が、親魚量が減ってしま

ったら、曲線的に漁獲の強さを下げるというのが一番ベースになります。これは０.８の

強さで取ったときにこれぐらいということになります。 

 その強さで親魚が幾らのときには漁獲量がこれぐらいの数字になりますよというような

ものが漁獲管理規則案というものになります。ここの高さは幾つかバリエーションがあっ

て、計算を後でも示していますけども、どこを選ぶかというのはまた皆さんの御相談とい

うことになるかと思います。 

 ひとまず基本となる考え方で求めた将来予測と将来の親魚量と漁獲量の計算結果という

ものをここに示しました。目標は変わらないで３万９,３００トンの親魚で、現状の３倍
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ぐらいという非常に高いところです。これを目指すための管理をこの赤いところで行った

場合、一旦漁獲はかなり下げなくてはいけないけれども、目標は達していくだろうという

ような結果になります。冒頭の表と少し違うのは、資源評価が１年新しくなっていますの

で、ここが２０２１年になっていて、管理は２０２３年から行うという表になっています。 

 ＴＡＣの候補となるような数字というのは、こちらの漁獲量のところですね。２０２３

年から漁獲管理規則案を適用するとした場合、大体この数字で３,０００トンから３,５０

０トンぐらいでしょうかね、この辺の数字が候補になってきます。これは単純に資源評価

を１年更新しただけの場合の将来予測のグラフであり、数字ということになります。 

 次です。マダイは種苗放流をされていると思います。先ほどの値は種苗放流により入っ

てくる子供の数を入れない計算になっていますけど、これは種苗放流が例年どおり行われ

た場合を想定しているので、少しここの値が違ってくると。ただ、マダイはそれほど種苗

放流がたくさんされていないのか、それほど大きな変化はありませんけども、効果として

はやはりあるので、ここのところの量が増えているというところにはなります。 

 ここまでがベースの考え方での将来予測とか漁獲管理規則案ということになります。 

 ここから、冒頭にちょっとお示ししましたオプションで計算した場合の結果というもの

をお示ししたいと思います。 

 まず、変動緩和措置ですね。目標は変えないけれども、漁獲量があまり急激に減らない

ような管理をしたらどうなるかということの説明をいたします。 

 すみません、文字が多くて大変申し訳ないんですけれども、これが元の図です。令和４

年に更新した基本の考え方で示した漁獲量の将来予測です。現状に比べて最低で３,０５

０トンぐらいまでいっとき下げなくてはいけないという結果になります。 

 しかしこれを、前年からどんなに下げても１０％しか下げない、あるいは２０％しか下

げないというような制限をかけながら管理をしていくと、その後将来予測としてどうなる

かを示したのがこちらの図です。１０％以内の場合では漁獲量の最低値で大体４,１５０

トンぐらいまでは落ちますが、その後は回復していくだろうと。２０％以内に制限をする

と、２割までは減るのでちょっとこちらのほうが減るんですけども、３,８６０トンぐら

いまでは落ちるんだけども、何もしないときの３,０００トンほどまでは漁獲を落とさず

に管理をしていくということになります。 

 もちろん、漁獲の変動をむやみに抑えてもいいということにはならないので、こういう

ことをしたときに将来予測とかそのときの資源の状態がどうかというのを併せて検討をし
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ております。 

 こちらが親魚量です。目標のところは元のベースの考え方で示した親魚量の将来予測に

なります。右が１０％あるいは２０％に制限した場合の将来予測ということになります。

ベースのときよりも回復のスピードは少し、漁獲量の制限をするので落ちるんですけれど

も、十分目標には達するであろうということが計算上推測されるので、適用は十分できる

のではないかと考えています。 

 このルールを適用した場合の参考ですが、２０２２年、これはあくまで予測値ですけど

も、マダイ６,３００トンぐらいというところが、適用すると、２０２３年の漁獲量は、

制限がない場合は３,０５０トンほどになりますが、１０％でいくと５,７００トンぐらい、

２０％に制限すると５,１００トンくらいがＴＡＣの候補となるような数字として得られ

るという結果になります。 

 これは今のリスクを説明したものですけども、もともとの漁獲管理の考え方、それから

１０％に制限した場合、２０％に制限した場合ですが、見ていただきたいのはここです、

１０年後に目標を達成する確率としてはどれもほぼ１００％ということで、遜色ないでし

ょうということです。それから資源のリスクとしても、二つここで基準を出していますけ

どいずれもゼロ％ということなので、１０％以内あるいは２０％以内に制限しながら管理

するという方法も、目標年までに目標を達成するということを考えれば十分適用はできる

だろうということを考えております。 

 次は、二つ目のオプションのほうの説明をさせていただきます。これは、１～６歳のと

ころの漁獲量最大化を目標とした場合です。さっきは目標は元と変わらなかったんですけ

ど今回は目標自体を変えた場合ということになります。 

 冒頭申し上げましたけども、ＭＳＹというのは現状から非常に遠くて、現状の親魚を何

倍も増やさなければいけないという量の問題もあるんですけども、７歳以上の部分が獲れ

るところが期待できる量が一番多くなってしまって、多分１から３歳ぐらいが漁獲尾数を

見ても一番主体だったんですけども、ここは逆に減ってしまうというようなところになり

ますので、むしろ若いものが一番多くなるここのところを目指す管理をしていったらどう

なるかという計算をしたものになります。 

 これは、最大のところのＭＳＹを１００とした場合に大体８４％ぐらいの漁獲量が得ら

れる場所になりますので、ここを目指した管理をした場合の計算というものをしておりま

す。このときの親魚量というのは１万３,１００トンと計算されますので、もともとのＭ
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ＳＹの親魚に比べると大体３分の１ということになります。２０２１年の親魚量は資源評

価の結果で１万２,１００トンとなっていますので、こちらを目標にした場合には、少し

下回ってはいますけれどもほぼほぼ目標のところに現状があるというような評価になりま

す。一番高いＭＳＹの６,７２０トンに対して８４％なので、得られる漁獲量、期待でき

る漁獲量は５,６４０トンになります。 

 こちらは神戸プロットです。この色分けはもともとの目標で作ってあるんですけれども、

新しい８４％の目標のところに線を引くと大体この辺りに来ます。縦の線が、新たに目標

変えるとこの辺に来ると。それから、これを達成する漁獲の強さというのが横のこの高さ

に来ます。大体現状が１と、ここが２なので、２倍ぐらいの漁獲の強さで獲っていくと、

この辺の目標どおりに来るということになります。それから、これまでの資源の状況の経

緯ですね、この丸は一つ一つが各年の資源評価の結果ですけども、おおむねここを中心と

した辺りをぐるぐる回っているというような状況と言えるかと思います。 

 ２０２１年、令和４年の資源評価の最新年の値は、親魚量としては１万２,１００で、

目標が１万３,１００なので少し下回ってはいますけれども、漁獲の強さは、目標とする

の強さよりは下に来ているというような評価となっています。 

 では、その目標を変えた場合の将来の平均的な親魚量と平均的な漁獲量の表というもの

を最後に示します。目標の１が１万３,１００トン、６歳までが最大となるところを目標

としています。漁獲の強さを選ぶところは同じですので、ここは少しバリエーションがあ

って、選んでいただくんですけれども、先ほどと考え方としては同じです。２０２１年は

実測の漁獲量です。２０２２年、令和４年時点でまだ２２年漁獲量分からないので予測な

んですけども、２０２３年から管理をしていくと考えた場合に、この強さは選んでいただ

くわけですが、大体５,６００ぐらいから六千幾らぐらいの漁獲量というところが目指す

漁獲量というような形で管理が進んでいくということになります。 

 将来の予測については、あくまで参考というか、先ほどもちょっと言いましたけど毎年

毎年漁獲の状況、漁獲尾数なんかもデータを加えると当然１年ずつこの表はずれていくの

で、将来的にはもちろん変わってはいくんですけれども、そこは毎年毎年更新をしていき

たいと考えています。現状の漁獲量としてはこれぐらいのところがめどになると考えてい

ただければと思います。 

 これは、先ほどの種苗放流を考慮していない天然で生まれた魚だけの場合で、最後は種

苗放流を考慮した場合ということで、セットにして値を示させていただいているというと
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ころになります。 

 すみません、ちょっと長くなりましたが説明としては以上です。ありがとうございまし

た。あと、質問とかぜひお願いします。 

【三野所長】  ありがとうございます。 

 会場からの質問の前に、ちょっと午前中にウェブのほうから質問があったようですので。 

【参加者】  このタイミングで振られるとは思っていなかったんですけれども、では最

初からコメントさせていただきます。最初の資料４のところで、スライドの１５ですけど、

ここで説明があったかと思いますけれども……。 

【三野所長】  すみません。質問の内容の範囲がマダイの関係からそれてしまうという

ことで、誠に申し訳ないんですけれども、また後でお声がけします。 

【参加者】  ですよね。このタイミングではちょっと。 

【三野所長】  すみません。失礼しました。 

【参加者】  では、今の養松さんの御説明に関連する質問をよろしいですか。 

【三野所長】  はい、お願いします。 

【参加者】  今、取組の初年度Ｆを下げて将来の親魚量を確保しましょうということだ

と思うんですけれども、言ってみれば、先ほど来、漁業者の皆さんからもお話があったと

おり、このコロナの３年間、２０１９、２０、２１、２２にかけて、実は資源評価結果の

詳細版とか詳しく見ると、各年齢に対しての漁獲係数Ｆが下がっているんですね。という

ことは、ここで示しているように、スライドでいえば２１ぐらいですか、最初の数年間が

くっと漁獲量を下げると、その後、親魚量なり漁獲量が回復するよということなんですけ

ど、実際この３年間、魚の値段もしないしということで、マダイ資源に対する漁獲圧は実

際にデータの上からもＦが下がっているようなんです、令和４年の資源評価の詳細版を拝

見しますと。 

 なので、ここでシミュレーションしているようなことは、大きな社会実験的な意味合い

にもなるかと思うんですけど、たまたまコロナということもあって、漁業者さんたちは意

図せず資源の保護に取り組んだ３年間だったのかなという理解もできる、解釈もできるの

かなと思っているところです。なので、さらにその上にこの取組を重ねがけしなくても将

来資源が回復していく見込みというのがあるのかなと。あるいは、先ほど鹿児島の漁業者

の方の御意見もあったように、実際今、海の中にマダイ資源はうじゃうじゃいるようです

ので、そういったことも踏まえると、今現状、資源の状態がそんな悲観的な状況にはない
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と解釈していいのじゃないかなと思っております。 

 以上です。 

【養松副部長】  どうも御意見ありがとうございます。 

 まず、資源が今、悲観的な状態にあるかどうかというのは多分、目標がどこにあるかで

大分違ってくるのかなと思っています。これはベースの計算の結果なので、ＭＳＹという

ものが計算どおりの値であったとしたら確かにちょっとよくない状態ではあるとは思うん

ですけれども。資源評価に問題があるとはちょっと言いにくいんですが、さっきお話があ

りましたけども、なかなか大きなものが資源評価で数字として出てきていないのは事実で

す。もっといれば例えば目標ももう少し近いところに来るかもしれない……。写真ありが

とうございます。前回見せていただきましたけど。ですから、そういうところはもちろん

これからも検討していきたいと思っていますし、あと、現状で得られるデータで求めた資

源評価の中で、どこを目標にしていくかというのは、ここの場とかいろんなところで皆さ

んのお話を聞きながら定めていくものかなと思っています。 

 ですので、もちろん得られた、使えるデータから求めたＭＳＹはあの位置ですけれども、

現場の方々にそれではちょっと実態と合わないという御意見をいただいたので、今回こう

いうような計算結果もお見せしております。その辺はぜひ現場の感覚というか、そういう

ものも加味しながら定めていっていただくものかなと、研究者の立場としては考えており

ます。 

 よろしいでしょうか。 

【三野所長】  コロナの影響というのは加味されているということですよね。 

【養松副部長】  はい。先ほどちょっとチューニングというものを入れたと説明をさせ

ていただきました。令和３年の資源評価のときにはこれを入れていなくて、例えば取り控

えで操業に出ていかなかったと、いつもどおりには漁業していないというところが御意見

としてはたくさんお聞きしたんですけど、そのデータが入れられてはなかったんですが、

令和４年の資源評価ではそれを少し考慮できるような値を入れています。 

 それで、さっき神戸プロットのところで漁獲の強さは下がっていたと思うんですけど、

ここのところですね。さっき資源評価の中で漁獲の強さは下がっているとおっしゃってい

ただいたのは、まさにここの効果かなと思っています。 

 これで十分に漁業の状態を全て反映しているとはもちろん思ってはいないですけども、

その辺りは使えるデータがないとなかなか数値的に表せないので、引き続きここは改良し
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ていきたい部分であるとは考えております。 

 以上です。 

【三野所長】  ありがとうございます。 

【参加者】  今のコホート解析の基本的なところで、自然死亡係数Ｍが一番基本となる

かなと思っているんですけれども、今日の配付された資料の中では詳しく説明されていな

いんですが、資源評価結果の詳細版をよく読ませていただきますと、島本さんの１９９９

年の知見を引用されているんですね。これは瀬戸内海東部のマダイ資源の解析に用いられ

たパラメーターでして、この系群の資源評価を行うのにこのパラメーターを使うというの

は非常に問題があるんじゃないかなと思っております。 

 具体的に言いますと、２歳以上のＭを０.１７という数字を採用していることになるん

ですけども、これは寿命を１５歳と仮定した場合に相当する値なんですね。ところが、資

料６のスライド１０にもありますように、大体本系群の寿命は２０歳程度で、中には２５

歳から２７歳程度とするような知見もありまして、この日本海西部・東シナ海系群の寿命

は大体２０歳から２５歳と考えるのが妥当だと思っています。 

 漁業法改正前までの資源評価では、寿命を２０歳と仮定して、Ｍ＝０.１２５を採用し

ていたはずなんです。なぜ、その後、寿命や生息環境が異なる瀬戸内海東部の、しかもち

ょっと古い情報をわざわざ採用することにしたのか、何かその０.１２５よりも０.１７を

使うべきだと判断された科学的、合理的な説明を求めたいと思います。 

 以上です。 

【養松副部長】  どうもありがとうございます。資源評価の根本のところの御質問をい

ただきましてありがとうございます。 

 よく御存じのとおり、確かにこの新しい評価が始まる前までの資源評価では、自然死亡

係数は０.１２５という数字を使っておりました。研究機関会議というものを開催して、

こちらの値、パラメーターを決めたりしています。資源評価自体もＪＶですかね、関係す

る機関の方々と協議の上、変更することになっています。 

 寿命というのはなかなか難しいです。Ｍを決めるのは寿命を使って決める方法が割と主

流ですけれども、寿命も最大の、すごく高齢なものがたまにマダイとしてもちろん見つか

るのはあるんですが、それが全ての魚にとって寿命なのかというようなところもいろいろ

あって、そこはいろんな魚種でＭはこれから協議していかなくてはいけない、考えていき

たいというところが一つです。 
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 それから、Ｍ０.１２５を使っていると、自然であまり死なないということは親はもっ

と残っているはずだと。残っていくはずなのに資源尾数として出てこないから非常に目標

が遠くなってしまう。これよりももっと目標が遠くなっていくような結果として見えてき

たところがありまして、それは現実的ではないのではないかというところで、その次に信

頼できる数字として、瀬戸内海のほうで出されている自然死亡係数を今回仮として使って

評価をしています。もちろんこれが最善とこちらも考えているわけではないのですが、０.

１２５を使っていたときよりはまだ現実に少しでも近いのではないかということで採用し

ているというところになります。 

 この辺りは多分お詳しいので、またいろいろ御教授いただければと思います。どうも御

質問ありがとうございます。 

【三野所長】  ありがとうございます。会場の方で、どうぞ。 

【参加者】  幾つか質問したいことがあるんですけど、今、自然死亡係数の話が出まし

たから、そのことも質問したかったので先にそれを質問します。 

 高齢魚の自然死亡の分を、一番理論的な０.１２５ですかね、その数字よりももっと実

態としては上振れするんじゃないかというので、今知見としてある数字を採用したという、

そこのところの考え方の方向性は私も理解するところなんですが、実はさらに高齢魚のＦ、

漁獲死亡が、漁獲死亡なので実際の漁業によって取られて死んでいるというときに、高齢

魚の１０歳を超えるようなところのＦはそもそも何だろうと考えると、はまらないんです

よ。そこで、要するに減っていく部分というのは、自然死亡と漁獲死亡の足し算なので、

Ｆが高ければ当然Ｍが低くなるということになるんだと思うんですが、漁業で死亡してい

るというところがあまり想像つかないので。ということは、逆にその自然死亡はもっと高

いんじゃないのという疑問があるわけです。 

 それで遡っていくと、Ｆ全体というのは今度は若齢魚の漁獲圧のＦからも推定してとい

うことで、年級ごとの個別のところを細かく漁業実態に合わせてみたいな重みづけみたい

なことはあまりされていないんじゃないかという気がするんですよね。どこまでされてい

るか分かりませんけど。そうすると、２歳から６歳ぐらいまでの地先での取り残し分が広

域に出ていって、いるのに獲る漁業がないということで、いないことになっているみたい

な。大きく資源評価の構造自体を根本的なところで何かもうちょっと見直さないとまずい

んじゃないかと。これ、ちょっと分かりません、実際数字も扱ってみたり調査したわけじ

ゃないんだけど。 
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 だから、例えば先ほどの漁業者からの、その数字が合っていないんじゃないか、漁獲量

でというところが、単純に出てきたデータを見てというよりも、各地域ごとで、６歳まで

で、地域ごとの沖合と沿岸を行ったり来たりする群がそれぞれ独立的にあって、だけど大

きくなっていくと広域回遊に回っていってというところで、獲る漁業がなくなっていくこ

とで、その生活史、最後まで同じ漁業で完結していなくて、獲っていない。分かりますか

ね、言っている意味が。だから、そういう部分は抜けているようなところが、漁獲量単純

反映だったら反映できていないんじゃないですかみたいな意味だと思うんですよ。 

 それは、今おっしゃられるように研究者の方の努力不足ということではなくて、今ある

データを一生懸命集めて何とか解析しようということで、それ自体はとても頑張っていた

だいていると思うんですが、そこのところで、今あるデータでやっていますよというのは

もちろんそうなんですが、その問題点がこういうところにまだ残っている中での結果なん

ですよみたいなことを、もう少しよく皆さんに伝える形でお話をいただかないとですね。 

 科学的なという意味と漁業者の言う意味というのを何とかつなげるのにどうしたらいい

かということで考えたら、私なりにはそういう部分の、実際の漁業で取っていない分でま

だ魚が大きい分がいるんじゃないかなと。そういう疑問とかに答えられるような調査を補

完的に組んでいくみたいなことが要ると思うんです。 

 だから、そこは今日明日でできる話じゃないと思いますけども、今後単純に改良を進め

ますじゃなくて、具体的にどういう改良を進めていくんだみたいな道しるべをちゃんと示

していくというのが必要なんじゃないかなと思います。 

【養松副部長】  大変貴重な御意見をどうもありがとうございます。 

 マダイに関しては、割と１歳とか２歳、３歳ぐらいというところがある程度まとまって

取られていて、漁獲物の組成としてもかなり大きく出ているというところはあると思いま

す。一方、特に大きくなったものがどこで獲られているのかというところで、獲られなく

なってしまうと計算上いないということになって、かなり死亡率が高くかかっていると。

そこでＭ、自然死亡が低いとＦが意外と高い数字になっていたりして、それが現場として

は感覚として合わないということを多分おっしゃっているんじゃないかなと思います。 

 そこのところは、おっしゃるとおりで、現状の海の状況を十分反映できていないという

ところは恐らくあると思います。阿久根さんにも「海にはこんなに大きいマダイがいるぞ」

と写真を前回見せていただきましたけども。そういうところは今後とも検討していきたい

と思いますが、なかなか具体的にどういう調査をしてというのは今、申し訳ありません、
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参画している機関の皆様とも御相談なので、ここで私の一存では何とも申し上げられない

ですけれども。 

 漁獲量は農林統計を使っていて、そこで把握できている漁業の中の状況としてはある程

度反映をしているとは考えています。ただ、大きいものがはいないという結果になってし

まうんですよね、この結果だと。そうすると、そのことによって余計に目標が遠くなって

いる、もっと親は残すべきだという結果になってしまっているというところはもちろんあ

りますので、今回そういうところを少し、目標をちょっと見直すということは、これはも

ちろん依頼されて計算しているんですけども、こういう計算の結果を使っていくというこ

とは研究者としてはありかなと考えているというところです。 

【参加者】  ありがとうございました。 

 本当に水深１００メートルを超えるような沖合とかでも、ちょっとした釣り漁業で出て、

ほかの漁種をやっているけども間の時間を使ってみたいなことで、例えば餌を落としてみ

たいなことで一本釣りやったら、結構まあまあの頻度で４キロ、５キロみたいなマダイと

かが食ってきたりは普通にあるんですよね。研究的に言うと努力量がすごく少なくても。 

 そうすると、例えばごち網で沿岸の、もともと分布が小型の多いところのエリアの小さ

いタイがいっぱい取れているところをたくさん操業して、沖合は、大きいのが割合が多い

ところというのはどうしても漁獲努力量として回数が減るとか。そこで取り残しているの

が、要するに一生がその地域だけで完結したらどこかに出てくると思うんですよ、コホー

トで解析したら。だけど、よその地域に飛んでいっているのを獲るところがなかったら、

いなくなってしまっていることになるじゃないですか。そういう問題点みたいなのが根本

的に僕はどこかに眠っていて、何かかみ合わない形になりそうだなというのがすごくある

ので、分からないですけど、そういうところを掘り下げ研究をしていただく必要があるん

じゃないかなと思います。 

【養松副部長】  御指摘ありがとうございます。その辺、また持ち帰ってというか、研

究機関と御相談しながら少しでも精度が上がっていくようにしたいと思います。 

 あと、調査もなかなかマダイで大がかりな調査はイメージできなかったんですけど、漁

業者の方々がもし協力いただけるようなところがあれば、ぜひ一緒にやっていければと思

います。どうも御意見ありがとうございます。 

【三野所長】  では、お願いします、前の方。 

【参加者】  先ほどから聞いていたら、資源というのは、漁業者が１００％取らなけれ
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ば増える、獲ったら減る、何かそういうふうに聞こえるんですけど、今まで、私、漁業始

めてもう４０年ぐらいになりますけど、獲れなくなった魚種が数種類あります。ただその

中で、自然環境の変化等が一番じゃないかなと思うんですよ。我々が、資源が獲れなくな

ってきたから獲るのやめようと１００％やめたにしても変わらないですよね。ですから、

因果関係。 

 これ、我々に制限かけて、２０％、３０％、５０％、どの程度か分かりませんけど制限

かけて、確かに資源の回復というのが見込めるのであればいいんですけど、我々だけの責

任かなと思うんです。獲るのをやめたから増えたというよりも、例えばマダイに限って言

えば、餌は何か、そこの地域で主として食べられた餌が減ってきたんじゃないかとか、自

然環境の変化というのはかなり重要なウエートを占めていると思うんですよ。そこら辺の

説明が一切ないんですけど、そこら辺はどうなんでしょうか。教えてください。 

【養松副部長】  御意見ありがとうございます。 

 昨今、特に環境の変化とかいろいろ言われていて、いなくなる魚、逆に変に増えてくる

魚とかいろいろあるという状況はもちろん承知しています。ただ、資源評価の中では、そ

こは正直言って取り込めていなくて、このマダイでいうと１９８６年から資源評価してい

て、親魚と子供の量という関係を見て、そこの関係式から将来予測をしています。なので、

十分にそこは取り込めていないのは、そのとおりです。 

 ただ、今ここで示しています目標とか管理の仕方というのは、これで例えば１０年なら

１０年全く変えないということでは決してなくて、資源評価自体は毎年、さっき言いまし

たように１年分データを更新していきますし、目標とかそういうものも少なくとも５年ご

とぐらいには見直しをしていくというところが今回の工程としては入っています。例えば

再生産の関係もある程度、これぐらい親がいたらこれぐらいの子供という関係がこれまで

は一定来たけれども、それがすごく合わなくなってきたとなると、そこは目標なり設定な

り改めて計算をし直すということになります。そこは柔軟に。もちろん原因が分かれば一

番いいんですが、なかなか難しいので、その都度見直すというところでフォローしていき

たいなというふうに考えています。 

【参加者】  ありがとうございました。 

【三野所長】  後ろのほうの方、どうぞ。 

【参加者】  漁獲量を基本に計算されているということなんですけど、先ほども言った

んですが、漁師の数、そして、タイの値段ですね。漁師は値段によってたくさん取ったり
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するので、そこの辺の資料もこれに添えて吟味してもらいたいんですけど。それが一つな

んですが、もう一ついいですか。 

 もう一つ、系群の話なんですけど、地図を見たら分かるんですが、そちらでいう地政学

的といいますかね、韓国、中国、北朝鮮、そっちのほうに行っている魚もいると思うんで

すよ。タイというのは北上しています。漁師のあれで秋田県まで取れているという話なの

で。それを見てロシアまで行っているんじゃないかという、移動で見ますとね。そこら辺

の考えはどんなふうですかね。 

【養松副部長】  御質問ありがとうございます。 

 まず、最初の資源評価に用いているデータの件につきましては、漁獲量はもちろん基本

にはしているんですけども、資源評価の計算には、漁獲量だけではなくて、漁獲量とその

中の年齢別の漁獲尾数に計算をして、それを使って求めた資源尾数、資源量に直した上で

の資源評価をしているというところがちょっと説明うまく伝わらなかったようで申し訳あ

りません。そういうところが一つです。 

 それから、魚価のことは、申し訳ありません、こちらではうまく表現ができないんです

けれども、例えば今回コロナもありましたけど取り控えて、取らなかった場合には当然そ

の分が翌年の資源として残っていくという結果になることが想定されますので、来年、再

来年と資源評価をしていくと、そこでその分というのは恐らく効果として出てくるのでは

ないかなと、そういう考え方で資源評価はしているというのが前半についてのお答えです。 

 それからもう一つ、外国の話でしょうかね。これは分布図です。特に韓国辺りが一番近

いかなとは思っています。マダイは大きくなると沖に出ていくというようなこともありま

すので、韓国の沿岸への移動というものがないとはもちろん思ってはいないです。ある程

度そこは移動があるだろうとは思っています。 

 ここの黄色の丸で薄く見えているところがあると思うんですが、これは一応産卵場と言

われているところをマークしてあります。ですので、ちゃんと親魚を保護してやれば、産

卵場というのは我が国の沿岸にありますので、そこから加入してくる子供というのは当然

我が国の漁場で育っていくということが期待されます。全く影響ないとはもちろん言えな

いですし言いもしませんけれども、そこが分からないと我が国の沿岸の資源を管理できな

いというところではないのではないかなというふうなことを考えているところです。もち

ろんデータは十分にはないので、収集については引き続き当たっていきたいとは考えてお

ります。 
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 以上ですが、よろしいでしょうか。 

【参加者】  収集はどういうふうにしてするんですか、その外国のを。ちょっと問題が

ある海域ですからね。データが出ても正確な数字が出るでしょうか。 

【養松副部長】  そうですね。中国は正直難しいなと思っていますが、韓国は、国全体

の統計としては一応公表されています。ただ、韓国全土でもぐるっとあるので、この系群

に関するエリアだけの漁獲量ということに絞ると、もう少し突っ込んだ調査が必要かなと

思っていますけれども、そこは水産庁さんとも協力していきながらかなとは考えています。 

【三野所長】  外国との関係は、この後の議題の中でもありますので、またそこでも御

説明させていただく予定でございます。 

 ほかに何か質問ございますでしょうか。 

【参加者】  要するに、先ほどから養松さんが、学術研究報告会みたいな形になってい

る、我々多分漁師さんから見たら。ＭかＦか、何かそういうのを並べて学術研究報告会み

たいです。 

 今し方発言したの彼は県庁職員なんですけど、公務員の割には水産庁に物申す立派な男

だなとは思っておりますが、ＭでもＳでも何でもいいんですね、我々、漁業者は。先ほど、

大きな魚の数字が出てこないと言いましたよね、養松さん。先ほど発言があったと思うん

ですが、何年生で死ぬのかとか。はっきり０.１２５だろうが０.１７だろうが我々には関

係ないんですよ。県庁職員も言ったでしょう、うじゃうじゃ鹿児島にはいると。その数字

が出てこないと言いましたよね。出てこない部分がたくさんなぜあるかと。 

 野間岬があるんですが、あの一番左、ラインの曲がったあの辺が、甑島のあのラインで

すよね、薩摩半島の一番下のライン、あの辺は急に落ち込むんですね、水深が。キビナゴ

は遠浅にはいないんですよ。瀬肩で急に落ち込んでいるところに上がってきて産卵するの

で。だから、さっき言うようにそれを取らせてくれという申請は来たんですけど、同じ灯

火であっちも取りこっちも取りというのはあんまりじゃないかとかいう意見とかが委員会

で。あまりにも取り過ぎると今度は既存の一本釣りとか、タイを獲ってずっと何十年も来

ている方々の魚価が乱高下してしまうんじゃないかということで許可していないんですが。

何を言いたいかというと、そんなにいる魚なのに、昼間はすぐ落ち込むから１５０メート

ルぐらいなんですね、すぐ先に出た岬は。だから獲る方法はないんですよ。縄はえもでき

ない、深いから。ごち網なんかもう到底無理、一双ごちは。しかも瀬肩ですから。 

 だから、魚はいるんだけど、獲ってないのもあるし、どういう形でその何キロ型はどう
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と、どこで報告受けているんですか。うちらのなんかは２キロ以上ですよ。１トンも２ト

ンも入るけど。５キロ、６キロ、大きいの８キロ、９キロありますよ。 

 だから、そこで獲る人もおれば、小さいサイズの、それこそ県の制限条件の中で、ロー

プの長さとか網の大きさとか、漁場のくくりがあるでしょう。うちだって８,０００メー

トルだったのを水深８０メートルまで僕たちが出したんだから、許可をね。そうなったら

そういうものが獲れ出したんだから。今まではそういうのをそんなまとめて獲るごち網な

んてなかったんですよ。８年前に許可を出したら、そういうのが獲れ出したわけだから。 

 だから、先ほどおっしゃられるとおり、魚はいるけど、獲っていないし、取るところま

で許可がないかもしれないし、小さいのはもちろん５００、手のひらサイズはへたにいま

すよね。そういうものをメインにして獲っているから、小さいのだけいて大きいのはおら

んという形になったりするので。 

 潜ってあなたは見ていないでしょう。魚に頼まれたんですか。人間は頼んでいますよ、

獲らせてくれって。魚は助けてくださいと言ったですか。皆さん人間は獲らせてくれと言

っているじゃないですか。ね。だから僕は、壊すつもりはないけど時期尚早じゃないです

か。調査の仕方ももうちょっと現場とちゃんと連携して、鹿児島市場とか、例えば福岡の

市場とか、そういうところだけじゃなくて、ちゃんと見極めてですよ。もうちょっと時間

かかっていいんじゃないですか。なぜ今なの。何を来年の数字が２３年の４年のというの。 

 回復するのを見たら１０年、２０４０年手前ですよ。一気に落としても２０３５年ぐら

いでしょう、グラフが回復するのは。違いましたっけ。１年止めたら２割だろうが１割だ

ろうが、漁業者は今でも困っているのにそれは困りますよ。それじゃなくて、Ｖ字で持ち

上がるやつがあったじゃない、跳ね上がるやつ、さっきの県職員が言ったやつよ。一気に

あそこ落として、持ち上がってくるのは何年先ですか。収まるのは３０年代ですよ。１０

年したら私も７０ですよ、もう。もうここにはいなくなる人もいますよ。１０年先のこと

心配するよりか……。 

 これ、研究結果でしょう。現場は違うとみんな言っているんだから、もうちょっと現場

をちゃんと見極めて、調査を。養松さんは、去年あれだけ言ったのに、じゃあ鹿児島に見

に来ましたか、現場を。あなた方は福岡にいるんでしょう。来れば分かるわけじゃないで

すか、現場を見れば。机の上ばかりで言って、あれだけ鹿児島できつくみんなが言ったの

に、俺が言ったのに。現場を見に来ればいいわけだから、魚のサイズ見たかったら。カメ

ラでは、写真では見ましたがと。毎日来ていいですよ。１匹ずつあげるから、５キロを。 
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 だから、なぜ今なのかと僕は言いたい。もうちょっと、研究とかじゃなくて現場をちゃ

んと見極めて、キロサイズを見極めて、もしあれだったら船に乗っていくぐらいで水産庁

もいいんじゃない、そんな机の上ばかりで偉ぶってないで。 

 口が悪いのでごめんなさい。俺、漁師なので。 

【養松副部長】  貴重な御意見どうもありがとうございます。 

 各県さんと一応協力して調査も情報収集もさせていただいていますけども、マダイは、

先ほどもちょっと言っていますけど沿岸のいろんな漁業種類で獲られている魚ですし、エ

リアによって、地域によって多分漁業の状況も大分違うので、それをトータルに完全にそ

の資源の状態をうまく捉えられていないというのは、もちろんこちらも承知しているとこ

ろです。そこの改善はもちろん引き続きしていきたいと思います。 

 それから、多分ここの落ち込みのお話をされたんだと思います。これは、最初のベース

のところの計算ですね、今回、おっしゃられているように、大型の魚がどれぐらい海にい

るかというところが入っていない資源評価、現状は、すみません、申し訳ないですけど数

字がないとできないので、それをベースとすると目標がこんな高くに来る、こういう形に

ならざるを得ないというのが現状です。 

 これが現状、現場の皆さんの感覚と違うというのは、もうこれは皆様からもここ１年以

上、何回も御指摘いただいていますので、そういうことも踏まえて、下げないようにする

というのも一つの方法ですけども、この目標自体、こんなに多い親魚というのは。今、非

常に親が本当に少ないからこういう結果になってしまうんですね。もっともっと増やさな

ければいけない。でも、いや本当はいるんだと、そんなに目標は高くしなくても現状と近

いところでいいんだというのであれば、恐らくこちらのほうが皆さんの感覚に合うのかな

とは考えているので、そこは選択肢の一つとして今回確認いただければいいと思います。 

 こちらの表は、見ていただくと分かるんですけども、恐らく現状が５,０００トン、２

０２１年の確定値が５,２００トンでした。これは過去の低いほうから４番目の値だった

んですけども、それよりも、将来予測を見ていただくと、むしろもっと多く獲ってもこの

目標であれば達成できるという結果にはなりますので、資源評価で大型のものも含めて海

の状態をきちんと数字として表せればもちろんそれが一番いいんですけれども、得られて

いる情報の中で求めていく計算の結果と現場の皆さんの感覚とが合わないということであ

れば、こういうようなオプション的な考え方でひとまず着手していくというのもありかな

と。それは皆さんの御判断というか、こちらはこういう型もありますよという御提案はさ
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せていただくというところになります。 

【参加者】  分かりました。 

 だから、言っているじゃないですか。あなたのことも聞いて、みんな「うん、うん」と

言っているじゃないですか。それはあなたの立場よ。泣かないでくださいね。 

 落ち込んで、１０年後に、２５年か、３５年までであのラインまで到達しますよ。１０

年１割だろうが２割だろうが下げて、１０年後を研究結果として出しても、今日が大変な

のに、あした頑張らんといかんのに。じゃあ我々は漁法の、自分の腕を磨くとか研さんす

るとか、漁具を改善するとか、向上心はなくなりますよ。取るなというんだから、減らせ

というんだから、今より。じゃあ今より努力しようという意識はなくせということですよ。

今１００あるものを例えば８０、９０で、ＴＡＣにくくりをつけますよというんだったら、

漁法の改善とか今ある制限条件の中で日々我々は努力して、網を考えたり潮を考えたり、

計器類だって潮流計からサテコンから全員が持っているはずですよ。昔はヤマ当てでして

たけど。それでも漁師は食えずに減っていったのに、１０年先に戻ってきますよ、しかも

数字は、大きい魚のデータは上がってこないのであまり分かりませんと言われても、それ

はね。 

 誰のためにじゃあこれをやるのかといったら、漁民のために皆さんはやると言うわけで

しょう、やらんといかんですよって。くくりをつけて資源を回復させないと、このままだ

ったら食べていけませんよ、漁業は存続できませんよと言っていると思うんですね。そう

いうつもりで、大きなお世話で皆さんがそうしてくれていると思うんですけど、今日もあ

したも、皆さんが言っていることは、トヨタの車が売れ過ぎるからトヨタはもうこれぐら

いで止めて日産を売りなさいというようなことです、もしＩＱでもつけたらね。それと一

緒だもん。 

 だから、せっかく漁民は日々研さんして、しかも獲れ過ぎたら値段がしないときには、

誰かが言ったようにわざわざ獲れる魚を獲らんのだから。我々はコロナで大打撃を受けて、

たった１００万。分かります？ 持続化給付金、法人で２００万、我々は１００万ですよ、

個人だから法人化していないから。たった１００万もらって、我々は飲食店が全部止まっ

て、鹿児島も全部自粛に入って、一番タイが獲れて、忘年会、新年会、入学式等でにぎや

かにならないといけない頃、天文館も全部止まったんですよ。 

 だから、漁獲制限圧はもうかけたんだから、我々だって。それが２年続いて、じゃあ魚

は回復したんですか、目に見えて。今せっかくコロナが終わって、分類が５に下がって人
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がにぎやかに出歩くようになったときにですね。何で誰のためにこれをするのかという話

ですよね。ごめんね。 

【養松副部長】  どうも御意見ありがとうございます。何のために管理をするのかとい

うところは、私たちよりもむしろ後で水産庁さんのほうにお聞きいただけるとありがたい

と思います。 

 ただ１点、今ちょっと誤解があるかなと思ったので一つだけお話しさせていただくと、

確かに当初の非常に高い目標をベースにすると、回復はかなり先ですし、かなり厳しい漁

獲制限をしないといけないということになりますが、この最後のほうでオプションとして

させていただきました１歳から６歳までが一番多めに獲れるような状態、ここをもし目指

すということにすれば、目標は１万３,１００トンというところに下がります。将来予測

を見ていただくと、２０２１年は１万３,１００を少し割り込んではいるんですけども、

２０２２年の予測の値で既にもう、ここの漁獲がかなり多分下がっていますよね、コロナ

で。これの影響が恐らく予想されていて、獲り残しがあるので親魚はもうこの目標をこの

時点で超えているというような将来予測の結果となっています。これはあくまで予測値で

すけども。ここから先、管理を入れたとしても、もう十分ここで超えていて、これを下回

ることはないということ。０.７より上、この強さだったら下回ることはなくて、もちろ

ん目標を十分達成すると考えられます。 

 漁獲量のほうも、漁船漁獲量は２０２１年から５,２００トンぐらいでしたけども、こ

れよりもこの後ずっと多分多くなっている、６,０００トンを超えているような数字がほ

とんどだと思いますけども、これぐらいを獲っていても、この目標であれば十分、今でも

超えているし、今後１０年も超えているであろうというような予測の結果には一応なって

いるというところは御説明させていただきたいと思います。 

 あと、管理のことについては水産庁さんにぜひ御回答いただければと思いました。 

 ありがとうございます。 

【参加者】  だから、いかんせんＴＡＣというのは縛りをつけるということなんでしょ

う？ ね。あなたが言っているのは研究者の発表で。結局ＴＡＣでくくりをつけると言っ

ているじゃないですか、これ。しかも、一日も早くしなければ絶滅する危惧があるぐらい

の何か数字並べてきて。我々現場はそんな思っていないんだから、魚はおったんで。 

 どっちかいったら許可の制限条件をもうちょっと緩くしてやったら、この数字ばんと上

がりますよ。いるのを獲らせないんだから、条件つけて。私も会長だけど、制限条件のく
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くりで縛りつけているから数字が伸びないだけで、獲れるところにもうちょっと出してや

れば親魚だってどんと上がるんですよ。いないんじゃなくて獲らせていないんだから、行

政が。いないんじゃないんだって、魚は。みんなそう思っていないですかね。いるところ

で獲らせればいいんじゃないの。（拍手） 

 本当よ。いるところで操業させないような制限条件をかけ散らかしているから、数字が

伸びてこなかった上に、漁民が減ったんだから。どこの浜だって、うちだって、僕が６０

で、あと下はいないですよ。息子だって、これだけ水揚げしているけど、「漁師じゃなあ」

と言って漁師にならなかったですよ、水産高校を出たけど。うちが継がないのに、ほかは

継げないですよ、絶対。だから、制限条件をもうちょっと緩和してやれば、時代の……。

獲り過ぎるんじゃないんだって。いるものを獲らせていないんだから。 

 だから、誰のための制限条件なのかと。だから、魚に頼まれたかって、僕はいつも言う

じゃん。頼まれていないよね。人は頼んでいるんだよ。制限条件緩和すべきようなところ

を、何でこんな条件またつけてくるの。まあいいわ、もう。 

【三野所長】  ありがとうございます。 

 今回ＴＡＣの導入についての意見交換ということで、これまでの制限条件については、

おっしゃる規制の中で漁獲してきたということだと思います。これについては、お話を聞

いたということで御了解いただければと思います。 

 それでは、次の方どうぞ。 

【参加者】  度々すみません。 

 今、会場の皆さんからお話があったところで、誤解のないようにということでしっかり

確認をしていきたいですけど、つまり、資源管理そのものをすべきではないと言っている

わけではないと、我々は。先ほど厳しい御意見もありましたけど、ちゃんとフォローとし

て皆さんの将来のためにということで、そこは分かっているんですよと、お話しされてい

たとおりでして。 

 ただ、マダイの場合は、資源の今の現状と評価がおかしいんじゃないかと。それは逆に

言うと、せっかく獲れるものも獲っていない、獲れない状態ということで、むしろ資源も

守りながら漁業振興するといったときに、漁獲量を抑え過ぎているんじゃないかという懸

念がどうしても皆さんあるということですね、現場の感覚として。だからこれが、現場の

感覚で資源もちょっとまずいかなということであれば、厳しい話が出ても、なるほど、な

らちょっと考えないといかんねというお話はあると思うんですよ。 
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 だから個別に、ケース・バイ・ケースで、今そういうずれがあるということなんですが、

残念ながらマダイ広域の資源評価という点についてのデータだとか調査方法というのが、

過去にそういうことに対応するということで長年のところがまだまだ不足している分があ

るので、現状ではそういう状況でなかなかかみ合うような科学的な結果が出ていないと。

そこは今後、改良の余地というのはあると思うんですよね。 

 そのときに、無理してそこをすることによる弊害はどうなのか。例えば今、漁獲量とい

うことであれば、現行水準並みにというようなことで獲れるということだけども、先ほど

まさに御意見あったように、枠をはめていくと、これはこれで大変なんですよ。マグロで

痛い目に遭っているというか、皆さん苦労しているんです。だから、１００％でも１２

０％でも枠を決めて取るとなったときの難しさというのがまた出てくるときに、そこにコ

ストをかけるだけの意味が。逆にこの漁獲量、資源評価、今の目標ということで、そこを

急がないといかんのかという。 

 それはある意味、僕は合理的なお話をしているんだと思うんです。資源管理と社会的な

漁業経営、経済活動全体をトータルで考えたときに、資源が悪ければ経営が悪くてもやら

なければ先がないという話もある、だけど、そこのところがトータル的にかみ合っていな

い。そこは、どうしても研究所の方は生物的なところだけという形でお話があるから、ど

うしてもそこでかみ合わない話になってくると思うんですけど。そこのところを我々が一

方的に反対しているという意味ではないというところは御理解いただいて、トータル的に

経営と漁業、生物を両方守りながらどうするかといったときに、まだまだちょっと設計自

体がうまくいっていないんじゃないかと。それをいきなり見切り発車するのはどうなのと

いうお話だということで受け止めていただきたいなと、そのように思います。 

 それでちょっと具体的に言うと、もう１個質問したかった点があるんですが、これ来年

の評価で、さらに今度、逆に下振れする可能性はどうなんですか。やっぱりあるんですか、

それとも。なかなか分からないと思いますけど、去年の評価というのが、２,０００トン

ぐらいまで下げろと。だけども今回は、この上限幅ないところでも三千幾らぐらいまで上

がりましたよね。じゃあ今度それでいくと、上がるほうに行けばいいんですけど、下がる

側に行くみたいになったら、結局制度に乗っかったら今度下がるところで漁獲制限がかか

るみたいになったら、ダブルパンチで困るんですよ。 

 だから、上振れ、下振れがあるということだったら、そういう意味ではちょっとうかつ

に乗れないというか、大丈夫かと。今年はいいですよ。管理の問題点はあるから単純にう
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んと言うわけにいかないんですけど、漁獲量だけ見れば例年どおりでまあいいんじゃない

かなと、それだったらあまり無理せんでもいいかなというのはあるかもしれないけども、

来年また評価が出て「すみません、２割削減してください、そういうのが出ました」とな

ったら、それは困るんですよ。乗っかった以上、降りられんから。法律で決まった以上で

すね。 

 だから、そういうところも含めてやれる範囲で、経営もしながら先につながるというこ

とだったら乗れると思うんですけど、まだまだちょっと詰めるところがないと、恐ろしく

てできんよというのが皆さんの感想だと思います。 

【三野所長】  今おっしゃった管理の話はこの後の議題でやることになりますので、評

価のことでまだ御質問あれば。 

【参加者】  そこはそう思っていますので、とにかく管理につながる話で、上振れ、下

振れがどうなるかみたいなことはちょっとここで整理をしておいていただいたほうが。後

の話にもつながってくるので、そこはお願いします。 

【養松副部長】  御意見ありがとうございます。 

 資源評価については、先ほどからも説明していますが毎年１年ずつデータを更新してい

くので、もちろん今年の令和５年度の資源評価は、すみません、まだデータをこれから集

めるところなので、具体的にそれがどういう結果になるかというのは今お示しすることは

できないです。 

 ただ、いろんな各県の方々、県の研究機関の方々が入っていただいていますので、今回

チューニングは一つパラメーターで入れたんですけど、もっとほかにあれば、もちろん何

でもかんでも入れるわけではないですが、資源の状況を各県の皆さんにもお聞きしながら

現場の感覚と合えば入れていくという形では進めていきたいと思っていますので、例えば

現場が全然減っているなんてことないのにその指標値を入れたらがんと減ってしまうよと

いうのであれば、そこら辺はいろんなことを考えながら作業させていただきたいと思って

います。 

 今、結果が全く本当に、実際手持ちがまだ全然ないのではっきりしたことは申し上げら

れませんけれども、とにかくデータがあるから入れてというような乱暴なことはもちろん

するつもりはありませんし、そこは各県の皆さんとも協力しながら、現場の情報も聞きな

がら、資源評価にはなるべく反映していけるようにしたいということを、すみません、今

現時点ではそれぐらいしか言えないんですけども、申し訳ありませんが。 
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【参加者】  ありがとうございました。 

 いや、もちろん将来のことなので、予測できないことは分かった上で質問しているんで

すが、今のお話あるようにどうしても不確実性がありますから、上振れ、下振れが出てく

る可能性はゼロじゃないと思うんですよね。だけど、そのときは今のように実態とちゃん

と照らし合わせながらということでの掘り下げをしていただくと。もうそこまでしか言え

ないし、我々もそれ前提で、さあ今からこれで行くのか、もうちょっと検討した上で行く

のかという判断をするという、その辺の材料をちゃんと出していただくという意味で聞き

ましたので。また管理のほうの議論で、それを前提にということでいいんじゃないかなと

思います。 

 ありがとうございました。 

【三野所長】  後ろの方、どうぞ。 

【参加者】  先ほどからいろんな意見、議論が出ておりますけれども、本庁としては立

派な資料を作ったつもりでおられると思いますが、我々漁業者に対しては、こういう意見

交換をするについて基礎をつくっていない、持っていない、そういう意見交換にしか見え

ないわけです。 

 農業政策あたりにしても一緒。農家あたりに減反政策、それに小麦とか大豆作ればちゃ

んと国が助成を出しているわけですよ。漁業関係に対しては、規制をしますよ、漁獲制限

をしますよと言うだけで、漁協をたたき、生産者をたたき、後継者不足をあおるようなや

り方だけにしか、今日の説明、意見を聞いていれば聞こえないわけですよね。こういう交

換会を何十回、何百回やっても同じじゃないか。 

 ちゃんとした意見交換をするのなら、あなたたちも漁業者が納得、理解できて、それな

らやりましょうかと一緒になってやるような基礎を持ってこなければ、いつまで何十回こ

ういう話をしても、あなたたちが行政の官の力で生産者をただいじめるだけにしか聞こえ

ないわけです。 

 だから、そういうことをしっかり肝に銘じて、帰ったら政策を１８０度転換して、こう

いう事業を、計画を進めたいから、こういうやり方ではどうかと、ちゃんと漁業者が生活

できるような基礎をつくって持ってきてこそ初めて、こういう意見交換会が立派にできる

んじゃないか。今はあなたたちの言い分を説明に来ているだけ、それしか聞こえないわけ

ですよね。 

 どうですか。農業政策あたりにしても一緒、小麦を作るにしても、何を作るにしても、
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ちゃんと国が手助けをしておる。しかしあなたたちが今日持ってきているのは、ただ抑え

込みに来ているだけにしか聞こえない。今後そういう計画を持ってこの会合を開く考えは

あるのかどうか、その点についてお尋ねいたします。 

【三野所長】  厳しい御意見だと承りました。 

 基礎という意味では、しっかり漁業者の方々とお話合いしながら施策については進めて

いきたいと思います。また、支援策についても、ＴＡＣの導入についてまた落ち込むよう

な話があれば、そういったときの支援策も検討をしていきたいと思っています。 

 いずれにしても、この場で全てこうやるというわけではなくて、皆さん方と一緒に検討

しながら、相談しながら決めていきたいと思っていますので、その辺は御了承、御理解い

ただきたいと思います。よろしくお願いします。 

【参加者】  ただいま、今後検討をと申されておりますけども、どのような方向でどの

ように検討されていくのか、その点についてもう少し突っ込んだ説明をお願いいたします。 

【永田室長】  ＴＡＣがどのような数量となるかという話、後の管理のところで説明し

ようと思っていた部分ではあるんですけれども、先ほど養松さんのほうから、ベースとな

るシナリオに加えて、変動を抑えるですとか、目標を若齢魚の漁獲を最大とした場合とい

う違う目標の設定というのもお示ししていただいています。今後、まさにこの検討会の場

で議論して、目標をどうするのか、そこに向けた獲り方、いわゆる漁獲シナリオをどうす

るかという中で、例えば目標の設定によっては、今より漁獲量を減らさないで済むような

シナリオも選択できるわけですし、漁業経営への影響を考えてどうやっていくか、極端に

漁獲を減らして経営に大きい影響が出ることがないようなシナリオを選んでいくかという

部分がまず、皆さんと議論して決めていくところだと思っています。その上で、まだ影響

が及ぶという部分についてどうするかというのは、その次の段階という話になってくると

思っています。 

 ですので、まずはどういうシナリオを選ぶかというところで、必要以上に制限をかけな

い、資源を持続的に利用しつつ、それだけじゃなくて当然経営も持続的にできるというよ

うなシナリオをどう選んでいくかというところの議論をまず進めていきたいと思っている

ところです。 

【参加者】  ただいまの答弁を聞いておりますと、ただ単に当たり障りのないような答

弁でございました。今後こういう意見交換をするに当たって、国としては、漁業者がそれ

ならと感銘できるような基礎をつくって意見交換会ができるのかどうかということを私は
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あなたに質問をしたわけです。だから今のでは、誰もここに来ているみんなは納得してい

ない、それじゃあということは誰もいないはずですよ。 

 だから、しっかりした、漁獲制限をするならするに対して、あなたたちに対しても国と

してこういう助成をしますよと、その漁獲制限分に対しては国が補償しますよとか、そう

いう根拠をちゃんとして説明をしない限りは。５年１０年先はこうなりますよ、その先が

というのは、あしたがどうなるか分からない世の中に、その１０年２０年先のこういうこ

とばかり決めておっては、いずれ日本は今のような状態が続いたら食料危機になってくる

し、あなたたちサラリーマンは生活はできん、餓死するような時代になってきてしまうん

です。 

 だから、ここで生産者と行政と一体となって手をつないでから考えていかないことには。

あなたたちがデータ、データとそういうことばかりで行政を進めていたら滅びてしまうん

だよ、漁業者は。だから、あなたたちも根本的に考えを１８０度変えて、漁業者と一体と

なって計画を進めるような考えを持って、こういう会合を開いていただきたい。さっきの

答弁じゃあ何も答弁になっとらんです。だから「検討します」というのは役所の役人の逃

げ言葉だよ。これだけは肝に銘じておきなさい。 

 そういうことでございますので、しっかりと漁業者が「それなら一緒にやりましょうか」

と言うような考えを、計画を持って、この次の会合に臨んでいただきたいと。以上です。

そういうことですが、どうですか、それについて。 

【三野所長】  おっしゃるとおりに、いろいろな水産施策について、こちら水産庁とい

たしましても話をしっかり受け止めて、各種施策の基礎といいますでしょうか、そういっ

たところをちゃんと御説明できるような形でやっていきたいと思いますので、よろしくお

願いします。漁業者の皆様方と一緒に検討していくと、寄り添っていくということには間

違いありませんので、そこのところは御理解いただきたいなと思います。よろしくお願い

します。 

【参加者】  しっかりとそういう考えを持って、生産者の立場になって考えていただけ

ば。一番我々が嫌うのは「検討しておきます」という役人の逃げ言葉というのです。それ

を我々に突っ込まれたら、あなたたち逃げ場のないように。「検討」という言葉はどこに

も詰めていけるんですよね。だから、そういう言葉は二度と使わないように。皆さんと一

緒になって考えてつくっていきましょうというなら分かりますよ。だから二度とそういう

言葉は使わないようにしてください。 



 -62- 

【三野所長】  はい、ありがとうございます。 

 ほかに御意見。どうぞ。 

【参加者】  養松さんに伺います。２点ほど伺います。 

 まず１点目が、３ページの令和３年１２月公表の資源評価結果概要です。このときに将

来の漁獲量の予想図を見せていただいて、このときも私はかなり厳しい意見を言わせても

らいました。これぐらい漁獲制限かけないと将来赤ラインはつくれませんよと、今のまま

いったらこの青ラインでこのように下ってしまいますよと、絶対あり得ないと、あのとき

言ったと思います。そして、１年ちょっとたった後に、今度は２１ページですか。今度は

青ラインが全く違うところに来ているんですよね。 

 このたった１年経過しただけでここまで変わった一番の理由を教えてください。 

【養松副部長】  御質問いただきましてありがとうございます。 

 資源評価は毎年やりますので、１年分、令和３年の値が入ったというのが一つ変更点で

すけれども、一番大きなのはチューニングですね、ここですね。令和３年の資源評価のと

きにはチューニングというのを入れていなくて、あくまで年齢別漁獲尾数から、従来どお

り、これまでどおり漁獲をしていたというような仮定の下で資源評価をしていました。 

 ところが、コロナのこともありまして、２０２０年とか２１年というのはなかなか操業

に行かれていないというようなお話もあったと思うんですけれども、年齢別の漁獲尾数を

求めて、コホート計算という資源評価の通常の方法に加えて、これはある漁業の単位努力

量という取れ具合みたいなものなんですけども、これを入れて、じゃあ実際に取りに行っ

ていなかった、だけど資源としてはいたんだというような、そこでは数字が出てきますの

で、それを資源評価の中に取り込むと親魚量というのは、例えばチューニングなしで令和

４年度資源評価をしていると、こんなにもう下がってきてしまって当然目標はますます遠

くなるというようなことであったんですけども、チューニングをすることによって、資源

というのがこれぐらいと。だから去年、ここが最新の値だったんですけど、ここまで持ち

上がっているということです。これだけ実際には海には、漁獲は行かなかったから取れな

かっただけでということです。 

 よろしいですか。 

【参加者】  はい、オーケー、オーケー、そこでいい。 

 そうしたら、チューニングをせんかったら、３年に公表したのとそんな変わっていない

という評価をしているんですね。 
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【養松副部長】  そうですね。入れていない場合の計算はしていませんけども、資源と

しては非常に今よりも結果悪かったということになるので、当然目標も遠かったというこ

とになります。 

【参加者】  分かりました。 

 当時も、２０年間この黒実線が凸凹しながらでもある程度の幅のところで、タイはどち

らかといえば青物と違ってあまり乱高下する品物じゃなくて、黒実線の凸凹を２０年して

いるのに、将来予測だけがぐっと下げてしまっているんですね。これを見せられたら、養

松さんの報告が全くもって信じられないという形になってしまうんですよ。 

 そして、私も、長崎にある研究所が西海区研究所と言いよった時代のときに、市場に来

て定点調査、体測調査したりしているのもずっと見てきたんですけど、県の試験場がして

みたり、西海区研究所がしてみたりしよったんですけど、ただそこの市場に揚がっていた

魚をどんどんどんどん計測するだけなんですね。それで漁業者等のヒアリングすることも

研究員はできないし、そういうのをベースにデータが作られていくんですよ。 

 これまでは、研究者が研究して作ったものが直接的に私たちの経営に影響するような状

態がなかったので、私たちも若干無関心であったという部分はあると思います。ただし、

今このＴＡＣに関して、この報告は、これからの漁業経営に直接影響する部分になってき

ますので、今までのような研究のやり方で出たデータをベースにされれば、もう全くもっ

て。今いろんな人の研究結果を見せてもらっているんですけど、残念ながら、はっきり言

います、養松さんがこの間ヒラメもやったけど、このタイとヒラメが一番信じられません。

両方とも同じような線を描いています、残念ながら。 

 それで、希望を出します。せっかくですので、これだけいろんな声が出ているから、市

場あたりで調査するぐらいじゃなく、もっと漁業者が肌で感じている部分、どう思ってい

るかとか、そこに研究者がもう少し近づいてもらう。私たちも近づく努力をします。先日

は大下先生が野母崎まで来られて、そしてちょっとした機器を、ちょっと協力してくれと

いうことで依頼を受けて、それを引き受けました。そういうことで漁業現場も研究者が少

しでもいい研究ができるようにという努力はしたいと思っていますので、もっと研究者も、

機構だけじゃなく各県にある試験場あたりも含めて、もう少し浜に近づいて、それで浜か

ら信頼されるデータが出せるように努力してもらいたいと希望します。 

 それで終わります。 

【養松副部長】  大変貴重な御意見どうもありがとうございます。おっしゃられるとお
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りだと思います。マダイもヒラメも、特にＴＡＣ魚種みたいなことはなくて、毎年資源評

価はしていましたけれども、そこまでぎりぎりやってこなかったところはあるんですけど

も、こういうことにもなってきた状況で、やはり漁業者さんたちと一緒に調査していくよ

うなこと、また県の方々とも協力しながら少し検討していきたいと思います。すぐに結果

が出るとはなかなか言えないんですけども、きっかけとしては考えていきたいと思います

ので、ぜひこちらこそよろしくお願いいたします。 

【参加者】  いろいろと説明いただいてありがとうございます。２点ほど、お伺いと参

考までに情報提供です。 

 今回養松さんに配付いただいた、ページでいうと１１ページ、各県別の漁獲量のデータ

が棒グラフで示されていると思うんですが、それで見るとちょっと見にくいんですが、実

は鹿児島県では漁獲量が減少というのは最近の傾向では見られていなくて、今手元にあっ

て示せないんですが、平成１４年から令和２年までの単純に漁獲量だけのデータで見ると、

実は右肩上がりから横ばいぐらいで増えているような状況になっています。実際今まで、

先ほど参加者の方から説明があったとおり獲っていない分もあるというところではあるの

で、やはり漁業者さんがおっしゃるように実態の資源量が果たして反映されているのかど

うかというのは疑問に思っているところでした。 

 あともう１点、質問ですが、母数が多いと目標値が高くなるというような説明を養松さ

んはされているかと思うんですが、すみません、ちょっと素人みたいな質問で恐縮ですけ

ど、例えば母数が６０ぐらいで今４０獲っていましたよという状況と、母数が実は１００

だったんだよ、そのうち４０しか獲っていなかったんだよという状況であれば、目標はむ

しろ高くなるんじゃなくて、もうちょっと獲れるよという方向に修正がなされるのかなと

聞いていて思ったんですが、その点を説明いただけるとありがたいです。 

【養松副部長】  ありがとうございます。 

 まず最初の漁獲量の件については、こちらは農林統計の漁獲量、県別のデータを使わせ

ていただいているので、そこのデータの中身がどうなっているのかというところをなかな

か承知もしていないんですけども、農林統計以外のデータなんかも少し当たったほうがよ

ければ確認していきたいなとは思います。 

 それから、二つ目の話なんですけども、ちょっと私が理解できていなかったかもしれま

せんけれども、目標が遠くなるか近くなるかという話でしょうかね。 

 目標というのは、ＭＳＹを求める計算の中でどれだけ親魚がいればそのＭＳＹになるか
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というところが一つ目標になるんですけども、その親魚量が、今１万２,１００トンです

けど、７歳、８歳、９歳がもっと本当は海にいるとなると、例えば実際には２万トンとか

３万トンとか親がいたとすれば、目標は３万９,０００だったとしても、そんなに大きく

遠くないわけですよね。だけど今は親魚がすごく少ないという資源評価結果になっている

ので、目標に対して非常に遠いというか、親魚がすごく少ないということになっていて厳

しい、なので目標のところに行くまでにはかなり厳しくしないといけないという。ちょっ

と簡単過ぎるかもしれませんけどそういうことかなと思いますが、いかがでしょうかね。 

【参加者】  説明ありがとうございました。 

 まず一つ目の資源量については、うちのデータも農水統計を使っているので、恐らく同

じ右肩上がり、もしくは横ばいの数字が得られていると思います。 

 ２点目については、海から魚を取ってくるわけじゃないですか。もともと想定していた

より評価は小さかったとしても実際は多くいたという結論であれば、それに対する制限と

いうのは緩くなる方向なのかなと勝手ながら思っているんですが、すみません、そういっ

た意味の質問でした。 

【養松副部長】  それはそのとおりです。目標を決めるための漁獲量のこの結果の表、

このグラフですかね、これは、漁獲の取り方とか再生産関係とか、そういうものは使って

いるんですけども、現状の資源量がどこかという数字は特に扱ってはいないので、現状の

資源が今この辺りにあるから目標は遠いんですけども、資源評価をしてみたら親魚は実際

はこれぐらいいたとか、これぐらいいたとかとなると当然、目標はここなので、目標がも

っと近いですから、現状の量にそんなに制限をかけなくても目標に近づくことになるとい

う。そういうことでいいかと思うんですが、大丈夫ですか。 

【参加者】  ありがとうございます。 

【養松副部長】  すみません。 

【三野所長】  どうぞ。 

【参加者】  まず、水産庁の皆さんにお尋ねします。この資源管理、ＴＡＣとかは誰の

ためにするんですか。 

【永田室長】  もちろん漁業者さんの将来にわたっての漁業の継続、資源を利用できる

ようにというところがまず一番にありますし、消費者の皆さんに魚を食べ続けていただけ

るように供給するというところからの資源管理と考えています。 

【参加者】  実は何で私がそういう質問をするかといえば、ここに参加しておられます
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漁協さん、漁業者の方々は毎年、タイ、ヒラメの放流事業を行っているわけですよね。そ

れも自分たちの金を投じて。しかし、魚を増やす放流事業を行う漁業者に何でそれを獲る

なと言うんですか。そうしたら放流事業を行う必要がないんじゃないですか、はっきり言

って。 

 漁業者は、漁協は、放流事業をして魚を増やしてそれを獲るというシステムの中で今ま

で頑張って放流事業を行ってきたわけですが、それを、金を投資してタイやヒラメは放流

する、しかしながらそれは獲るなと。それと逆に放流事業も何もしない遊漁者にはただの

協力を求めるというばかげた話をしてあるんですが、これはどういう意味ですか。 

 しかし本当に、先ほどから長崎県、鹿児島県、いろんな方が言われますが、もう漁業者

は、漁協は、既に資源管理はできているんですよ。漁業者は、先ほど言われたようにもう

１０年、うちの漁協だったら十七、八年ですかね、６,０００名おった組合員がもう今は

半分の３,０００人ですよ。それが一番資源管理じゃないんですか。しかしそれでも飯は

食われんということで、先ほど言った遊漁のほうに転換をしているわけですよ。 

 養松さんに言いたいのは、先ほどのこのデータは、誰がこのデータを作ったんですか。

こう見てみれば、栽培漁業センターとかそういう協力ですか。 

【養松副部長】  データを作ったというのは、基礎となるデータはどこから上がってき

ているとかということでよろしいですか。 

【参加者】  漁業者は、栽培漁業の危機も来るんじゃないですか、放流事業を行えど。

しかし水産庁がどうしてもそういう資源管理をすると、ＴＡＣを組むということになれば、

放流事業の金を水産庁からどんと出せばいいんじゃないですか。 

 どうぞ。 

【永田室長】  もちろん、今、漁業者さんが放流事業へ取り組まれていて、先ほど評価

の中でも放流がある前提だとこうだという将来予測があるとおり、その放流の効果もある

というところは認識しております。他方で、そういう放流している漁業者さんに規制かけ

る一方で、遊漁は何もしないのかというところについて、今我々としても当然、特にマダ

イの場合、遊漁者による採捕というのが相当の量あるというのは認識しております。まだ

なかなか具体的にその数量を評価の中で反映するというところまでは至っていない状況で

はありますけれども、仮に漁業者さんの漁獲をＴＡＣで管理するということになった場合

には、それに合わせて遊漁のほうも管理を進めていくということは必要だと思っています。

そのためにもまずは遊漁による採捕がどのくらいあるのかという実態を把握していってで
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すね。遊漁の管理を進展させるためにもまず把握することは必要ですし、漁業者さんが資

源管理の取組を進めていく中で遊漁をどうしていくかというところもしっかりとやってい

きたいと思っています。 

 なかなかプレジャーボートまで急にやるというところは難しいですが、今は協力を求め

るという段階でやっているところはありますけれども、特に遊漁船のほうは、より報告を

してもらうというところを今後しっかりとやっていく必要が、まずそこから取り組んでい

く必要があるとは思っています。遊漁は何もしないでいいと思っているわけではないです。 

【参加者】  そうしたら、漁業者だけ先にこういう規制をかけて、後から遊漁という話

ですか。 

【永田室長】  順番として遊漁が先というふうにはちょっと難しいとは思っていますが、

漁業者さんが取り組む中で、遊漁も一貫性のある管理というのは進めていくという方針で

はおります。 

【参加者】  しかし、するんだったら、遊漁も全部詳しく調べて、そんなに急いでせん

でも、遊漁と一緒にスタートすればいいんじゃないですか。 

【永田室長】  また後で詳しく説明したいと思っていたんですけれども、ＴＡＣを開始

するというときも、いきなり今、既存の魚種でやっているような管理をやるということは

考えておりませんで、まず漁獲報告をしっかりしていただくというところから段階的に進

めていくということを考えております。そのような中で、遊漁についても段階的に取組を

進めていくというようなことかなと今は考えているところです。 

【参加者】  だから一緒にするのかって。官僚答弁は止めて、一緒にするのかって言っ

てるんだから、するかせんかを。 

【永田室長】  まずはその報告というところからしっかりやっていきたいと思っていま

す。 

【三野所長】  じゃあウェブの方からの御意見を。お願いします。 

【参加者】  先ほどから、資源の評価といいますか、漁業者と評価でかなり認識が違う

という状況だと思うんですけれども、資料の１７ページの再生産関係の簡易版、図６とい

うのを見ていただきたいと思うんですけれども、実際にここで丸でプロットされているの

が、実測といいますか、過去２０年くらいのところがこういうところにあるという中で、

この青線の関係式を一応仮定して資源の状況を評価しているということだと思うんです。 

 実際に親魚量としてＭＳＹレベルの親魚量というのは、ここの図よりもずっと右側の三
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万何千というところになるということだと思うんですけれども、実際にこのように点が密

集しているような場合、いろんな形でその関係式は当てはめができるのかなと思いますし、

漁業者の感覚と全く違うような評価が出ているということであれば、まずこの再生産関係

式のところをもう一度きちっと見直すといいますか精査して、漁業者のほうがある程度納

得できるようなものにもう一度検討し直すということも考えてみるのがいいのではないか

なと考えます。 

【養松副部長】  どうも御意見ありがとうございます。 

 おっしゃられるとおりで、ちょっと再生産関係のプロットにあまりバリエーションがな

くて、これでフィットしているかと言われるとちょっと厳しいところではあるんですけれ

ども、その辺りも引き続き、見直しも多分かかっていくと思いますし、検討していきたい

とは考えています。 

 すみません、それ以上今は申し上げられないんですけども、御指摘ありがとうございま

した。 

【参加者】  多分この図からだと漁業者はずっと納得しないと思うんですよね、今の資

源評価に対して。ですから、本当に真剣に考えていただければなと思います。漁業者がこ

の図を見て、本当に今ので納得できているのかどうかというのを、もう一度漁業者の方も

考えてみていただければなと思います。 

 以上です。 

【養松副部長】  どうもありがとうございます。 

 現場の感覚とそごがあるというところはもう重々、令和３年、もしかしたらその前から

かもしれませんけど、御指摘をたくさんいただいているところですので、それがどこに起

因するのか、そこを埋めていく作業というのは非常に重要な作業かなと思っております。

どうもありがとうございます。 

【参加者】  すみません、今の話が出たので、せっかくの機会なので前向きにというこ

とで今のをフォローしますと、こういう形で再生産関係がすごく集中して出てくるという

のは、私なりの見解としては、めちゃくちゃ再生産が安定しているか、再生産関係がない

場合だと思うんですよ。要するに親子関係が明確じゃない場合、もしくはめちゃくちゃ物

すごく関係がある場合、どちらかと思うんですよね。 

 神戸プロットの漁獲量との関係でいったら、緑と黄色と赤のこの十字のところをぐるっ

と回るという形になると、漁獲の影響というのが非常に出ている魚種、系群とかというの
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はそういう感じで出ると思うんですが、赤色のゾーンなのに非常に安定しているというの

は、神戸プロットの考え方としてもかなり不自然なことだと思うんです。 

 そこで考えるのが、系群が鹿児島から鳥取ぐらいまでじゃないですか。そうすると、例

えば鹿児島湾の産卵期というのと鳥取の産卵期というのは水温差があるからずれるんです

よ。そうすると、鹿児島で産卵したものというのは対馬暖流域で、天草海ずっと五島沖、

日本海行ったら卵自体が輸送されていくということで、その地域の再生産が失敗しても、

西、南から流れてくるところでどこかで再生産が成功する地域があったら補完するという

形で、地域ごとの６歳ぐらいまでで沖と沿岸で行ったり来たりしている個体群が、失敗し

ていてもそれを補完するみたいな機能が効いている可能性あると思うんですよね。 

 だから、そういうところもちょっと実際の漁業実態とその生態的なところとかをもっと

掘り下げないとアジャストしてこないと思うので、個別の話になりますけど、せっかくな

のでそういうところも含めて前向きに、先ほど話がありましたように漁業者も協力して、

どういう状況かとヒアリングとかにも応じていくことによって、ああなるほどという話は

出てくるんじゃないかと思うんです。だから、その辺をぜひ掘り下げていただきたい。 

【養松副部長】  どうも御意見ありがとうございます。おっしゃられるとおり、系群一

つで全部まとめた形で親の量と子供の量というのを出して、その関係ということで出して

いるので、おっしゃられるような作用が、知らず知らずのうちに作用している可能性とい

うのは十分考えられると思います。なかなか個別のエリアの情報というのは集め切れてい

ないというのも御指摘のとおりですので、県の方々と協力しながら、その辺り少し前向き

に考えていきたいと思います。どうも御意見ありがとうございます。 

【三野所長】  それでは、議論もいろいろ出ておりますけれども、１５分ぐらい休憩し

て次の議題に移りたいと思います。 

 それでは、３時５分から再開しますので、よろしくお願いします。 

（ 休  憩 ） 

【三野所長】  それでは、よろしいでしょうか。再開したいと思います。 

 続きまして、資源管理の資料のほうを説明させていただきます。資料７、ＴＡＣ管理の

ステップアップの考え方及びスケジュール、令和４年４月に開催されました資源管理手法

検討部会で整理された論点や意見に対する対応方向、これは資料８にまとめてございます。

また資料９に、漁獲シナリオ等の検討についてという資料がございますので、永田より説

明いたします。 



 -70- 

【永田室長】  それでは、管理の関係の説明資料、７、８、９の三つございますが、一

括して御説明させていただきます。 

 資源管理手法検討部会で意見、論点を整理したものについての対応方向についての御説

明に関して、ＴＡＣのステップアップの考え方という中でその対応するという説明になる

部分が幾つかございますので、まず資料７で御説明したいと思います。 

 新たなＴＡＣ魚種につきましては、先ほどもちょっと簡単に申し上げましたが、既存の

ＴＡＣ魚種と同様の管理をすぐに行うということは難しいと考えておりまして、ＴＡＣ導

入当初は緩やかな柔軟な運用として段階的に進めていく必要があると考えております。 

 このステップアップ、下のステップ１、２、３と下から段々上がっていくような形で図

を示しております。まずステップ１では、ＴＡＣ魚種として漁業法で位置づけて、ＴＡＣ

報告の義務化というところからまず入るわけですけれども、ここでは漁獲情報の収集体制

を構築していくということを主眼に考えております。ですので、このＴＡＣ報告を漁業法

に基づいて義務化して、また、この情報というのは資源評価の基礎となるものでもありま

すので、評価にもそれを生かしていくというようなことを考えております。 

 この段階では、ＴＡＣの総量は決めて、大臣管理ですとか各都道府県の管理区分は設定

しますが、具体的な数字を配分するということは考えておりませんで、実質的に国で全体

を一括で管理するというような形を考えているところです。 

 そして、ステップ２としましては、ステップ１で得られた漁獲データを基に資源評価の

改善もしつつ、ここでは都道府県等それぞれの管理区分への配分を試行的に行って、具体

的にそれぞれ目安となるような数字を示すことになりますけれども、その中で具体的な管

理の内容の検討ですとか、漁獲の積み上がりの状況がどのようになっていくのかという管

理の試行を行っていくことを考えております。 

 この期間中に、実際漁獲の状況を見ながら、留保をどのように配分していくのかとか、

数量明示で配分することになる都道府県あるいは大臣管理の漁業といった区分の間で数量

を融通するというようなやり方をどうすればいいのかという、いわゆる練習をする期間と

して位置づけていきたいと考えております。 

 また、ここの期間には、その後見直すことになる漁獲シナリオの工夫の仕方ですとか、

あるいはＴＡＣの管理として未利用の数量を繰り越すですとか複数年で数量を設定すると

いうようなことも含めて運用の検討を進めて、よりよい形の制度にしていきたいという期

間でございます。 
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 ステップ３としましては、管理の仕方としては既存のＴＡＣ魚種と同様な管理を進めて

いくことにしますが、目標ですとか漁獲シナリオというのは、原則５年で見直すところを

ここは３年で見直して、最終的な調整も行っていきたいと考えております。 

 ステップ１、２の期間で様々な課題への具体的な対応というのも決めていくというとこ

ろで、ここを我々としましては３年間でそういったことができるような状態にして、ステ

ップ３に移っていきたいと考えているところでございます。ステップ３においても、ここ

では既存のＴＡＣ魚種と同じような管理をしますが、シナリオの見直しを３年間で行うと

いうことを考えております。 

 次のページには、それぞれの今申し上げたようなところをより詳しく書いてございます

が、ここはどちらかというと漁業者さんから見てというよりは、管理する側、行政側から、

どのような仕組みになるかというようなことを記載しているものです。 

 繰り返しになりますけれども、資源管理の目標、シナリオ、ＴＡＣの設定という部分は、

まず目標を決めて、ステップ１、２は継続しますが、３に入る段階で、その時点での最新

の資源評価も踏まえてまたシナリオを考え、ステップ３を３年やった後にまたシナリオの

見直しを行うというものです。ＴＡＣの配分につきましては、ステップ１、２では目安と

しての数字というところにとどまりますし、ここの期間では仮にその目安の数字を超えた

としても、採捕停止の命令は行わないというような運用を考えているというものでござい

ます。 

 次に、資料８に移ります。資源管理手法検討部会で整理された意見や論点の対応方向と

いうものでございます。 

 四つの項目に分けまして、漁獲等報告の収集について、資源評価について、資源管理に

ついて、ステークホルダー会合で特に説明すべき重要事項について整理しております。評

価の部分は、先ほど水産機構からの説明の中にも一部ここで書いてあるものと重複する御

説明がありましたけれども、順番に説明してまいります。 

 ３ページ、３番目のスライドを御覧ください。まず、漁獲等報告の収集についてでござ

います。 

 意見、論点としまして、漁協、市場出荷については把握は可能だが、市場外流通や活魚、

遊漁の数量についても把握すべき、農林水産統計の収集方法について説明してほしいとい

う御意見がございました。 

 本日も議論の中で、漁獲量データはどのように収集しているのかというお話がありまし
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た。現在、先ほど申し上げたように資源評価で漁獲量として農林水産統計を利用しており

ますが、こちらは地方農政局及び各都道府県拠点が、地域の事情に合わせてデータ収集を

行い作成しているというものでございます。海面漁業生産統計は、水揚機関調査、漁業経

営体調査及び一括調査等を組み合わせて、重複がないよう合算して作成しています。 

 ５ページ目に、海面漁業生産統計調査の情報収集の流れを図で描いておりますが、漁協

とか産地市場、市場のデータだけでなくて、直接経営体に調査員が聞き取り等によってデ

ータ収集しているものですので、市場に出荷されたもの以外も含めてこの中にはデータと

して取り込まれているというものでございます。もちろん１００％完全にカバーできてい

ないところもあるかと思いますけれども、こういった部分については今後、先ほど申し上

げたステップ１の中で、さらに高い精度で漁獲情報を把握できるように都道府県庁等と協

力しながら、ＴＡＣ報告の体制の整備を進めてまいります。 

 また、得られた漁獲情報も踏まえて、ステップ２においてＴＡＣ管理の詳細について皆

さんと検討を進めていきますので、そういった面でも正確な漁獲情報の提供をお願いした

いと考えております。 

 こうした体制の整備に当たりましては、スマート水産業等を活用したＴＡＣ報告の労力

を軽減する工夫についても併せて進めていきたいと考えております。 

 また、先ほどもありました遊漁の扱いですけれども、遊漁者の採捕につきましては、昨

年度に報告システムを構築したところでありまして、関係団体、都道府県庁を通じて採捕

量の報告について協力を依頼し、今把握に努めているというところでございます。 

 それにつきましては今度スライドの６番目のところに絵を載せておりますけれども、水

産庁のウェブサイトですとかＬＩＮＥアカウントを使った報告をしていただくような仕組

みをつくっておりまして、今、遊漁の関係の団体ですとか都道府県を通じて協力を求めて

いるところでございます。 

 次に７ページをお願いします。資源評価についての部分です。先ほど評価の説明がござ

いまして、重複する部分がございますので簡単に触れていきたいと思います。 

 ①で、資源評価結果について疑問がある、②として、資源評価結果は現場の感覚と全く

合わない、評価結果に基づく数量管理を導入すれば大幅に漁獲量を削減する必要があり経

営が成り立たない、現場で納得できるデータをそろえ再度計算して改めて評価結果を示す

べきという御意見をいただきました。 

 先ほど御説明がありましたとおり、経済価値の高い若齢魚の漁獲量の最大化を目標とし
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た場合ですとか、将来の漁獲量の変動幅を一定以内に制限した場合というケースの将来予

測も示していただいたところでございます。 

 ＭＳＹベースの評価結果、評価自体は、国際的にも遜色のない手法によって最善のデー

タを用いて実施されているものですし、評価手法は定期的に第三者による検証を受けるこ

ととされているところでございますので、評価結果自体はＴＡＣ管理を行う上で科学的に

は十分な精度を有しているものです。 

 先ほど申し上げた情報収集体制の中で、４ページ目に電子的な情報収集体制の構築の取

組と載せておりますけども、こういった体制を整えることでより資源評価の精度は向上す

るものですので、そういった形での情報収集をしっかりと行っていけるようにしたいと考

えているところでございます。 

 ８ページ目をお願いします。 

 外国漁船や遊漁による漁獲の状況と資源評価への影響を示すべき。こちらも先ほど評価

の御説明の中でありましたけれども、このマダイの資源は、一部が外国水域を行き来して

いるという可能性は排除できないものではございますが、我が国沿岸各地に産卵場が多数

存在しておりまして、また大きな回遊が想定されないというところですので、外国漁船に

よる漁獲がこの資源の評価結果に与える影響は大きくないと認識しているところです。ま

た、日本水域で管理し増大した資源が韓国水域に移動して漁獲される可能性も低く、我が

国漁業者が管理による資源の増大の利益を享受できるものと考えております。 

 遊漁による漁獲は、漁獲量や漁獲物のサイズなど詳細なデータが乏しく実態を十分反映

できているとは言えませんが、影響の程度の検討はしております。また、先ほど申し上げ

たとおり遊漁者の採捕に係る報告システムを構築し、今、採捕量の把握に努めているとこ

ろですので、得られたデータは資源評価へ活用し、資源評価の精度向上を引き続き図って

まいります。今後、遊漁の管理を検討していく上でも、ＴＡＣによる資源管理を行ってい

くということは重要だと考えております。 

 ４番目、資源評価の精度、信頼性や他の系群との違いなどを説明すべき、検証可能なデ

ータを開示すべきというところは、先ほど資源評価の結果の中で説明がございましたし、

データにつきましても水産機構のホームページで公表されています。 

 ９ページをお願いします。資源管理についてです。 

 ＭＳＹベースの目標管理基準値設定の妥当性について検討すべき、中長期的に安定した

漁獲量が設定されるシナリオを採択すべきというところです。これは繰り返しになります
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けども、経済価値の高い若齢魚の漁獲量最大化を目標とした場合ですとか、将来の漁獲量

の変動幅を一定以内に制限した場合の将来予測結果も先ほど示されたところでございます。 

 この会議において、ＭＳＹベースの目標値に加えて、これらの社会経済的な要素を加味

した将来予測の結果を踏まえて、資源管理の目標及び目標を達成する漁獲シナリオについ

て議論します。この後そのシナリオの提案をさせていただきます。 

 ③です。種苗放流が資源を下支えしており、種苗放流を反映した数量配分を行ってほし

い。ＴＡＣの数量を各県ですとか大臣許可漁業に配分した上での管理というのは、先ほど

のステップアップの考え方でもお示ししたとおり、ステップ３から行う予定としておりま

す。このステップ３に向けて、具体的な配分基準の策定に当たっては、資源評価を踏まえ

つつ種苗放流の実績の扱いについても含めて、引き続き関係者の皆様と議論して決めてい

きたいと考えております。 

 １０ページをお願いします。底びき網、ごち網、定置は狙わずとも混獲があり、選択的

な放流技術の開発や休漁補償等の影響緩和策と併せて慎重に議論する必要がある、また、

操業停止になりにくい管理手法の検討が必要という御意見がございました。 

 これに関しましては、これまでの既存魚種のＴＡＣ管理においても、国の留保枠の設定

ですとか管理区分間での融通など、年による漁場や来遊時期の変動を踏まえて、操業停止

とならないような管理の工夫を取り入れてきております。今後もこのような管理手法を継

続するほか、先ほど御説明しましたステップ１、２で各漁業における漁獲実態の把握に努

めるとともに、他の魚種のＴＡＣ管理の事例も参考にしながら、追加の管理手法について

も皆様と検討してまいりたいと考えております。 

 その上で一時的な減収が生じるような場合には、資源管理を行う漁業者の方々に対する

各種支援策を検討してまいります。また、新たな資源管理システム構築促進事業のうち数

量管理のための技術開発の予算を活用して、定置網漁業等での混獲回避や放流技術の開発

を進めて、その成果について広報、普及に努めてまいります。 

 １１ページ目は、今ほど説明した留保枠等の管理上の工夫について御説明しているもの

ですので、見ていただければと思います。 

 １２ページ、遊漁者、外国漁業なども一様に管理に取り組むべきという御意見につきま

しては、遊漁者の採捕については、昨年度、報告システムを構築したところであり、関係

団体、都道府県庁等を通じて採捕量の報告について協力を依頼し、まずは採捕量の把握に

努めているところです。今後は、遊漁の管理を進展させるためにも、採捕量の大半を占め
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る漁業において数量管理や漁獲量の報告システムを先行してしっかり構築させておくこと

が重要です。 

 また、外国の漁業については、先ほど御説明したとおりその影響は大きくないと認識し

ていますが、今後の動向を注視してまいりたいと考えているところです。 

 １３ページです。ステークホルダー会合で特に説明すべき重要事項についてということ

で、まず一つ目が漁獲量の削減幅を抑えた場合の将来予測について示してほしいというこ

とで、先ほど水産機構のほうから御説明いただいたところです。 

 一般論としましては、天然資源の状況は毎年変動していきますので、資源の変動に合わ

せて毎年ＴＡＣを変動させる管理と、変動幅を少なくしたＴＡＣの管理、この二つを比較

しますと、例えば１０年といった中期的な漁獲量の累計としましては、変動幅を少なくし

たＴＡＣ管理のほうが小さくなるというところでございます。 

 ②、③です。マダイは多種多様な漁法により漁獲され、多くの漁業者、漁協が関係する

ことから丁寧な説明と十分な支援策が必要。資料は漁業者に分かりやすいよう作成し、開

催前に余裕のあるスケジュールで資料を公表してほしい。 

 新たな資源評価や資源管理につきましては、関係者の疑問や指摘を踏まえつつ、できる

だけ平易な表現を用いることや分かりやすい資料の作成、改善を行い、できる限り早い資

料の公表及び丁寧な説明に努めているところでございます。 

 新たなＴＡＣ魚種については、先ほど御説明しましたステップアップの考え方により、

導入当初は柔軟な運用として、採捕停止命令の発動を控えることを含めて段階的に対応し

ていくこととしております。ステップ１及び２の間に漁獲量の報告体制を整備しながら、

関係者との議論を踏まえつつ、漁獲実態等を踏まえた適切な漁獲シナリオや管理の運用ル

ールなどを採択していくこととしております。 

 その上で一時的な減収が生じるような場合には、資源管理を行う漁業者の方々に対する

各種支援策を検討してまいりますというものでございます。 

 １４ページは、次に向けてということで、検討プロセスの流れを示しているところでご

ざいます。 

 本日は③のステークホルダー会合の１回目ということでございます。ステークホルダー

会合では、資源管理手法検討部会で整理された意見や論点を踏まえ、具体的な管理につい

て議論することとしておりまして、本日はその第１回目ということでございます。 

 ステークホルダー会合で、このシナリオ、目標、管理の方向性が取りまとめられました



 -76- 

後に資源管理基本方針を策定するという流れで、案についてパブリックコメントを実施し

た後、水産政策審議会への諮問、答申を経て、正式に決定されるとなっております。 

 続きまして、資料９も併せて御説明いたします。こちらは、このステークホルダー会合、

まさにここで議論して決めていくことになる、目標とシナリオ等についての案をまずお示

しさせていただくものでございます。 

 資料の２ページ目、３ページ目は、先ほど御説明がありました資源評価の結果のおさら

いでございます。 

 ２ページ目ですけれども、資源管理手法検討部会での意見を踏まえて、若齢魚（１歳～

６歳）の漁獲量が最大となることが期待される親魚量を目標とした場合の結果も新たに示

されたところでございます。また、漁獲量の変動幅を抑える変動緩和措置及び種苗放流を

考慮した場合の将来予測も先ほど示されたところでございます。 

 若齢魚の漁獲量が最大となることが期待される親魚量を目標とする場合、ＭＳＹを達成

する親魚量を目標とする場合に比べて、当面の漁獲量（＝ＡＢＣ）の予測は大きくなりま

すが、限界管理基準値を下回る確率は変わらないということでございます。 

 具体的に申し上げますと、ＭＳＹを達成するための親魚量としての目標基準値は３万９,

３００トンですが、若齢魚の漁獲量が最大となることが期待される親魚量ですと１万３,

１００トンとなります。限界管理基準値としては８,９６０トン、禁漁水準値としては１,

４４０トンということで、ちなみに２０２１年時点での親魚量としては１万２,１００ト

ンという結果でございました。 

 そして、この目標の違いによる年別の平均漁獲量、それから、２０３３年に親魚量が目

標管理基準値を上回る確率、これは次のページ、３ページに表が載っております。そして

親魚量が限界管理基準値を下回る確率と、この三つそれぞれを二通りの目標について示し

て表で並べているものが、３ページの下のものです。上の段がベースとなるケースで、Ｍ

ＳＹを目標とする場合、下が、若齢魚の漁獲量の最大化を目標とし、さらに種苗放流を想

定した場合でございます。 

 先ほど説明があったとおり、ＭＳＹを目標とする場合ですと、漁獲量を一旦大幅に下げ

た上でその後回復していくというふうになりますが、若齢魚の漁獲量の最大化を目標とし

た場合は、現状よりも漁獲量を減らす必要がないこの一番上の１.０×Ｆ８４％ｍｓｙと

いう場合であっても、２０３３年に親魚量が目標を上回る確率というのは８９％になりま

すし、限界管理基準値を下回る確率はゼロ％というような評価となっております。 
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 ４ページを御覧ください。ここが今回提案する漁獲シナリオの案でございます。 

 上の四角のところですけど、ステップ１、２では、当面の管理の目標となる暫定的な目

標管理基準値として、若齢魚（１歳～６歳）の漁獲量が最大となることが期待される親魚

量を定める。ステップ３では、最新の資源評価結果等を基に、必要に応じて見直すことと

する。限界管理基準値については、下回ってはいけない資源水準であり、ＭＳＹベースの

目標管理基準値に基づいて定めることとすると。そして、これらを前提とした上で、２０

３３年に親魚量がＳＢ８４％ｍｓｙ、つまり若齢魚の漁獲量が最大となることが期待され

る親魚量を上回る確率が５０％を超える漁獲シナリオとして、種苗放流を想定した１.０

×Ｆ８４％ｍｓｙを採用するというものです。 

 具体的な目標としましては、目標管理基準値は３万９,３００トンですが、暫定的な目

標管理基準値として１万３,１００トン、限界管理基準値は８,９６０トン、禁漁水準値は

１,４４０トンとする案でございます。 

 次に、ＴＡＣ管理の対象の範囲の案です。６ページを御覧ください。 

 資源評価の分布域と同様に、鳥取県から鹿児島県の佐多岬以北までの日本海、東シナ海

の府県を対象といたします。大臣許可漁業（沖合底びき網漁業）に係る管理対象の水域に

ついては、この分布域と重なる操業水域を対象とするという案でございます。 

 最後に、７ページ、管理期間の案です。 

 ＴＡＣを設定する場合の１年の取り方ですけれども、ここに月別の漁獲量をグラフで載

せております。資源全体の月別の漁獲量を見ますと、春に盛漁期を迎えるということで、

管理期間の終わりが盛漁期と重ならないようにというようなことは考慮して管理期間を取

って、この場合１月から１２月ということで管理期間を設定したいというシナリオ等の案

でございます。 

 まとめて御説明しましたが、説明は以上です。 

【三野所長】  ありがとうございます。 

 それでは、ただいまの説明につきまして御意見、御質問がございましたら、挙手の上お

願いします。所属、お名前を述べていただいて御発言をお願いしたいと思います。 

 それでは、奥の方。 

【参加者】  大臣許可、県知事許可の件で、大中まき、中小型まきの混獲に関して、何

かこれには資料がないようにありますが、考え方としてはどのように考えておりますか。

水産庁の方、よろしくお願いします。 
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【永田室長】  まず大臣管理のところにつきましては、漁獲実績を見て、一定の漁獲量

があれば管理区分を設けて管理していくという方向になります。そこは漁獲実績を見て決

めていくということになります。 

 中型まき網、各県の中での話になると思いますが、それぞれその県に配分された数量あ

るいはその目安となる数量の中での管理ということになります。もちろん混獲も含めてそ

の中での管理ということになってまいります。 

【参加者】  そのデータ的には、確実に混獲の水揚げ量は上がるんですかね。 

【永田室長】  今、まだ漁業法に基づくＴＡＣ報告としての義務化というのはされてい

ない状況ですので、今度、先ほど申し上げたステップ１が始まれば、漁業法に基づいてＴ

ＡＣ報告が義務化されますので、その中でしっかり報告をしていただく必要がありますし、

そこで情報収集をできるように体制整備していくということになります。 

【参加者】  ありがとうございました。 

【三野所長】  どうぞ。 

【参加者】  今回ステークホルダー会合ということで、水産庁のホームページにも議事

録が載るということで、四、五点ほど確認してほしいことがあるんですけれども、まず一

つ目が、これはカタクチイワシの会合のときにもありましたが、今回タイのときに、今回

の会合であまり私の耳に入らなかったのが、このＴＡＣ管理を実行する前、要は漁業者の

十分納得した上で実行をするというのをカタクチイワシのときはしてもらっていたんです

けれども、それは同様かどうか。まあそれは後でいいです。 

 それで、２番目ですね。こちらはタイということで、今度はかなり多くの漁業種類の方

が影響を受けるということで、問題としましては時期とか場所があったりします。こちら

の資料８の１０ページに、今までの意見や論点に関する対応の方向ということで、上のほ

うの２行目ぐらいからなんですけれども「操業停止とならないような管理の工夫を取り入

れてきました」という文言が入っていて、資料７のステップ３のほうには、②に「採捕停

止命令を伴うＴＡＣ管理の実行」ということで、これはどっちなんだということなんです

ね。緩和するのか、それともかっちり決めるのか、どっちなのということで、それは後で

教えてほしいところであります。 

 それと、要はこの管理というか、水産庁さんにちょっと考えてほしいのは、漁業者の生

活ということがまず第一にあるんですね。ということが、その漁獲量というのが、毎月一

定量ずつずっと獲れるわけではないんですよ。さっきのグラフを見たとおり、何月に集中
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とか秋に集中とか、場所とか時期によって全然違うわけですね。それで、例えば今度、以

後がつんと獲れた場合に、１トン取れて１００万円、１０トン取れたら１,０００万じゃ

ないんですよ、水揚げ額は。そこら辺の考え方もちょっと取り入れてもらえないと困るん

ですよね。半額になってしまったりとか、１０トン獲れてしまうと５００万、そういう世

界なんですよ。 

 ですので、獲れた場合、量は増えるんだろうけど、漁獲金額はトータルからしてみると

減ってしまうんですよね。本来１０トン獲れて１,０００万あったほうがいいんでしょう

けど、実際は５００万ぐらいしか上がらない、そういう状態になってしまうんですね。そ

ういうことも勘案していただいて。漁業者さんの生活は、獲れたら獲れたで、規制がかか

ったらかかったで、本当苦しくなる場合もあるんですね。そういうこともちょっと考えて

いただきたいと思います。 

 続けてですけれども、今度、保険を掛ければいいじゃないというふうな、以前カタクチ

イワシのときにもあったんですよね。魚が獲れなくなったときに保険を掛けていればいい

じゃないかということなんですけど、小型漁船漁業の場合に、水揚げ額が極端に二、三百

万とか少ない漁業者さんがうちにほとんどの割合でいるんですね。そういう方たちは漁業

共済とか積立ぷらすとか、掛け損とかそういう話になってしまうんですよ。そういう実態

を水産庁さんがあまり把握されていないし、そういうのの検討もしてくださいねというこ

とでしていたんですが、まだ回答もないという状態ですね。 

 それと、今度は配分についてですけれども、枠いっぱいになったとき、そういう対応を

迫られたときに、マグロがそうなんですが、水産庁さんの対応がちょっと遅いんじゃない

かと。１週間も２週間もかかってもらっては、そのときのタイミングを逃してしまうんで

すよね。もう獲れない時期になってしまってから「はい、いいですよ」と言われても、ち

ょっと困るので、その辺のルート化をちゃんとマニュアル化して県にも下ろすような形に

していただけないかなと、迅速に対応していただけないかなと。緩和するなら緩和するで、

その対応の早さも必要ではないかということですね。 

 あと一つだけ。今度は遊漁者に関しての話ですが、遊漁者の報告、対策ですね。先ほど

私の隣の会長さんが言われていたところなんですが、どうやって遊漁者さんが正確に報告

できるような体制をつくるのか、これが全く説明では皆さん納得がいっていないところな

んですよ。ですので、そこを具体的にですね。ただ単にその団体に投げかけているだけじ

ゃなくて、実際こういうふうにさせるようにしますと、そういう何か具体的な方策がない
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と皆さん納得しないと思います。ですので、そこら辺のやり方、特に資料７のステップ１

のところぐらいでもう遊漁者あたりに完全に義務化して、資料を積み上げた上でこういう

管理に走るのがいいんじゃないかなと思います。 

 一応最後に言わせていただきますと、カタクチイワシのときにこういう検討を、１回目

のステークホルダーで言ったつもりだったんですけれども、２回目のステークホルダーで、

「検討します」「今後関係者との協議を進めてまいります」、そういう答え方では漁業者

をばかにしていると、皆さんそういうふうな言い方をされるんですよ。水産庁は漁業者を

ばかにしているのかと、そういうことをやっぱり言われるんですね。ですので、そういう

ことがないように具体的な対策をしていただきたいと思います。以前長崎に来られたとき

に松島さんにも、三野さんもいらっしゃったと思いますけれども、再度これを言わせてい

ただきます。よろしくお願いいたします。 

【永田室長】  御意見ありがとうございます。非常に多く御意見いただいて、７点かな、

あったと思います。順番に答えていきます。もし漏れていれば御指摘ください。 

 まず、漁業者の理解を得てという部分でございますが、もちろんこの全体のロードマッ

プの中に書いているとおり、今回まさにこの議論していく中で、その目標ですとか漁獲シ

ナリオについては漁業者さんの理解を得た上で進めていくというところが前提になってお

ります。先ほど提案したものについてです。 

 さらにそのステップアップの中で、先ほどステップ１、ステップ２でこういうことを検

討して具体的な中身を詰めていってステップ３に移ると、これは３年間で想定していると

申し上げましたけども、３年たてば自動的にいくということではなくて、課題をしっかり

ここで解決していくと。その解決に当たっては、この３年間で次のステップへ行けるよう

に、ステップ３に入れるように我々として取り組んでいく。もちろん水産庁だけじゃなく

て都道府県ですとか関係する漁業者さんと議論して、いいものをつくっていくという前提

でのステップアップですけども、そういったステップアップの考え方自体は変わっており

ません。 

 それから、先ほどの説明の中で採捕停止、操業停止になりにくい管理手法というのと、

ステップアップの中でステップ３からは採捕停止命令の発出を伴うということですけれど

も、当然ＴＡＣ管理、資源管理という面で、資源の状態をいい状態に持っていく、回復さ

せる、あるいはいい状態で維持していくために、一定の数量の中で漁獲を管理するという

ことが必要になってまいりますので、全体でＴＡＣを超えるとか、それぞれ配分した管理
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区分の数字を超えるというようなことがあれば、そこはステップ３以降は採捕停止という

ものが伴ってまいります。ただ、混獲、狙っていないが漁獲されるとかそういった部分も

あったりとか、突発的に漁場が形成されるとか、漁場の偏りとかあった場合のために、留

保を国のほうで持っておいて、それを配分するとか、漁獲の偏りがあればその配分された

中での融通を迅速に行うというような枠組みをつくって、全体としてはまだ獲っていい状

況にある中で、あちこちで採捕停止がかかるというようなことはないような、そういう運

用を考えていきたいという意味での御説明です。 

 それから３点目ですけれども、漁業者さんの生活が第一でという部分ですが、まさに資

源の状況を悪くしないようにというところは、資源管理の目的として重要なところではご

ざいますけれども、その中で必要以上に経営に悪い影響を及ぼすような管理にならないよ

うなことを考えていきたいというのは当然ですので、そういった意味で先ほどの御説明し

たシナリオの工夫とかそういうことで、過剰な負担にならないようなシナリオを選択する

という中でまずは考えていきたいということでございます。 

 共済の部分ですけれども、共済というよりは一般的な話として、資源管理に取り組んで

いる漁業者さんが漁獲が減少した場合の収入安定対策というのはありますけれども、それ

があるから大丈夫で、ほかに何も要らないと言っているわけではなくて、先ほど申し上げ

たとおり、シナリオの工夫はしますけれども、それでももっと漁獲を抑えてもらう必要が

あるとかそういうことになってくれば、そこは当然そういった何か対策というのは考えて

いくことにしますが、まずはシナリオの工夫の中でそういった大きな影響が出ないような

ところを考えていきたいということでございます。 

 それから、配分の枠の迅速な対応ということですけれども、留保からの配分ですとか融

通というところを含め、既に既存のＴＡＣ魚種でいろいろ工夫している部分がありますけ

れども、資源の特性だとか漁業実態を考えたときに、それに加えてさらに何か必要だ、例

えば先ほど例として申し上げた繰越しですとか複数年の管理とかもアイデアとしてはある

とは思います。そういったものについて、事前にどういった場合にどういう対応をするか

というルールを決めておくことによって、そういうものが必要になった事態に迅速に対応

できるようになるということですので、事前に必要なものはルール化してで迅速に対応を。

結果的に対応したけども魚が漁場にいなくなってしまっていたということは避けるように

ですね。そういった事態を避けられるように、あらかじめそのルール化をしていく。まさ

にそれをステップ１、２で、実際どういう獲れ方をするのか、どういうところでどういう
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問題が起こるかというのも見ながら、さらに工夫をしていきたいと考えております。 

 それから、遊漁のところですけれども、遊漁の報告体制、仕組みをつくって協力を求め

始めたところなので、今の状態でどのくらい実際協力いただけるのかというのはあります

けれども、今後、先ほどもちょっと言いましたけども、ＴＡＣ報告の義務化が漁業者さん

に課せられた段階で、そういった中で遊漁のほうは何もしないということは当然ないとは

思っています。その報告もなかなか、遊漁船とプレジャーボートでの扱いの難しさという

のはあるとは思うんですけれども、そういった部分をできる限りしっかり情報を把握する、

皆さんの現場での状況も聞きながら、しっかりと報告を取れるような体制というのは考え

ていきたいと思っています。まずは今、仕組みをつくっている中でどれぐらい報告をもら

えるかというところから始めますけど、そういったことで考えています。 

 今ので一通り答えになっていますかね。以上です。 

【三野所長】  どうぞ。 

【参加者】  今日の議論も踏まえてですけども、私、ほかのステークホルダー会合とか

資源管理手法検討会も出させていただいているんですが、特に感じたのは、まず今の具体

的な議論に入る前に、マダイのこの日本海西部・東シナ海系群に数量管理を導入する必要

性、必然性というところについて国が十分説明していないと思うんです。だから皆さん、

制限が加わることだから、もうそのことだけで非常に緊張していると。なぜこれに数量管

理を入れなければいけないんだということの説明が、やはり取り組むのは漁業者ですから、

漁業者の腹に入っていないと、絵に描いた餅になると思います。 

 特にマダイとかヒラメ、これはいろんな漁業種類で利用されている資源であって、しか

も栽培漁業でも取り組まれている、まして遊漁でも結構利用されている、言ってみると一

番厄介な種類だと思います。こういったものについて速やかに数量管理を導入するという

ところが、なお一層分からない。 

 漁業者の皆さんがこの魚が減ってきて困っているんだと、先ほどどなたかおっしゃいま

したけども、そういう場合は黙っていても自分たちから、何とかしてくれ、方法を考えて

くれという話があると思うんですけども、今回は全く逆のパターン。上から、単に数量と、

それと資源評価の研究の進捗度合いだけではめて、これを進めるんだというプライオリテ

ィーをつけてこられている。この辺りが現場の皆さんの感覚と国の感覚に大きな差がある

んだと思います。これが１点です。 

 ２点目は、数量管理というのがほかの資源管理手法に比べて何が優れているんだという
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ことについて、実はこの説明は水産庁から一切ないんですね。ここは皆さんも真剣に説明

求めたほうがいいと思うんですけども。 

 皆さん今までいろんな資源管理で、例えば何センチ以下は取らないとか、こういう時期

は取らないとか、いろんな管理をされてきたと思うんですけども、国はそれはそれで続け

ながら数量管理という言い方をしているけども、じゃあ数量管理はどれほどいいんだと。

私はいいとは思っていない。そこの辺りもしっかり説明していただきたいと思います。 

 多分こういった説明がないと、午前中の議論でもあったけども、この先の議論は多分進

まないと思うんですよね。同じところでくるくるくるくる回ってしまうと。 

 あと、今日お示しいただいた資料の７番です。ＴＡＣを導入するとしたら、こういうス

テップアップの考え方は当然必要だと思うんですけども、これも毎回申し上げていますけ

ども、ステップ１、２を３年間でやるんだと。この辺りも申し訳ないけど底が浅いなと思

うのは、魚種だとか、それを利用している漁業種類によってこの長さは変わってくると思

うんです。それを何が何でも３年でやってしまうと、やっつけ仕事になってしまうんじゃ

ないかと、すごくそれを危惧しています。それは、今言ったけど魚種と、それを獲ってい

る漁業種類、それぞれ抱えている問題、課題は違うんだから、そこはある程度余裕を持っ

てしっかり具体的な検討をすべきだと考えています。 

 あとは、今日漁獲シナリオの検討についてということで資料９番の説明をいただきまし

たけども、結局、こういう見方はすごく失礼なんですけども、何が何でも先を急いで導入

したいから、こうやってやったら今のところ皆さんに被害は少ないですよという資料にし

か私は見えない。これうがった見方かもしれない。ただ、資料の７番にあったとおり、例

えば現行の漁獲量よりも減らなくてもいいという方法で示された方法だって、それはステ

ップ２までですよと明言しているわけですよね。２年間だけですよと。そういうふうに読

めるんです。だから、そこら辺にすごく先の焦りがあって、これも会場からさっきあった

けど、何でそんなに今この時期に焦ってやるんだよというあたりを関連させてしまうと思

うんです。だからその辺りも、丁寧な説明というか、しっかりした説明が必要じゃないか

なと考えています。 

 以上です。 

【永田室長】  ありがとうございます。 

 幾つか御指摘、御意見いただきましたけど、まず、ＴＡＣ管理の必要性が説明がきちん

と伝わっていないというか理解されていないんじゃないかという部分でございます。これ
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までも説明してきたつもりではございますが改めて言いますと、必ずしも資源の状況が悪

くなったから必要だということではなくて、マダイについては漁獲量は決して少ないもの

ではないと思っていますし、逆に皆さんにとっても重要な魚種となっている地域は多いと

思っております。そういったものについて、資源の状況が悪くなってから取り組むという

ことではなくて。今までもいろいろ自主的な取組ですとか、許可の内容ですとか条件の中

でいろいろ制限もあり、資源管理の取組をされてきているとは思いますけれども、結果と

して、資源が増えてきているときに、増えてきているからもっと獲ってもいいだろうと思

っていたら獲り過ぎになってしまったりとか、逆に悪くなってきているときに、まだ獲れ

ると思って獲っていて獲り過ぎになってしまったりというところを防ぐためには、やはり

数量での管理というのは必要だと思っております。資源が今悪くなくても将来そういう傾

向が見られたり、環境が変わって今までよりも抑えなければいけないような状況になった

ときに、いち早くそれを実行して、非常に資源を悪くしてしまうということを防ぐという

意味でも、こういったものは役に立つものだと思っておりますので、今資源の状況がいい

か悪いかというところだけでの話ではないと御理解いただければと思います。 

 あと、ステップアップの考え方で、ＴＡＣ導入当初はステップアップの考え方で段階的

にやっていくというところが必要だと思っていますので、そういう意味でも、漁獲を抑え

なければいけなくなってからやろうとしたのでは、ステップアップで取り組んでというこ

とだと手後れになってしまうというところもあると思いますので、悪くなってからではな

くても、こういったものをやっていく必要があると思っています。 

 そのステップアップの期間についても、資源の特性ですとか利用実態に応じていろいろ、

課題の難しさだとか、課題が多い少ないとか、そういった状況は違うというのは確かにお

っしゃるとおりだと思っています。ですので、全部が全部同じような形で順調に進んでい

くかどうかというのはありますけれども、いずれにしても我々の考え方としては、そうい

ったものを皆さんと一緒になって３年間で解決できるように頑張って進めていきたいと考

えていますので、この紙を資源によって変えるということはせず、同じものでの説明をさ

せていただいているというところです。 

 今ので大体一通り答えていますかね。 

【三野所長】  後ろの方、どうぞ。 

【参加者】  本県鳥取県の沿岸漁業の意見を聞いてきましたので、ここで御説明させて

もらいたいと思います。 
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 本県におきましては、沿岸漁業でマダイを獲られているんですけども、漁業者の認識と

しましては、現状の漁獲サイズの規制などにより、現時点でも既に地域でしっかりと資源

管理できている、そういう魚種であるとマダイは考えております。ですので、これをまた

沿岸の漁業者に持ち帰って、この数量管理というのはいいものなんです、大切なんですと

いうところを説明できるものというのが、まだこのステークホルダー会議では見いだすこ

とができませんでした。なので、なぜマダイでＴＡＣ管理というものが必要なのかという

のを丁寧に漁業者に説明する必要が国はあると思います。 

 このちょうど今示されているステップアップのところに関してですが、そもそもマダイ

は沿岸漁業では多種多様な漁法で獲られております。鳥取の場合ですと、刺網、定置網、

小型底びき網、一本釣りとか、そういった漁法で獲られています。 

 私も沿岸漁業の漁業部でこのマダイの資源評価を担当させていただいた経験があるんで

すけども、当時から月別の体長組成を示すだけでも難しい魚種だと感じておりました。 

 また、その漁獲統計と申し上げましても、これまた、特に小型底びき網なんかですと、

マダイだけではなくて、チダイとかレンコダイとかそういったものと一緒にマダイが獲れ

ると。なので、タイ類として扱われている。なので、マダイだけで統計されるものもあれ

ば、タイ類の中にマダイが入ってくるという実態もございます。 

 ここに来る前に、実際にこの数量の報告というのが義務化されたときにきちんと報告で

きるのかなというところを、現場のほう、漁協さんとかに聞いてきたわけなんですけども、

これまでそういった整理をしてきたものに対して、そういう努力を費やすほどの効果があ

るものなのかどうかというのも分からない中で、無理に現場の実態を変えさせることは漁

協としても言いづらいというところがございました。 

 今この新しい漁業法での資源管理というものが、ＭＳＹベースの資源評価というものと

ＴＡＣ管理というものと、二つを同時に進めようとしているところも無理があるのかなと

いうのを感じています。ですので、午後一番に資源評価のところでもいろいろと課題があ

ったと思うんですけれども、まずは現場ベースで、例えば資源管理の高度化というところ

から着手をするというところから考えてみてもいいのかなと思います。 

【永田室長】  なかなかＴＡＣの必要性の理解が得られる説明になっていないという厳

しい御意見をいただきましたけれども、繰り返しになりますが、今いい状況だから要らな

いということではなくて、将来に向けて予防的な措置を取れる枠組みの中に置いておくと

いうのが持続的に資源を利用していくために必要だと私どもは考えております。もう少し
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理解しやすいような説明というか整理というものを改めて現場の漁業者さんに説明してい

く必要があるのかなと思いましたが、考え方としては先ほどの繰り返しになってしまいま

すので改めては言いませんが、ＴＡＣ管理は必要だと考えているというところです。 

 すみません、先ほどの方からの御質問で一つ答え漏らしていたんですけれども、暫定的

な目標の話で、ステップ１、２だけに見えるというのは、そうではなくて、ステップ１に

入るときに決めた目標、シナリオというのは、ステップ１、２の期間に適用されるもので、

３に入るときに必要に応じて見直しをする、設定し直すということです。ＭＳＹベースの

基本に必ず戻るということを申し上げているのではなくて、ここで改めてそのときの評価

を踏まえて目標をどうするか、ステップ３のときに設定し直す。目標とシナリオをここで

改めて設定するという意味で、このステップアップのところで書いていて、暫定的な目標

がステップ１、２限りということではないですので、そこは誤解のないように。ちょっと

こちらの説明が悪かったかもしれませんが、そのように理解していただければと思います。 

【三野所長】  どうぞ。 

【参加者】  数量管理の意味ということを私なりに、私が言うと変なのかもしれないで

すけど、こういう理解なんじゃないかということで申し上げますと、科学的な目標を合理

的に定めようというのが一番根っこの考え方にあるんじゃないかと思うんです。 

 これまでも漁業者はいろんな地域で資源管理を取り組んできて、それは資源管理型漁業

ということで国も推奨、推進されている枠組みの中でいろんな取組というのを漁業者も意

識改革して取り組んできたと思うんです。小型魚の放流ですとか休漁日を入れるとか、い

ろんなことをやってきたと。 

 それは絶対やったほうが資源にはプラスになっていると思いますし、目に見えた結果が

出ていた地域もあったと思うんですけど、残念ながら、それが一生懸命やっているけれど

も具体的な結果につながらんよねというところもあったりと。そういうことがあったとき

に、社会的な経営の問題とかがあるところにどうしてもそっちを考えていったら思い切っ

たこともできないと。だけど資源が悪くなっていくときにそうばかりも言っていられない

ということなので、魚の生物的な意味での資源を守る話にもちゃんと目を向けていきまし

ょうというところに数量管理の意味はあったんじゃないかと、そういうふうに受け止めて

います。 

 しかし、それはあくまで、じゃあ魚だけいいかという問題じゃなくて、あくまで生き物

としての魚の資源も守っていかなければいけない、しかし一方で、漁業経営だとか漁業者
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の社会のこともちゃんと成り立たせていかなければいけないという、両輪の問題だと思う

んですよ。この点も皆さん御理解されていることだと思うんですが、今までの説明はどう

しても前のめりになる形で生物的な要因のところが先行して、社会の問題は後から考えま

しょうみたいなお話になっているところがボタンの掛け違えになっていると私は感じてい

ます。なので、社会的ないろんな問題、具体的に言うと漁業経営の問題、地域のそういう

産業の問題、生活の問題、そういうものに対してどういうふうに対応していくかというと

ころを、もっとちゃんとバランスよく考えを出していただく必要があるんじゃないかなと

思います。 

 そのときに、根っこになる科学的目標自体がちょっとまだ危ういんじゃないかと、マダ

イに関して言うとそういうことだと思うんですよね。そのときに、その精度が危うかった

ら頼るものがないみたいな状態というのも一つの不安で話がかみ合わないところではある

んですが、予防的というのももちろん分かります。だけども、予防的という話で出てくる

話で、科学の世界で予防的順応管理ってあるじゃないですか。つまり、やってみて、これ

はちょっとやり過ぎたなと思ったら戻る、やってみて、まだ大丈夫だったら踏み込んでみ

るということで、やった結果をもって毎回改良しながらやるということも十分僕は科学的

だと思うんです。そのときに、これをＴＡＣの枠組みに入れ込んでしまうと、そういう融

通性を消してしまうんじゃないかと非常に危険だと思っています。 

 具体的にじゃあその危険が何かということでいきますと、ステップアップのステップ１、

２、これはもちろんいろいろ何とか柔軟にということでお考えいただいたと思います。な

んですが、この裏面の、具体的なというところでお話をいただいたときに、ステップ１の

段階でもＴＡＣの全体数量の後ろは切られるわけです。そうすると、これ見方を変えると

オリンピック方式の用意ドンなんですよ。 

 それは、漁業者が各地域で水産庁とやり取りしながらモラルを持ってやっていくという

前提で、もちろんモラルを持ってやっていかなければいけないんですが、仮にここでいう、

下の米印に「漁獲実績を積み上げるために明らかに努力量を増やしている等、ＴＡＣ管理

の趣旨に逆行するような操業が見られる場合には、より強力な対応を行う可能性は排除し

ない」とありますよね。この基準は何なんですかという話なんです。 

 例えば今までだったら、資源管理もあるから、ちょっと天気が悪かったら安全も含めて

皆で相談して休みましょうという話がある。だけど、個別にいけば、若い方だったら学校

に行く子供さんの学費も稼がないといかんから、しけでも行きたい、そういうせめぎ合い
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をしながら皆さんで話し合って管理しているみたいな、そういう場合に、じゃあしけを押

して頑張って行った人はこれに当たるんですか、当たらないんですかみたいな問題で、要

するに基準がないんですよ。これは非常に危ないと思います、進め方として。 

 だから、そういうようなところでいくと、例えば一つの考え方として、ステップ１、ス

テップ２で今出されたその数値目標というのがあるんだけれども、まだ精度も低い、しか

もそういう後ろを切ることによって逆にデメリットもあるということだったら、同じ目標

を皆さんが自主的にそれぞれの地域でやっていきましょうということで、漁業法の１２条

２項に、１項でＭＳＹは設定できない、その精度に鑑み目標が設定できない場合はその他

の管理をすると法律にあるじゃないですか。その運用をしながらステップ３の段階に向け

て柔軟にやるということで、後ろを切られなかったほうが僕は漁業者は安心して休めると

思いますよ。 

 だから、そういうところをもっと掘り下げて検討しないと、非常にそこを強引に推し進

めると逆に、漁業者自体の協力もしにくい状況というのが出るんじゃないかということで

非常に心配します。なので、ちょっとそこは十分慎重検討が必要なんじゃないかなと思い

ます。 

 あと、ごめんなさい、長くなって申し訳ない、もう２点あるんですが、管理期間ですね。

同じように管理期間の決め方なんですが、漁期の春から夏にかけてが主漁期になるんです

が、そこで消化率８割とかに行ってしまうんですよね、実際のところ。多分そういうケー

スが出てくると思います。そうすると、鹿児島から鳥取まであって、シーズンが同じ４月

から６月でも、早い時期から遅い時期まで、水温が違うからずれてくるんですよ。そうす

ると、中心になる漁業が追加配分を、早い時期のほうが先に追加配分をやるみたいな話に

なってくると、先食い先食いがどんどん出た場合に後ろの漁業、本当に秋からの漁期だけ

にある漁業、同じ漁業が周年で獲れるとき、獲れない時期じゃなくて、後ろの漁業のほう

だけをやる漁業があるわけです、地域によっても違う。そういう漁業が、蓋を開けてみた

らもうリミットいっぱいだから獲れませんみたいな話になる可能性というのはあると思う

んですよね、そこは。それで、じゃあそれを主漁期の４、５、６の山のところで９割掛け

で止めましょうと、後ろにある漁業がもし獲れなかったら、その１割を、せっかく取れる

魚を何で獲らせてくれんかったんだと、これは今マグロで起きている問題なんです、現実

の問題として。 

 なので、そういう点でいくと、とにかく数量管理に向けたやり方をやっていくというこ
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とに向けてステップアップの考え方も、考え方としてはなるほどと思うんですが、後ろの

ラインを決めるということにあまりこだわり過ぎると、かえってこのステップアップは回

らないんじゃないかと思うんです。だから、そこのところも含めて、皆さん持ち帰り検討

してどうすべきかとかいうことも含めて、そこは掘り下げて検討していただきたいところ

かなと思います。 

 それと、すみません、長くなって申し訳ないんですが、管理におけるデータというお話

がありますよね。これは、先ほどの資源評価ということに対してはデータがしっかり出た

ほうがいいわけです。漁場ごとのみたいなのが出ていったほうがより精度が上がってくる

と。ところが、今度はＴＡＣの管理になって出てきたデータというのが、先ほどありまし

たように試験研究的なデータの利用の範囲を超えて、事業に直接影響してくるということ

になると、事業情報になるわけですよ。 

 そうすると、漁業法の中の資源評価のためのデータを取るというのは、調査するものと

するという漁業法の９条と１０条に規定されている目的とするデータ採取と、我々でいけ

ばこれはＩＱ設定はない状態ですから漁業法の３０条です。３０条で求めるデータという

のは何か。それが資源評価の範囲内とかＴＡＣの管理以上のものに使われないのかどうな

のかと。例えばそれが関係の事業者に漏れて市場の価格に変わるだとか自分の網代がばれ

るとか、そういう問題にならないのかみたいな。同じデータを取るというのを、漠然と取

るんじゃなくて、目的と管理体制等、安心して漁業者がデータを出せるという環境を整え

ないと、これは協力を得られないと思います。 

 その辺は、スマート水産業の推進に関わる有識者検討会とかの中で、令和４年の１２月

とかの中にそういう考え方が入っていますので、それをとにかく実装するという形を同時

進行で進める必要があると思います。それがないと、ここでいう、ステップアップの報告

１年って、これは大丈夫なのかと。具体的なというお話が先ほどありましたけども、そう

いう点の具体性がまだ全然見えていないので。 

 方向はとにかくいかにいい方向にというのは、もうそこは皆さん考えは同じだと思うん

ですが、むしろいい方向にやるためにはこういう部分をちゃんと埋めるということがない

と、逆に今、安易に乗っかるとかえって悪い方向に行くということになるという意味で、

我々は抵抗しているわけじゃない、よりいい方向にということで意見をしているというこ

とで考えていただきたいなと思います。 

 すみません、長くなりました。 
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【永田室長】  ありがとうございます。非常に前向きにというか、検討を進めていくに

当たっての御意見としてありがたく頂戴いたしました。 

 幾つかコメントできるところをコメントしますけれども、例えば、ステップアップの２

ページ目の米印のところですが、これは今考えているのは、極端な例として、明らかに着

業する船の数が増えたとか、そういうのはさすがにおかしいだろうというような事例を考

えております。頑張って漁をしているとかそういうことではなくて、明らかに操業隻数が

増えているとか、今まで獲っていなかった時期も獲るようにしているとか、そういったこ

とを想定して、そういう極端なことがあれば歯止めをかけるような対応が必要ですよとい

うことを書いているというものです。 

 それから、管理期間の話も、今１月から１２月ということで提案させていただいますけ

れども、当然地域によって漁期がずれるという部分も含めて、管理期間だけじゃなくて配

分の仕方でどう管理していくかとか、あるいは逆にうまく漁期がずれているところの中で

の融通というのもできるんじゃないかとか、いろいろそれぞれメリット・デメリットがあ

ると思いますので、配分というか管理区分をどうつくるかみたいなこととリンクして考え

ていくものだと思っております。 

 もちろん、あまり仕組みを複雑にするのはかえってよくないとも思っているところであ

りますけれども、その管理期間だとか区分の設け方とかもステップ１、２の中で、これは

合わないなというところであればステップ３に向けて変えていくということも当然考えて

いますし、ステップ１、ステップ２で幾つか課題として書いていますが、ステップ１が終

わればもうその取組はやらないで完成だと思っているわけではなくて、既存魚種のＴＡＣ

もそうですけれども、運用していく中で必要な改善というのは当然やっていかなければい

けないと思っています。 

 ステップ１、２を３年間でというのは、その間にステップ３に入れる状況をつくりたい

ということを言っていて、その後の必要な改善は当然やっていきますし、尻尾を切って何

が何でもということではないです。いろいろな課題とか具体的な課題として我々共通の認

識を持ったほうが解決していくための検討を進めやすいと思っていて、そういった意味で

今回、そのシナリオも、具体的にどんな目標というイメージを持っていただいたほうがい

いかなと思ってお示ししたというところですので、より具体的な課題への具体的な対応と

いう形での意見交換というか議論というのを皆さんとしていきたいと思っています。 

【参加者】  すみません、今のお話の中で、具体的な話ということでさせていただくと、
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例えば私の個人的な経験でいけば、イカが獲れんとかというのがありましたよね。秋のイ

カが獲れませんと。それは例えば日本海の水温が上がってみたいな話とかも仮説的にはあ

ったりとか。そのときにイカがなかったら本当に行くところがないわけですよ。ないから

仕方なしに何かというと、サワラ釣り。サワラの引き縄釣りで、今までサワラ釣りをやっ

たことがない人が「教えて」といって、道具を買って、みんなに教わって、隻数が増える

わけです。それは既存の人からすると競合化になってしまうから、いないほうがいっぱい

釣れるかもしれないけど、そこは地元だから、みんな共存共栄だからということで、自由

漁業のものをブロックしてやらせんみたいなことは当然ないんですが。例えば今言ったよ

うに、サワラが仮に管理対象種になって、ステップ１に入ったときに、そういう事情でサ

ワラ釣りをやりたいと言った人を入れていいのかみたいな話になるわけですよ。 

 そういうことも起きるんです。だから悪意が全然なくても、要するに隻数が増えたらと

単純に見られない。じゃあその整序をどうするか、誰がジャッジするのかとか、ほかの県

との兼ね合いも出てくるわけです、全体なので。 

 だから、そういうことを考え方としてどうかということを検証していくんだったら、枠

組みを決めずにやるところを一遍やったほうが安全だと思うんです。シミュレーションと

いうか、こういうことになるんだよということを一応想定した上で、しかし後ろで無理に

制限をかけていないことによって多少はみ出したときは、それは今後の課題、宿題として

残るでもいいんじゃないかと思うんです。前向きな意味でね、そこは。 

 だから、ちょっとそういうところはあまりにも急ぎ過ぎて押し込むと、漁業者と水産庁

の信頼関係も崩れていくと思うし、そこは危険だろうと僕は思います、そういう意味も含

めて。 

【永田室長】  ありがとうございます。 

 そういう意味も含めて、ステップ１、２で採捕停止命令はかけないというような考え方

にはしているところではあるんですけれども、具体的なところというのは今後またいろい

ろな地域の実態踏まえて、どうやっていくのかというのは一緒に。 

【参加者】  そういう点では漁業者は皆さん真面目だから、そういう枠組みに行ったら

協力しないといかんだろうと皆さん胸の内では思うんだけど、じゃあその新しい人に「ち

ょっとやめとってくれ」みたいなのを言わないといかんのじゃないかとか、そういう流れ

になるんですよ。結果的に、全てのそういう調整の話が丸投げ状態で来て、中でぎくしゃ

くして、「何なの？」みたいな話になってしまうんですよ。 
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 だから、その検証をするのであれば、枠を外していかないと本当危ないと思います。だ

から、底魚の沿岸ということで進まないというか、例えば北海道のホッケとか止まってし

まっているというのとかがあるのも、我々もマダイのこの現状というのは、例えば浮魚類

である程度まき網関係で中心的なところと、その他現行水準で割り振れるみたいな感じの

構造と全然違うと思うし、そこを掘り下げないと管理は本当に引っかかってくる可能性が

多いと思うので、ぜひ十分検討する時間をいただきたいと思います。 

【三野所長】  では、真ん中の列の後ろの方、お願いします。 

【参加者】  この今出してきていらっしゃる、ＴＡＣになる総トン数ですね。これは、

昔はトン数も多かったし、今トン数がどんどん減ってきてという話は今までも結構してき

たんですけど、出漁日数を元は、僕たちが卒業したぐらいのときは１週間に１回ぐらいし

か休みはなくって、みんな頑張って行っていたんですよね、結構なしけでも。でも今は燃

料の高騰とかで、ちょっと風が吹いていたりしたらやめたりして、出漁日数は物すごく減

っているんですよね。そういうところは、１年の総水揚げに対して、これぐらいしか行か

んで、これぐらい揚げてきているというところは分かっていらっしゃるんですかね。 

【三野所長】  それを資源評価の形でどう反映されているかということでしょうか。 

【参加者】  うん。獲りに行く日数が物すごく減っているんですよ。無理して行かない

ようになっている、獲れそうなときに行く、そういう感じになっていっているんですよね。

それでこの数字ということなんですよ。そうしたら、燃料も安くするから無理して行けと

言ったら、この総トン数の数字はえらく変わってくるんじゃないかなと思うんですけど。 

 今、鹿児島の人も鳥取の人も福岡の人もみんな言いよんしゃるですけど、漁業者がタイ

は減っていないと言いよるのに、この数字からまたＴＡＣで減らして、それで減らして獲

っていって増やしていこうというようなことを言いよんしゃるのに漁業者が納得できんと

いうのは、さっきも言いよんしゃったように、いるけど獲っていないというようなところ

が結構あるんですよね。だから、元から比べたら実際半分ぐらいしか行きよらんのじゃな

いのかなというぐらいの日数でこのトン数。 

 だから、僕たちに言わせれば、取る量を減らさんでも、もう資源管理しよるじゃないと。

半分しか行っていない、日数は。もうこの数字が表している、実際減らしている。これで

資源管理になってないんですかね。 

【三野所長】  船の隻数とかＣＰＵＥが減っていく中で、この資源評価の中でそれが反

映されているのかどうかということかと受け止めましたけれども、よろしいですか。 
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【参加者】  いや、こっちが行く日数減らして資源管理しているのに、またそれから獲

る量を減らせというのは、おかしいんじゃないですか。 

【永田室長】  操業の日数が減ってきているということは承知しています。その上で、

今の資源の状況と漁獲の強さがどうかという関係を、先ほど資源評価の中で御説明いただ

いているところなので、最近どのような取り方をしているかというところは踏まえた評価

になっていて、その科学的な評価をベースにしたシナリオの提案というのをさせていただ

いているところです。 

 具体的に評価の中での話ということでは、また水研のほうから御説明していただければ

と思いますけれども。 

【養松副部長】  御意見ありがとうございます。 

 漁獲の強さという言葉はすごく多分分かりづらくて、去年、今年とかそれぐらいのスケ

ールだったら例えば操業日数みたいなもので半分しか出ていなかったら努力は半分だよね

というのは、何となくそれはイメージとしては非常に分かりやすいかなと思うんですけれ

ども、長期的なスケールで見ると、例えば船の性能だったり、船で行ける距離だったり、

いろんな要素が入ってきて漁獲の強さというのは決まっているものかなと想定しています

し、その強さとして資源評価の中では検討しているというものになります。ですので、長

期的に漁業者さんが減っているというのは本当に間違いなく事実なんですけども、じゃあ

その減った割合と同じぐらい資源に対する漁獲の強さがそのまま減っているかというと、

そこは同じような動きではないのではないかなというところが一つあります。 

 それから、ごく直近のコロナの関係で申し上げますと、先ほどチューニングということ

で、資源評価を少し、一つまた要素を入れて評価することにしたんですけれども、そうい

ういろんな条件、情報を入れながら、そういうところは反映していけるかなとは思ってい

ます。 

 なので、漁獲の強さのところというのは、非常に説明もしにくくて分かりづらくて申し

訳ないんですけれども、ちょっとそこは一概には言えないところかなとは思っています。 

 そういうことでもよろしいでしょうか。 

【参加者】  何かはっきりした答えが出ないのなら、もうちょっとちゃんとした計算と

いうか数字を出してもらって、それからの話合いでいいんじゃないの。 

【養松副部長】  御指摘ありがとうございます。 

 先ほども言っていますけども、例えば年齢別の漁獲尾数みたいなものが対象資源に対し



 -94- 

てきちんと得られていれば、ある程度漁獲の強さというのも計算上導き出せるということ

にはなっているんですけども、なかなかそこが不十分なところも確かにあるかなとは考え

ています。ただ、現状得られる情報から拾った上での計算結果ということではお示しした

ような形になるかなというところです。 

 以上です。 

【三野所長】  ほかに御意見お願いします。それでは、左側の奥の方。 

【参加者】  ステップアップの考え方のところの資料７のほうに戻ってしまって申し訳

ないんですけれども、こちらの資料で、上の二つ目の丸の文章の中で、「ステップアップ

の考え方及びスケジュールは資源管理基本方針に規定し」というところが非常に重たい内

容になっていると思います。 

 先ほど福岡県の方がおっしゃられたとおり、後戻りできない管理ではいけないんじゃな

いかと思います。やってみて、できないところとか、うまくいかないところというのが出

てくるのは当然のことだと思います。そういう中で、まだ資源評価に関しても不確実なと

ころがあったり、漁獲集計の中でも不確実なところがあったりする中で、今の段階で「資

源管理基本方針に規定し」というところは非常に重たい内容で、まだこれは検討していか

なければならない内容だと思います。 

 先ほどの方がおっしゃられたとおり、まずステップ１の前の段階で、試験的な要素とい

いますか、このステップ１に移る前の段階でいろいろ試すことが必要なのかなと、管理に

関しては。その上で、後に資源管理基本方針に移っていったりとか、そういうふうに流れ

ができるものではないかと思います。 

 資源評価の部分に関しては、先ほど最初に申し上げましたとおり、資源評価のスキルア

ップというところを目指していってほしいと思います。 

【永田室長】  御意見ありがとうございます。 

 資源管理基本方針に規定するということについて、特にＴＡＣ報告を義務づけるとか、

一方で漁獲が積み上がっても採捕停止命令は発出しないという、このことについてはしっ

かりと位置づけておく必要があるということで、資源管理基本方針に書き込む必要がある

と考えております。 

 御懸念は、スケジュールをもう何年でこうすると、かちっとそこで規定されて、もうそ

こから変わらないとか、そういう御懸念なのかなと思いますが、これまで御説明してきて

いるとおり、ステップ１に入って３年たったら自動的にステップ３に行くということを考
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えているわけではありませんので。先ほど申し上げたとおり、ＴＡＣ報告の義務化、採捕

停止命令は出さない、こういったことも含めて、むしろこういったことをきっちり書いて

おく必要があるという考えから基本方針の中に書き込むという考えでおりますので、その

点は御理解いただければと思います。 

【参加者】  このステップアップの考え方で、今その矢印というのが一方的で上に積み

上がっていくという方向になっている中で、なかなかこれだけでは分からないところがあ

って、それで、きちんとこのステップアップの考え方というのが場合によっては立ち戻る

というような説明の仕方の資料であるべきではないかなと思います。 

【永田室長】  戻るというよりは、ステップ３に行ける状況になるかならないかという

部分はあるのかもしれないですけど。戻るというよりは、着実にこのステップでやるべき

ことをやってからステップアップしていくという考え方で我々この絵を描いているので、

繰り返しになりますけれども、その取組をしっかり進めていくには関係者が、特に行政と

してこういった考え方で進めていくに当たってスケジュール感というのは共通の認識を持

っておく必要があると思っているので、こういう示し方をしています。 

 繰り返しですけれども、自動的にステップアップしていくということではなくて、この

期間で課題への対応を進めていくという、そういう我々の考え方を示しているものだとい

うことで受け取っていただければと思います。 

【参加者】  これは要望になりますが、今おっしゃられた考え方というのはもちろん大

事なことで、スケジュールどおり進めていくというところも大事なのはよく分かります。

その前に試験的にこういったことができるのかと、資源管理基本方針に規定する前にこう

いったことができるのかというのを試験的にやってみるとか、そういったことも必要では

ないかというところを考えています。 

【三野所長】  どうぞ。 

【参加者】  私のほうから、資料８の６枚目のスライド、遊漁採捕量の報告についてお

尋ねをしたいと思います。 

 午前中に漁業者の方から意見も出ましたけど、かなりマダイについてこの遊漁による採

捕量というのは、資源評価、資源管理を行う上で無視できない量であると思っております。

そこで水産庁さんとして、遊漁による影響を調べるためにこのシステムを御紹介されたと

思うんですけど、義務ではなくて遊漁者の善意に頼るような形で報告を促すということで、

先ほど永田室長もおっしゃっていましたが一旦やってみるということでしたけど、恐らく
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なかなか正確な遊漁による採捕量、影響を評価するのは難しいのではないかなと考えてお

ります。 

 なので、このシステムはもちろん活用することとして、例えばではありますが、遊漁が

盛んな地域とかを、全国は無理だと思いますので代表地点を設けて、そこでその実態を把

握する調査を補完的に行うなど、そういった対策が必要なのではないかと思っております。 

 以上です。 

【永田室長】  ありがとうございます。 

 遊漁の採捕実態の調査に関して、我々としても、事業として網羅的にというよりは、今

御意見いただいたような幾つかサンプル的なポイントを絞ってという形になるかもしれま

せんけども、そういったことも併せて考えていきたいと思っております。 

【三野所長】  どうぞ。 

【参加者】  ステップアップの話についても、とどまって進めないというよりは、課題

を皆さんで、さっき皆さんの中の意見で出ましたように水産庁と現場の漁業関係者が協力

しながら進めていくという点については、それはそれでやることは必要だと思うんですよ

ね。 

 ただ、とにかく後ろを切った形でやると、協力したくてもできんような話が出てくると

いうところに力点があって。具体的なところでいくと、例えば漁獲報告ということでも、

漁協とか県とかの報告体制を。例えば市場以外の情報も取らないといけないじゃないです

か。それが、ある程度職員さんもいるような規模の漁協であればできるかもしれないけど、

小規模の漁協さんとかだったら、どうやってそれに対応するかとか、デジタル化みたいな

ことが進んでいない状況があるので、そこはそのリミットを切るような感じでスケジュー

ルに載ると非常に窮屈だし、予算措置とかがなかったら無理なものは無理なんですよね。 

 それじゃあ漏れたところと漏れんところをどうするのみたいな。報告が上がってきたと

ころと上がっていないところ、上がっていないところのほうが獲っているじゃないかみた

いな話とかだって出てくる。その辺の凸凹を。数量を決めると途端にぶつかり合う話にな

るわけですよ。 

 だから、そこを回避しながら、しかし、どんな問題が起きるかみたいなことをやってい

くということになれば法律の中の、漁業法１２条２項、どうせと言ったら失礼ですが、資

源管理協定に今までの資源管理計画が移行しますというのは令和５年、６年でもうその方

針が出されているじゃないですか。だったらその中に取り込んで、法律上の枠組みの中で
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将来のＴＡＣに向けた取組を資源管理協定の中に入れて、自主的にやりますよという流れ

でもいいんじゃないかと思うんです。そうすると、各地域の柔軟性も出てくるし、自ら考

えてやれるところをやるみたいな話に乗っかっていきやすくなる、問題点も出てくるとい

うことで、その辺は柔軟にできないんですかというのが意見としてあります。そこのとこ

ろですね。そういうところです。 

 もう１点、ごめんなさい。 

【三野所長】  どうぞ。 

【参加者】  あともう一つ、水産庁とか水研さんのほうで、できるかどうか分かりませ

んけど、各県の漁業種別月別漁獲量のデータみたいな形で、過去例えば１０年とか２０年

とか遡って分かるんですかね。もし分かるのであれば、取りあえず現行水準を取るときに

月別の消化量ということでやったときに、要するに８割超えてくるイエローフラッグがど

の段階で出るのかとか、リミットいっぱいになってしまうという形に出るとかというのが、

ある程度過去のデータをシミュレーションというか、月別の消化状況を見るみたいなこと

で、過去１０年間では何回、危機的なというか管理が非常に難しい場面が出たとか、そう

いうところは研究できると思うんですよ。 

 そういうものも含めたところで御提案いただいたら、なるほどという話は出てくるかも

しれません。だから、そういう詰めをもっとしないとね。いきなりこれで、あとよろしく

みたいな話というのは本当に危ないと思います。 

【三野所長】  御指摘の内容はおっしゃるとおりだと思います。そこは今すぐに、いろ

んな漁業種類が各地域にあって、それのこういう過去のデータがある、それを精査して、

じゃあ皆さんで個別にお話ししながらやっていきましょうというような話は、この場では

なかなか難しいということですけれども、重々詰めて、データがあればそれを加味して、

どういう変動状況になっているのかとか、そういうことを具体的に詰めて、どういう管理

ができるのかとか、そういう話をステップ１に入った段階で、漁獲量をいただきながら報

告を受けながら、お互いに相談しながらやっていくということだと思います。 

 スケジュールの決め打ちじゃないかという話がありましたけれども、そこは皆さんと相

談しながら、特にステップ３に入るときには皆さんの御了解を得ながらやっていくという

ことでございますので、そこはそういったところで御理解いただければと思います。 

 どうぞ。 

【参加者】  今日１日参加させていただいて、浮魚とは全然違うな、非常に難しいなと
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いうのが感想です。 

 そういう中で、資料８の１４ページに、次回の資源管理方針に関する検討会に向けてと

いうことで、次回があるような形で書いていただいていますのでちょっと安心したところ

です。というのも、３月から４月にかけて、このマダイ以外にブリを含めて浜を回ってで

すね。私たちも資源管理をやることは理解しているので、そういう進める立場として現場

を回っています。そういう中で感じるのは、まだまだ不安感が非常に大きいということで

す。今日もずっとやはり不安感というのがもう満ち足りていたと思います。そういう状況

は全く長崎の離島地区も浜も変わらない状況というのは御理解いただきたいし、私はそう

聞いてきていますので、ここでちょっと報告させていただきたいと思います。 

 そういう中でも出たものが、市場外流通だとか混獲だとか遊漁、やっぱりここら辺をき

ちんと押さえていかないと、正確なＴＡＣは出ないんじゃないかということ、できるだけ

ＴＡＣは大きいほうが管理する側としても獲る側としても非常に有効だと思いますので、

そこに関する不安の声は多くありました。 

 あと、データ収集ですね。きちんと正確なＴＡＣを出すためには正確なデータを取らな

いといけないと思うんですけれども、非常に漁協の側も負担、漁業者さんも負担になるし、

そういう負担がもうどんどん増えていくという不安の声もありました。 

 ただ、ＴＡＣを進めていく浮魚でやっているんですけども、このシステムがきちんと確

立されないと、ＴＡＣが積み上がったときに管理できないです。もう非常に超えちゃった

という話では済まないと思いますので、そこはきちんと進めていかないと。こういうＴＡ

Ｃ管理というのは何か、なんちゃってＴＡＣ管理になってしまうと意味がないと思います

のでそこら辺はきちんとやりたいし、漁業者、漁協の方も非常に不安がっているというと

ころです。 

 ほかにもいっぱい課題はあるんですけど、課題が多い中、このステークホルダー会議の

プロセスを、もっと議論を進めて解決していかないと、このまま導入していくと大混乱、

何のためにやっているのかよく分からないというところはあるので、そこは十分状況を聞

いていただいて、また次につなげていただきたいなと思っているところです。 

 もう１点だけ、すみません。回るに当たって、何のためにやっているのという声もある

し、私自身も４４４万トンというのが目標、１０年前の水準に１０年後持っていこうとい

うのがあると思いますけど、それだけで４４４万トンの設定があっているのか。量だけ追

うんだったらあまり意味がなくて、実際は経営上、１０年後には明るい未来が待っている
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みたいな設定がもしあるのであれば教えていただきたい。 

 そういう数字だけ追うんじゃなくて、そういう目標があることを一緒に説明していかな

いと、漁業者さんたちは「何のためにあるの、俺はもうあと何年かで辞めるので、やって

も一緒だよ」みたいなことがあるので、そこら辺の４４４万トン、数量を追って管理する

ということに何の意味合いだとか何の明るい未来があるかというのを聞いてみたいという

ことがあります。 

 あとは、経営のことを十分考えないといけないので、万が一何かあったときには、収安

対策のような補償も十分検討していただきたいと思うところです。 

 というのも、資源管理で漁獲状況が悪くてずっと下がっていくと、基準というのは右肩

下がりで下がっていくんですね。だから、そこら辺が本当に今の収安対策でいいのかとい

うところもあるので、そういう場合、要は右肩下がりの状況が続くような場合は、別の支

援とかいうのも少し視野に入れてもらわないと。そういったものが資源管理を進めていく

ときの一つの理解を得るカードにもなると思うので。 

 後半部分は何のためにやっているのかということと、そこら辺の支援ということをちょ

っと考えていただければなというところで質問させていただきました。 

【三野所長】  ありがとうございます。 

 最初にお話のあった、非常に不安感があるというような話でございますけれども、これ

はまだまだ私たちの説明が足りないのかなと痛感しております。それにつきましては、こ

ういった会議で説明をし尽くして……、まあ、し尽くしてということはないんだと思いま

すけれども、十分に説明して不安感を少しでも解消できるような形で取り組まさせていた

だきたいと思います。 

 また、市場外流通とか混獲とか遊漁の話がありました。こういう話については、先ほど

から議論になっているところでございますので、検討を進めていくということかと思いま

す。 

 データ収集について、積み上がったときの管理とか負担になるとか、こういうお話がご

ざいましたけれども、これは現在、水産庁のほうで進めるスマート水産業とか、こういっ

た形の中で負担の軽減に取り組んでいきたいと思っているところです。 

 最後の経営のこととか、目標だけではというお話がございましたけれども、これはこう

いった説明会の中でもいろんな御意見として先ほどもありましたが、漁業者の数が減って

いるとかそういう現実の中で、しっかり資源管理も未来的に将来的にやっていこうという
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中で、将来の漁業者のためにやっていると、また今の現在の漁業者のためにやっていると

いうことでございますので、そういったところを御理解いただければなと思います。 

【参加者】  目標は、量を獲ればいいというものじゃなくて、一定生活できる所得、多

少の余裕がある所得だと思うんですよね。そこら辺を明示することがとても資源管理のモ

チベーションにつながっていくと思うので。 

 量を幾ら獲っても、魚離れとか人口減少の中で本当に価格が維持できるのかというとこ

ろもすごく懐疑的なんですね。だから、一定量獲って、これだけの単価が出れば、これぐ

らいの所得は得られますよというようなですね。今こういうビッグデータとかＡＩだとか

いろんな高度テクニックがある中で、そういうシミュレーションもできれば、やる気とい

うか進み方も違うんじゃないかなと思うので、ぜひそこら辺をまた御検討いただければと

思います。 

【三野所長】  ありがたい意見をありがとうございます。 

【参加者】  資源管理とＴＡＣ管理について、その目的というのは、消費者に向けて安

定的に供給するということの趣旨だったので、今まではタイの管理については該当しない

と思っていたんですけど、やっぱりそういうふうになっていかないかんのじゃなかろうか

というのが私の中に芽生えてきました。そこで、朝、参加者の方が言っていたように、魚

価が並行して上がらないと、水産庁の目的と私たちの目的が合致しないんじゃなかろうか

というのが、私なりにはあります。 

 そこで、私も生産者をしていますが、１０年ぐらい前から市場に魚を買いに行って販売

とかそういうのもやっているんですけど、魚価が上がらない理由というのを何点か、私な

りだから参考になるかは分からないんですけど。 

 今の市場の在り方というのかな、競りの在り方というのもあるんですけど、市場という

のは、安い魚とか未利用魚とか、そういう金にならんような魚でも漁師はぽんぽん、３０

０円ぐらいする魚でも市場に揚げるというのが現状ですけど、買う側にとってはそれはも

う人に配るか捨てるかというのを見てきました。買う側はお金を出して買わないといかん

し、でも義務的に魚を全部仕入れなければいかんというのが今の市場法というか、市場の

義務というのがあって、そこはちょっと私が入り込んでみたときには問題があるかなと思

ったのが、魚価の上がらない理由かなと思います。 

 あと一つ、遊漁船の問題ですね。私が去年ぐらいから遊漁船のお客さんに向けて調査を

ちょっとしたところ、私が想像していた以上に魚を釣っているというのが本当に現状で、
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博多湾のタチウオだったら、ヒモタチ７０本とか平気で釣っていて、それも毎日毎日釣っ

ているから、多分トロ箱にしたら４０箱ぐらい上がっているかなというのが見受けられま

した。今年のタイにしても、壱岐の沖で遊漁船で１人８０枚釣ったとかという話も聞いた

こともあるしですね。それがどうなっていきよるかといったら、その釣ったものをどこで

消費しているかといったら、お客さんがネットでメルカリみたいなのが今はやりになって

いるから、個人で魚を売買するようなところに売っている人もいます。お客さんでですよ、

一般の市民です。 

 あと、魚を友達とかいろんなところに釣った分を配ったときに、近くのスーパーとか、

本当の流通の中でそこがストップしてしまって買わなくなる。買わなくなったら、スーパ

ーも何日もためないといかん。何日も魚を売らないといかんから鮮度が落ちる。鮮度が落

ちたら、それを売っていても売れない。そうしたら今度そこに何が生じるかといったら食

品ロスですね。私、スーパーの人にヒアリングしたときに聞いたことあるんですけども、

一月２５０万の食品ロスが出てくる。そうしたら、売れないから買わない、そういう現状

になってくる。 

 ただ一方で、鮮度がいい魚を、最初の処理をきちんとしたところに流通していく分では

物すごく評価があったりとかしてですね。だから、今からの市場の在り方というのも２種

類あって、既存の競り方はそのままにしておいて、あと、産地市場が相対取引ができるよ

うにですね。相対で、例えばソムリエみたいな人がいて、ここの漁協のこの人はこういう

鮮度管理をするから値をこれぐらいつけようとか。それが主流になっていけば、魚価が上

がっていくし、買う側も損をしないというか、だから金を出せるという。 

 そういうところもあるから、水産庁の方も、部署は違うと思うんですけど、その辺をま

た話し合って、漁師の販売の在り方というのも考えて検討してもらって、こういう話ので

きるような機会をつくってもらって、どうしたら、漁師が努力すれば魚価が上がるのかと

いうのも含めていろいろ話をした上で、このＴＡＣ管理とかいうのを進めていってほしい

と私は思います。 

【三野所長】  貴重な御意見ありがとうございます。魚価対策については、先ほどから

御意見が出ており、非常に重要な課題だと思います。鮮度管理とか市場の在り方とか、貴

重な御意見をいただきました。ありがとうございます。 

 また、遊漁船の調査もされたということで、そこについては、先ほど来御説明している

ように、遊漁船がどれだけ獲っているのかということをしっかり把握していくということ



 -102- 

が大事だと思いますので、そこは取り組んでいきたいと思っております。 

 後ろの方。 

【参加者】  すみません、ちょっと時間が押している中、申し訳ありません。 

 一つ質問と、あと一つはお願いになります。 

 まず質問ですが、資料８の１２ページのところ、まずそこからになるんですけども、再

三お話に出ています遊漁のことですね。２の（３）の４／４のところで、上から３行目か

ら「採捕量の大半を占める漁業において」と書いてあるんですけども、実態を調べていな

い現状では、大半を占めているかどうかも分からないのかなと思いました。 

 というのは、例えば神奈川県なんかでは遊漁のほうが漁業による漁獲よりも多いと、そ

ういう県もあるわけですよね。本県も、私も釣り船に乗ったりした経験があるんですけど

も、肌感覚としてはばかにならん量を獲っているとちょっと思っています。 

 それで、先ほどから多くの方がおっしゃっている、何のためにと考えたときに、遊漁は

冷たく言ってしまえば遊びなわけですよね。その遊びの釣りと、なりわいである漁業とい

うのをそもそも同列に扱えないですし、今現在お示しいただいている内容、進め方からす

ると、むしろしょせん遊びにすぎない遊漁のほうを結果的に優遇しているような状況と受

け止めています。 

 そうした上で、８ページの２の（２）の③のところに関して質問させてください。次回

以降があるということで、より議論が深まるためにという意味で質問です。 

 黒丸のまず三つ目の部分で、「遊漁による漁獲は」ということで文章書いてあって、

「影響の程度は検討しております」というのが、すみません、ちょっと意味が理解できな

かったので補足をいただければということと、下の黒丸の四つ目のところで、もしうまく

データが得られた場合は、資源評価に活用して精度向上を引き続き図りますと書いてある

ので、これだけ見ると精度向上のためにのみ使うのであって……。 

 例えば、本当にマダイでＴＡＣを導入します、規制をかけますといったときには、漁業

者さんや私どもの感覚で言うと、当然遊漁のほうも規制すべきだと考えられるわけですね、

先ほどの釣りは結局遊びですというふうに考えても。この文面を読む限りでは、遊漁の規

制というのは何か、初めから選択肢の中になくて、データの精度向上のためだけにという

ふうにちょっと読めてしまうので、いやいやそうじゃなくてこういうことも考えています

よとか、そういったことがもしあればこの場でお示しいただければ、漁業者さんたちの今

後の理解も得やすいですし、次につながるのかと思って質問させていただく次第です。 
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 質問は以上ですが、先にお願いだけ申し上げます。 

 同じく資料８の１０ページ目、これ混獲の話ですね。事前説明会をしていただいたとき

に混獲のことで質問させていただいたんですけども、現状これがお答えだと受け止めてい

るんですが、これまでのＴＡＣ管理でもこうこうこうと書いてあるんですけど、すみませ

ん、クロマグロでしか私は経験がないんですが、例えばクロマグロでやっていると、小型

魚に関してはもうどの県も全く不足していて、融通とか吐き出す県が全くないというよう

な現状がありました。結局国の留保とか大臣許可からのを待つほかないという状況なんで

すけど、本県でも、マダイという対象種で考えるとすごく、もうほとんどの漁業種類で関

わってくるもので、そういう小規模な沿岸漁業者の方々が非常に多いと。枠がかかって採

捕ができなくなると考えると、例えば、資料９の７ページの最後のところで福岡県の方が

質問されていましたけど、例えば１月から１２月までと決めて、極端に言うと春過ぎて夏

とか秋とかに規制がかかったと。そうしたら、年の後半、四半期後半とかは多くの漁業種

類で出漁できなくなるんじゃないかと、そういうようなことも危惧されるわけです。 

 そういったことも不安につながっているのかなと思いますので、お願いというのは、そ

もそも、ほかの方々がおっしゃったようにマダイという魚種自体が数量管理になじみにく

い非常に難しい魚種なのかなと。もしＴＡＣに持ってくるなら最後の最後という、そうい

うような魚種なのかなと。漁獲量比率でいっても、全国の８０％を目指しますと水産庁さ

んのほうからおっしゃっていて、８０％を超えた後でまた何％か加わるという魚種でもあ

るもので、そういうことも含めて、それを現場で肌感覚で感じている漁業者の方々だから

こそ、こういった非常に不安だというお話もあると受け止めています。 

 ですので、ほかの方々の繰り返しになるんですけど、３年目で数量管理ありきという、

目指すということではなく、少なくともマダイに関しては３年目の数量管理は現時点では、

拝見する限りでは時期尚早ではないかと。時期よりも、とにかく内容の充実を最優先に据

えて引き続き御検討いただければ幸いに思います。 

 すみません、ちょっと長くなりましたけど、質問のほうのお答えをよろしくお願いいた

します。 

【三野所長】  質問のほうですけれども、遊漁の報告のほうですが、水研からお答えし

ていただきます。 

【養松副部長】  御意見ありがとうございます。 

 水産庁さんの資料８のスライド８枚目でしょうかね、これの上の外国船や遊漁の影響の
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部分の五つポツがあるところの真ん中、三つ目のところを多分御質問いただいたかと考え

ています。 

 遊漁のデータというのは実際には資源評価には使っていないというところが現状です。

ただ、この報告書のほうに、ここには今日はお配りしていなくてホームページのほうには

載っているんですけれども、遊漁の情報というのは水産庁さんがこれまでに何回かは一応

調査をされていて、一番新しいといっても大分古いんですけども２００８年でしょうかね、

鳥取、島根、山口、ちょっと瀬戸内海も含むようですが、長崎、熊本、鹿児島の６県の遊

漁の採捕量として６７７トンという数字が推定されているという情報はあります。 

 現状これよりも多いか少ないかという、そこのところは正直、情報はないんですけども、

大体この６７０トンくらいがもし現状遊漁として漁獲されているという状況を、あくまで

本当に仮定でしかないですけれども仮定をして、その分の死亡が当然増えるわけですよね、

遊漁で取られていくわけですから。それがあったとして資源評価が、結果がどう変わるか

というぐらいは、情報がないので非常にシンプルにしかできないんですが、そういうこと

は一応やってみたりはしています。 

 その結果どうなるかというと、漁獲量が増えるわけですね、遊漁の分だけ。そうすると、

資源量というのが今計算されているよりも少し多いというようなことになります。そうな

ると、獲っていい漁獲量、将来予測として計算される漁獲量というのも確かに増えるんで

すけれども、その数字をまずはどう見るかですよね。全部漁業で取るのか、遊漁と案分す

るのかということになってきますので、大体今漁業で五千数百トン、遊漁６７０トンぐら

いというこの比率でもし案分するとすると、漁業のほうでの漁獲量の数字というのは多分

そんなに大きくは動かないかなというぐらいの、本当に簡単な状況、計算ではあるんです

けども、そういうこと程度は一応調べています。 

 ただ、その点はもちろんもっと詳細なデータがあればいろんな計算もできるんですけれ

ども、現状ではその程度の感度分析というか、あくまで仮定をしたときにどれぐらい影響

が出そうかというところは一応やっていますということが、ここの三つ目のポツには書い

てあります。 

 資源評価の精度というところでは、遊漁とはいえ、その資源を対象とした漁業活動なの

で、情報が入ればもちろん精度としては上がるということも考えられますので、そこは引

き続きこちらとしてはやっていきたいとは考えています。それをどう管理に使うかという

ところは水産庁さんのほうのお考えになるかなというところで、こちらからの回答とさせ
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ていただきます。 

【三野所長】  ありがとうございます。 

 後半のほうの御要望の話については、承ったということでお願いします。 

【参加者】  ありがとうございます。 

 ６７０トンということで、本県の年間漁獲量が大体７００トン前後なので、やはりばか

にならない量が獲られているんだなと感じました。 

 ポツ四つ目については水産庁さんの御見解ということでつながったかと理解したんです

が、資源評価への活用以外の出口というのは何かイメージというかあるのかどうかという

のは。すみません、私の言葉足らずだったかもしれないんですけど、何かあればお願いし

ます。 

【永田室長】  この資料８の８ページ目というところは資源評価についての対応として

書いているので、この中に管理の部分は入っていないんですけれども、同様に遊漁のとこ

ろの資源管理についてはこの資料８の１２ページにあります。繰り返しですが、まずはそ

の採捕量の把握に努めた上で、今後遊漁の管理というのは進展させる必要があるとは考え

ています。 

 先ほど、採捕量の大半を占めると把握できていないのに言えるのかどうかも疑問という

話がありましたが、さすがにこの系群全体で漁業よりも遊漁が多いということはないので

はないかなと思いますけれども、漁業の管理を進めていくに当たって一貫性のある取組を

遊漁のほうでもという中で、まず採捕量の把握をした上でしっかり必要な管理していくと

いうことを考えていますので、何もしないとか漁業だけに報告を求めて管理もしていくと

か、そういうことを今から決めているということではございませんので、そこは御理解い

ただければと思います。 

【参加者】  ありがとうございます。 

 外国のことは国際的なあれで難しいと思うんですけど、遊漁に関しては同じ日本国民の

行為ということで、漁業者に対して制限をかけるという場面がもしある場合は、遊漁の方

にも何らかの制限という話になっても国民の理解は恐らく得られやすいのではないかとち

ょっと思いますので、今後引き続き御検討お願いいたします。 

 遊漁のことについてはとにかく、再三質問にも出ていますけど、絶対に避けて通れない

事柄だと思っていますので、ぜひよろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

【永田室長】  ありがとうございます。特に遊漁の中でも遊漁船業は都道府県での指導
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というのも可能な部分だと思っております。その辺りについては行政として都道府県も一

緒になって、特にそこの状況の把握というのは一緒に取り組んでいきたいと思っています

のでよろしくお願いします。 

【参加者】  すみません、補足でいいですか。今の非常にポイントを突いた御質問をし

ていただいたと思うので、ちょっと掘り下げてということでさせていただくと、遊漁の中

で獲っている数量問題と、その獲っている行為自体の問題という２側面があると思うんで

すよ。 

 例えば沿岸漁業の地域のコミュニティーの中で決め事というか、法律で決まっているわ

けじゃないけどみんなで守ろうね、口開け日決めようねとか、こういう形で時間決めてや

ろうねといったら、みんなやっぱり守るわけです。だけど、中にはやっぱり意見の違いが

あるから「えー」と言いながら、でも、みんな守るし、これだけ自分が反対してもほかの

ところでも世話になることがあるからという、そういう関係性の中でみんな決めていって

いる中に、例えば量が少なくてもその行為自体は逸脱行為でしょう、我々もやっているの

に何でそこをやらないのということがあると、次々モラルハザードを起こす要因になるん

ですよ。それがいいんだったら俺やらないよといったときに、じゃあ遊漁を何とかしてこ

いみたいな話になってしまったら、別に法律で決まっていない、罰則も与えられない中で、

お互いの関係の中でやっている管理のモラル感というのが壊れていくという、そこは非常

に危ないと思うので、数量の問題だけじゃなくて、そういう問題での遊漁の把握というの

が必要という形で、改めてそこは整理をしておいていただきたいなというのがあります。 

 遊漁に関して言うと、今先ほど遊漁船業というのがありましたが、遊漁船業の登録とい

うことと、もう一つ船で行く分というのが量が多い可能性があると。そうすると、プレジ

ャーボートも小型船舶検査機構の中のＪＣＩ登録と安全検査を受けてじゃないと運航でき

ないので、母数は何らかの形で把握できるはずなんです。その中の稼働隻数はどうなのと

いうことで、海側の船を使ってというのは一応たどっていく材料はあると思うんです。 

 あとは、陸側でいくということなんでしょうけど、それは逆に言うとかなり獲る量は少

ないだろうということと、言い出したら例えば子供のタイ釣った分どうするかみたいな問

題になっても、そこは掘り下げても意味のない分もあると思うので、そこの部分も実態と

して全部把握できなくて、例えば適用除外でいいですよというところに向けては、釣りを

するのは必ず釣り具が要るんですよね。釣り具は釣り具屋さんで買うと思うんですよ。だ

から例えば釣り具屋さんとかにそういう調査を依頼するとかいうような具体的な話が出て
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くると、皆さんも、それが直ちにできなくても同時進行でやりましょうみたいなこととい

うのがあれば、テーブルについて前向きの話がお互いにできるんじゃないかなと思います

ので、いろいろそういう分をぜひ検討いただいて提案いただきたいなと思います。 

 それと、外国についてなんですけど、沿岸のものが向こうに行って取られているという

ところと、もう一つ、先ほどの資源評価の話も関わるんですが、黄海、東シナ海の特に日

中の中間水域ですね。昔は中間水域は、以西底びき網とかが日本のほうが勝っている状況

があったところが、だんだん撤退していった中で空白地帯になっているというところで、

そこの以西底びき網とかで出てくるような漁業でのマダイというのがどうなったかと。そ

こは、広域回遊の大型魚が日本の沿岸と資源の行き来があるということになれば、その分

は例えば中国漁船の底びき網の船とかが出ているのかどうか、ちょっと私もそこまで詳し

くないですが、それは例えば外国船監視事業みたいなところとかで実態というのは、隻数

の稼働状況とか定性的なところの情報は取れるんじゃないかなという気がします。 

 ただ、これについては、外国との交渉ですとかいろんな国際的な機微に関わることなの

で、そのデータを全部出せといっても出せない分もたくさんあると思いますので、そこを

無理にということでありませんが、そういう意味でのブラックボックスに入っているとこ

ろがないかどうかの検証というのは、もう一段階掘り下げて具体的に検討していただく必

要があるんじゃないかなと思います。 

 すみません、以上です。 

【三野所長】  ありがとうございます。 

 ウェブのほうで御意見がある方がございますので、お願いします。 

【参加者】  では、皆さんのコメントとかぶらないようなコメントをしたいと思います。 

 まずテクニカルな話からですけども、先ほど餌生物のこととか環境の話が、ちょっと御

意見があったかと思うんですけれども、これまで、１９８８年、８９年のところでレジー

ムシフトが起こって、寒冷レジームから温暖レジームにシフトしたわけですけれども、そ

の後ずっと水温環境が高い状況が続いているわけです。そうなってから、マダイの産卵期

が早期化しているとか、あるいは成熟サイズが大型化しているとか、あるいは肥満度と水

温の間には負の相関関係が認められるといった研究例がありまして、水温が上昇すること

によってマダイ資源に与えている影響というのが懸念されるところですけれども、今後ま

すます地球温暖化に伴って海面水温がさらに上昇していくような場合に、その資源の将来

予測には過去の再生産関係をベースに将来予測をするわけで、それがどのくらい予測がマ
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ッチしていくかという観点からの研究の充実も必要かなと思っております。 

 それから２点目、定置網のＣＰＵＥでチューニングされたという御努力に敬意を表する

んですけれども、系群の一番端っこの県のデータで、また漁獲量的にもそんなに多くない

漁業種類のＣＰＵＥを使われていますので、もう少し系群全体の真ん中辺り、長崎とか福

岡の漁獲量が多い県の、また漁獲量が多いごち網漁業、こういった漁船のＣＰＵＥも活用

を進めて検討していただきたいなと思っております。 

 それから、先ほど来いろんな方の御意見を聞いていますと、このマダイという資源を急

いでＴＡＣ管理に持っていく必要もないんじゃないかなという御意見が多数を占めていた

と思うんですけれども、資料４のスライド１５のところにもありますように、国のほうで

は漁獲量ベースで８割をＴＡＣ管理されている状態に持っていきたいということなんです

けども、この参考２の表が示しているとおり、上位から１２番目の魚種までがＴＡＣ管理

対象にできれば８割達成ということですので、わざわざいろいろ問題が多いこのマダイを、

漁獲量が多いほうではありますが１８番目のマダイをこのタイミングで入れなくても、国

の目標は達成可能だと思っております。 

 そして、どうしてもマダイをＴＡＣ管理の候補種として検討したいということであれば、

この資料のスライド６なんですけれども、今候補種に上がっているのが、日本海西部・東

シナ海系群と瀬戸内海の二つの系群ですね。全国でこの三つの系群だけが俎上に上ってい

るということなんですけれども、このままでいくと、例えば九州でいえば宮崎県だけがＴ

ＡＣ管理の枠から外れるということになるんです。あるいは四国なんかでいっても、瀬戸

内海側の２県は対象だけども外側の２県は対象外とか、関西でいっても、大阪までは入る

けど和歌山は除外ということになるんですね。 

 こうなると、県境の漁業者ですね、お隣の県ではセーフなのにうちだけ管理しないとい

けないということについて、とてもじゃないが賛同が得られるとは思えない。どうしても

マダイという資源をＴＡＣ対象種に位置づけたいのであれば、全国で同時に議論を進める

必要があるかなと。充実したデータがあるとかないとかじゃなくて、調整問題に発展する

と思っておりますので、そういった面からの議論も必要じゃないかなと思っております。 

 それから最後ですけれども、ステークホルダー会合ですね、資料８の最後です。スライ

ド１４ですけども、当初の予定では、各資源、系群についてステークホルダー会合は２回

ずつ実施するということで、本系群も当然２回ステークホルダー会合を開催していただけ

るものと思っているんですが、この表を見ていますと、何か今回でおしまいというふうに



 -109- 

読み取れるような書きぶりでもあるのかなと思っています。上に、次回の検討会に向けて

と書いてあるから心配しないんですけども、とても、まあ２回やればいいかという問題も

ありますが、漁業者の理解を十分に得て協力を得られる形で丁寧に進めていくと伺ってお

りますので、その点よろしくお願いしたいと思っております。 

 以上です。 

【三野所長】  最初の御意見について。 

【養松副部長】  御質問ありがとうございます。最初の２点、資源評価に関わるところ

はこちらから回答させていただきます。 

 まず１点、温暖化の問題とか、温暖化を受けたいろんな生態的な特徴の変化というもの

は、断片的にはこちらも承知をしています。ただ、なかなかまだそこが数字としてこちら

で掌握し切れていないというところがちょっと努力不足で申し訳ないんですけども、今回

の評価を機に、いろんな成長とか成熟に係るところのデータを改めて取得し始めていると

ころですので、これがある程度少し数字としてデータとして得られましたら、資源評価の

ほうには反映させていきたいと考えております。 

 将来予測のずれに関しましても、再生産関係――親から生まれる子供の量みたいなもの

ですね、これももちろん気候変動みたいなもの、温暖化みたいなもので変わってくる可能

性はあるんですけども、これはちょっと午前中に回答をしたかもしれませんが、あくまで

この基準値とか再生産関係というのは大体５年をめどに見直していくということで考えて

いますので、ずれが見えてくるようになれば当然そこでもう一度、いま一度見直して、再

生産関係から見直して、将来予測ももちろん変わっていくでしょうし、ゴールも変わって

いくというようなことをやっていくことを想定しております。 

 今のが一つ目の回答です。 

 二つ目のチューニングの話ですね。今回具体的に言いませんでしたけども、島根県さん

の定置網の単位努力当たりの漁獲量という値を使わせていただいております。これもかな

り御協力いただいて、出していただいて解析をして、本系群の資源の動向と併せて効果が

あるということで確認をした上で、この資源評価に取り込んでいるものです。それ以外も

もちろん、エリア的にもうちょっと西のほうの値とかも、県の方々と相談しながら入れら

れるものは入れていきたいと考えています。 

 漁業種類としてごち網が確かに主流というのはもちろん承知しているんですけども、Ｃ

ＰＵＥというのは努力当たり、例えば１日当たりとかでどれぐらい取れているかという数
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字なんですけども、操業の仕方とか操業の位置とかいろんなことでその辺の数字がぶれて

しまうものなので、そこをなるべく考慮して資源の状態をなるべく的確に表しているとい

う値に直してからチューニングに使うんですけども、ごち網は今のところそれがうまくい

っていなくて、もちろん入れられれば一番いいんですが、まだ導入できていません。 

 この辺りは、これからもほかの県やほかの漁業種類なども鑑みながら、なるべく資源評

価の精度が上がるように努力していきたいと考えております。 

 こちらからの回答は以上とさせていただきます。 

【三野所長】  ありがとうございます。 

 後半のほうの御質問ですけれども、急いでＴＡＣに持っていく必要はないんじゃないか

とか、そういうお話がございました。これは先ほど来議論いただいているところでござい

ますので、しっかりＴＡＣの必要性について説明していくのかなと感じているところでご

ざいます。 

 どうしても候補に入れたいのならと、宮崎県の話とか出ましたけれども、ここは県境の

そういう問題があるだろうということは承知しているつもりでございます。しっかり地元

の方々と話合いをしていきたいと考えているところです。 

 また、ステークホルダー会議、これは１回と見られるかもしれませんけれども、決して

これで終わりじゃあございません。２回目もしっかり開きますので、御意見を承りたいと

思います。 

【参加者】  ありがとうございました。 

【三野所長】  すみません、もう一方、御質問あるようです。すみませんけれども簡潔

にお願いできますでしょうか。 

【参加者】  ２点だけ。これは意見ですので回答は必要ないです。 

 １点目は、先ほどＴＡＣ導入についての理由の中で、資源が悪くなったときに予防的な

措置としてＴＡＣが有効だというふうな説明があったかと思うんですが、この資源につい

ては三十数年間、ほぼほぼ漁獲量も資源量も変わらないという状況で、資源量が悪くなる

のでＴＡＣでやるという説明というのはなかなか難しいのかなと考えます。 

 もう１点は、私は新潟県なのでこの海域ではないんですけれども、沿岸域へのＴＡＣの

導入ということでは、これは全国的に非常に大きな問題かと思います。ＴＡＣというのは

あくまでも漁獲量であって、本当に漁業者が求めているゴールではないと私は言っていい

かと思うんです。というのも漁業者というのは、それこそ魚価とか、あと油代とか、様々
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な状況を見ながらそのときに最適な漁業をしているわけで、そういうものとこのＴＡＣと

いうもののゴールがきちんとすり合わさっているのかどうか、その辺の議論は次回以降も

ぜひ進めていただければなと考えます。 

 以上です。 

【三野所長】  御意見ありがとうございます。 

 それでは、時間も押しているようでございますので、取りまとめに向けてお時間をいた

だければと思います。 

 それでは取りまとめの内容でございますけれども、次回の検討会までに整理すべき内容

といたしまして、資源評価の妥当性についてということが一つ目と、ステップアップにお

いて具体的な管理についてが二つ目です。三つ目が、遊漁の管理及びスケジュールについ

てでございます。四つ目といたしまして、ＴＡＣ管理を導入した場合の漁獲の積み上がり

等の具体的なイメージ、データがあればということでございますけれど、積み上がりに対

する対応ということで、この４点をまとめとして御報告させていただきますが……。 

【参加者】  もう１点あるんじゃないの。入り口の話があったじゃない。 

【三野所長】  ＴＡＣを導入する必要性というようなところの貴重な御意見もございま

したので、それも付け加えさせていただきます。 

【参加者】  一般論じゃなくて、この系群でね。 

【三野所長】  はい。それも付け加えまして５点ということで、整理させていただけれ

ばと思います。 

 それでよろしいでしょうか。ほかに何か足りないところとかは。ウェブの方も。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

【三野所長】  それではないようですので、よろしいでしょうか。今いただいた御意見

も含めて本日の議論に関する議事録につきましては、後日準備ができた段階で水産庁ホー

ムページに掲載することとしたいと思います。 

 それでは、マダイ日本海西部・東シナ海系群の第１回資源管理方針に関する検討会につ

いては、ここまでとさせていただきます。皆様には熱心に議論いただきましてありがとう

ございます。今回の議論、内容を踏まえて次回の検討会では具体的な資源管理の取りまと

めに向けて皆様と一緒に検討したいと思います。引き続き皆様の御協力をよろしくお願い

したいと思います。本日はどうもありがとうございました。お疲れさまでした。 

── 了 ── 


